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事業の全体像
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本事業の背景と目的

 平成26年の中心市街地活性化法改正における付帯決議において、まちづくりに関する知識やノウハウを有するタウンマ
ネージャー等の人材の育成・確保が重要であることに鑑み、

・まちづくりに関わる人材の量的・質的な充足のため、研修を通じた人材の掘り起こし及び能力向上を図ること
・中心市街地活性化協議会及びまちづくり会社等における活躍の場を提供するための環境整備に努めること

が求められるとともに、中心市街地活性化を効果的に実現するため、

・子育て、医療・介護等を含む幅広い施策の実施に注力するとともに各地の取組の実例等幅広い情報の提供に努めること

とされている。

 以上を踏まえ、本事業では、開業や経営に必要なスキルや、空き店舗対策や合意形成の手法等、まちづくり特有のスキル
の習得を図る研修を実施し、まちづくりを牽引していくリーダー等を育成するとともに、新たなまちづくり人材や専門家も掘り
起こした上で、地域と人材、人材と人材とをマッチングすることにより人材の活用を図る。

 加えて、関連サイトに、取組事例、人材情報、各種会議の内容、コラム、統計情報等を掲載していくことで、まちづくりにとっ
て有益な情報集約・情報発信・情報交換等の場を提供する等、もって民間投資の喚起を軸とする中心市街地活性化を推進
することを目的とする。
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本年度実施した事業内容の一覧

 まちづくり人材育成研修

 座学研修

 インターンシップ型実地研修
（および事後研修）

 フォローアップ研修

 特定テーマ型実地研修

 まちづくりオープン会議

 タウンプロデューサー等マッチング会議
（まちげんきフェス）

 次世代会議

 事例集の作成

 ポータルサイト（街元気サイト）の維持・管理・運営

 今年度の運営状況（会員登録状況）

 今年度の運営状況（訪問者数・ページビュー数）

 まちづくりに関する各種情報提供

 SNSを活用した情報提供（1/2）

 マチイベ（街のイベント情報）の登録・公開

 コラムの掲載

 統計情報の掲載

 街元気サイトの確実な管理運営

 無効メアド対策

 事業の広報活動

 SNSの活用

 本事業の背景と目的を踏まえ、本年度は、以下の事業を実施した。
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昨年度レビューと事業のKPIに対する実績

昨年度は、研修事業の充実を図り、タウンマネージャー等の育成を進めてきた。また、HPやSNSをフックに
まちづくりに漠然と関心のある層を拡大してきた。

今年度は、従来の事業に加えて、次世代会議のほか、事例集の作成、統計情報の公開等を行い、人材育成
とまちづくりの普及促進を図るものとする。

インターン型実地研修

特定テーマ型研修

オープン会議

Twitterフォロワー

HP月間訪問数

会員数

座学研修

まちげんきフェス

フォローアップ研修

FBいいね!（全体）

84人（9地域）

236人（2地域）

996人

3.5万人
（PV：15.9万）

5,529人

41人（1地域）

10地域

3人（3地域）

16人（5地域）

－

16地域

6人（4地域）

17人（5地域）

50人（6地域）

283人（2地域）

130人（1地域）

1,130人

3.5万人
（PV:17.3万）

5,732人

1,302人

FBいいね!（オープン会議） － 1,076人

文
化

教
育

す
ま
い

地
域
資
源

観
光

住
ま
い ・

Tier 1

（タウンプロデューサー）

Tier 2

（タウンマネージャー）

Tier 3

（将来有望株）

Tier4

（まちづくりに参画したい方）

Tier5（まちづくりに関心のある方）

← ターゲット①

← ターゲット②

← ターゲット③

食

20地域

5人（4地域）

14人（6地域）

65人（4地域）

268人（2地域）

95人（1地域）

1,270人

3.6万人
（PV:20万）

5,891人

2,230人

1,235人

H26年度実績 H27年度実績 H28年度実績

次世代会議 － － 10人
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研修事業（座学研修）
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回数：東京・大阪の2箇所で開催

 東京：平成28年8月8日（月）～8月9日（火）

 大阪：平成29年2月17日（金）

▪ 平日に限定して実施（昨年度土曜日に開催したところ集客が伸びなかったため）

各コマに様々な分野が含まれるよう配慮

 総論、行政計画、ハード、創業支援、実行支援、検証など

 上記の他、東京では、まちづくりを構成する各分野の専門家からの情報提供も実施。
大阪では、地域でまちづくりを牽引する30-40代および経済産業大臣政務官によるパネルディスカッショッンも実施。

参加者の受講満足度向上に向けた、プログラム構成上の配慮

 参加者同士によるワークショップの時間も取り、参加者を飽きさせない時間を確保。

 基本的に一コマ70-90分程度で実施（昨年度は55分。時間を長くという要望あり）

告知の実施

 街元気サイト、メルマガ、SNSの他、各組織（自治体、商工会議所、まちづくり会社等）に対して書面にて郵送案内。

 書面には当日のタイムスケジュールを加筆するなどサイトアクセスの誘引を図った。

応募者数

 268名 （内訳 ： 東京187名 大阪 81名）

座学研修の概要

座学研修
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座学研修（東京）：スケジュール

8月8日(月） 内容

13:00-13:10 あいさつ（経済産業省）

13:10-14:30
講義「中心市街地活性化のツボ～持続可能なまちづくりを考える～」
中小企業診断士(中小企業基盤整備機構参事) 長坂泰之氏

14:40-16:00
講義「“身の丈再開発”と“利用と所有の分離”」
株式会社飯田まちづくりカンパニー 取締役事業部長 三石秀樹氏

16:00-17:20
講義「まちづくりにおける商工会議所の役割と期待」
田辺商工会議所中小企業相談室経営指導員室長 尾崎弘和氏

17:30-18:20

ライトニングトーク ※個別分野の専門家によるショートプレゼン
①訪日外国人観光客向けWebマガジン
株式会社MATCHA 代表取締役社長 青木優氏

②地域での仕事の作り方
株式会社仕事旅行社代表取締役社長 田中翼氏

18:30-19:30 交流会

8月9日（火） 内容

09:00-10:20
講義「消費される地域から、共感される地域へ。ワークショップを活かしたまちづくり」
場とコトLAB 代表 中脇健児氏

10:30-12:00
講義「小規模都市におけるエリアマネジメントの新たな可能性」
まちづくりプラン研究所 代表 牧昭市氏

13:00-14:20
講義「まちづくり会社の経営」
多治見まちづくり株式会社ゼネラルマネージャー 小口英二氏

14:20-15:00 クロージング(街元気事務局)

座学研修
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座学研修（大阪）：スケジュール

2月17日（金） 内容

10:00-10:05 あいさつ

10:05-11:05
地方創生とまちづくり
中央大学 教授 細野 助博 氏

11:15-12:30
小規模連鎖型のまちづくり－米子での実例紹介－
オフィス・コモンズ 代表 杉谷 第士郎 氏

12:30-13:30 休憩

13:30-14:45
ふらのマルシェによる中心市街地活性化
ふらのまちづくり株式会社 代表取締役社長 西本 伸顕 氏

15:00-16:00

パネルディスカッション登壇者によるショートプレゼン（12分✕5名）
経済産業大臣 政務官 井原 巧 氏
札幌大通まちづくり株式会社 取締役統括部長 服部 彰治 氏
株式会社金沢商業活性化センター ゼネラルマネージャー 髙本 泰輔 氏
株式会社まちづくり松山 代表取締役社長 加戸 慎太郎 氏
日南市油津商店街 テナントミックスサポートマネージャー 木藤 亮太 氏

16:10-17:40
パネルディスカッション
－これからのまちづくりを牽引する人材とは－

17:45-17:50 街元気事務局からのお知らせ

18:00-19:30 交流会

座学研修
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座学研修参加者属性分析

（東京）参加者属性（N=187）
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（大阪）参加者属性（N=81）
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座学研修
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アンケート結果：研修の満足度（5段階評価、平均スコア）

両会場とも平均満足度は「4.4」であった。

• 事業・組織・人材についてポイントがよく分かりました。テーマも良
かった。

• それぞれの熱意を言動の端々から伺えた。この熱量を自身の仕事
に活かしたい。

• 地域ごとの課題を理解して、良さを生かす手法検討が大事だなあと
改めて感じました。

(大阪)パネルディスカッションに対する感想

（感想）
• 実体験を生で聞く機会、その方々と出会える機会があり、良かった。
• まちづくりのリーダーがいる地域、外から呼んだ地域、全くいない地
域、人材の有無で成果の出ている地域、そうでない地域が明確に
なってきていることを再確認。

• リアルなお話を聞けるのは、非常に刺激になります。実際に取り組
んでいる方の説明は説得力がありました。やはり行動することでネッ
トワークが広がり、さらに行動する、好循環かなと感じました。

• 自分のまちに全てあてはまるわけではないが、そのプロセスをしっか
り理解し、活用したり、今後もお話をさせてもらいたいと思った。

（意見）
• 各取組の検証の講座が欲しい。
• 小規模都市の事業展開例も知りたい。
• 失敗事例から学ぶ講義があると、より参考になるかなと感じた。
• まちづくり会社を立ち上げて、軌道にのせるまで。
• 再開発、リノベーションによる整備事業について詳しく知りたかった。
• 医療、福祉などもっと生活に密着したまちづくりの話が聞きたいです。

• ライトニングトークが面白く役に立った。
• 交流会で多くの方々と関われたので、大変有意義でした。
• ディスカッション等をまぜてもらえると参加者と支流も深まり、待ちの
姿勢にならないと思う。

• 10分削って、質問タイムを作ってほしかった。
• ネットワーキングやワークショップの比率を増やしてみては？
• 若手限定で少人数のゼミ形式があればより良いと思う。
• 初任者研修など対象者を絞った研修を開催していただきたい。
• このような研修を東京だけでなく、地方でも開催して欲しい。

座学研修に対する感想・意見

座学研修
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アンケート結果：研修期間・講義時間について（東京）

座学研修

86.1% 13.0% 0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研修期間について

１． 期間的にちょうどいい ２． もっと内容を削り、短期間を望む

３． もっと内容を充実し、長期間を望む

78.1%

1.8%

20.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

講義時間について

１． ちょうどいい ２． 短い ３． 長い
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アンケート結果：研修期間・講義時間について（大阪）

座学研修

89.7% 5.1% 5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

研修期間について

１． 期間的にちょうどいい ２． もっと内容を削り、短期間を望む

３． もっと内容を充実し、長期間を望む

93.5%
0.0%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

講義時間について

１． ちょうどいい ２． 短い ３． 長い
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アンケート結果：受講者情報（東京）

座学研修

9.6% 9.6% 31.6%

0.0% 3.5%

45.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所属

１．まちづくり会社 ２．商工会・商工会議所

３．自治体 ４．中心市街地活性化協議会

５．商店街または商店主 ６．その他

9.6% 24.6% 34.2% 17.5% 14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年齢

１．20歳代 ２．30歳代 ３．40歳代 ４．50歳代 ５．60歳代以上

26.1%

2.6%

21.7%

4.3%

7.8% 24.3% 13.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修を知ったきっかけ

１．街元気のメルマガ ２．街元気以外のメルマガ

３．街元気からの郵送による案内 ４．SNSからの告知

５．知人からの紹介 ６．経済産業省からのプレスリリース

７．その他
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アンケート結果：受講者情報（大阪）

座学研修

18.4% 4.1% 20.4% 6.1%4.1% 46.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所属

１．まちづくり会社 ２．商工会・商工会議所

３．自治体 ４．中心市街地活性化協議会

５．商店街または商店主 ６．その他

6.8% 36.4% 31.8% 15.9% 9.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年齢

１．20歳代 ２．30歳代 ３．40歳代 ４．50歳代 ５．60歳代以上

45.7%
2.2%

2.2%
6.5% 19.6% 6.5% 17.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修を知ったきっかけ

１．街元気のメルマガ ２．街元気以外のメルマガ

３．街元気からの郵送による案内 ４．SNSからの告知

５．知人からの紹介 ６．経済産業省からのプレスリリース

７．その他
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研修事業（実地研修）
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 実地研修は、まちづくりの中核人材の育成や、まちづくりにかかる特定分野の専門知識の深化をねらいとして、
全国各地の先進的なまちづくり会社等における実務体験の機会を提供する研修である。

 実地研修の受講生は、「タウンマネージャーとしての総合的なノウハウを学びたい受講生」と「特定テーマの課題に関心が
ある受講生」に二分される。

 今年度の実地研修は、前者に対応する「インターンシップ型実地研修」と、後者に対応する「特定テーマ型実地研修」を実施
した。

実地研修

実地研修のねらい

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

タウンマネージャーとしての
総合的なノウハウを学びたい受講生

まちづくり会社の職員等を中心に、
自らキャリアアップのために受講
する場合が多い。

特定テーマの課題に
関心がある受講生

自治体職員、商工会議所職員、民
間会社職員などを中心に、業務上
の課題の解決に向けて受講する
場合が多い。

想定する
受講対象者

実地研修の
枠組み
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インターンシップ型実地研修の特徴

 まちづくりの先進地域において、経験豊富なタウンプロデューサーの指導のもと、
現場の実務を通して実践的なまちづくりの考え方や手法を身につけることができる。

 まちづくりを先導してきたタウンプロデューサー等の直接指導のもと、
現場の体験を通じ、まちづくり先進地域の取組を少人数でじっくり学ぶことができる。

インターンシップ型実地研修の実施概要

実地研修

インターンシップ型実地研修の実施

日程 受入地域 受入機関及び研修講師 参加人数

10月27日（木）－
10月29日（土）

2泊
3日

滋賀県
長浜市

変化を先取りするまちづくり
長浜まちづくり株式会社 コーディネーター 吉井 茂人氏

１名

11月1日（火）－
11月4日（金）

3泊
4日

長野県
飯田市

“身の丈再開発”と“利用と所有の分離”
株式会社飯田まちづくりカンパニー 取締役事業部長 三石 秀樹氏

２名

11月5日（土）－
11月7日（月）

2泊
3日

愛知県
岡崎市

まちの賑わいを実現する『まちゼミ』～三方よしの『まちゼミ』から広がる、商店主たちの取り組み～
株式会社まちづくり岡崎 代表取締役 松井 洋一郎氏

５名

11月10日（木）－
11月12日（土）

2泊
3日

鳥取県
米子市

小規模連鎖型のまちづくり
オフィス・コモンズ 代表 杉谷 第士郎氏

１名

11月15日（火）－
11月17日（木）

2泊
3日

石川県
金沢市

自立経営・自主事業によるまちづくり
株式会社金沢商業活性化センター ゼネラルマネージャー 髙本 泰輔氏

２名

11月24日（木）－
11月26日（土）

2泊
3日

宮崎県
延岡市

小規模都市におけるエリアマネジメントと都市経営
株式会社まちづくり延岡 専務取締役 牧 昭市氏

３名

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

インターンシップ型実地研修の実施

派遣元機関

経済産業省

研修受講者
受入機関
研修講師

街元気事務局

研修指導

調整
雇用契約
労災・労務管理

研修受講者派遣
守秘義務
損害補償

研修応募

参加者選定

委託契約

実地研修事業の実施体制

インターンシップ型実地研修の受講者の選定

 街元気サイトでの告知の他、Twitterでのツイート等を通じて広く受講生を募集した。

 参加希望者は、研修地域別の専用応募用紙に、①現在の組織における役割（最近の取組業務）、②PRしたい実績、
③今回の研修で学びたいこと・身につけたいスキルを記入の上、事務局に提出して頂いた。

 応募用紙受領後、経済産業省並びに事務局で内容を確認し、受講生を選定した。

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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インターンシップ型実地研修の受講者の特徴

 参加者は14名。

 所属は、役所、まちづくり会社、中心市街地活性化協議会、商工会議所、商店街等であった。

インターンシップ型実地研修の受講者の一覧

実地研修

インターンシップ型実地研修の実施

受入地域 氏名・参加者所属組織

滋賀県長浜市 上田耕太郎様（株式会社グランドデザイン・アドバイザーズ）

長野県飯田市
千島孝弘様（伊勢市中心市街地活性化協議会）

藤井俊之様（大分市府内五番街商店街振興組合）

愛知県岡崎市

谷中邦彦様（調布市上布田商栄会）

松井侑樹様（多治見まちづくり株式会社）

松野良明様（ハッピーバーバーマツノ）

小原宣義様（板橋区ハッピーロード大山商店街）

矢部久智様（岡山市表町商店街連盟）

鳥取県米子市 堀江雄二様（安来市役所政策推進部定住企画課）

石川県金沢市
田代克平様（港都つるが株式会社）

森川幸治様（株式会社まちづくり伊賀上野）

宮崎県延岡市

川中正人様（鹿児島県出水市産業振興部シティセールス課）

宗像完治様（鹿児島県出水市産業振興部シティセールス課）

村上昌弘様（都城商工会議所）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

インターンシップ型実地研修 実施結果（長浜）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

日程 時間 内容 担当者

1日目
10/27

（木）

13:00-15:00
イントロダクション
～参加者の問題意識等～

長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

15:00-16:15 【現地視察】「中活事業の取り組み」
長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

16:15-17:00
「長浜まちづくり株式会社」の事業内容
（基礎的データの必要性）

長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

2日目
10/28

（金）

9:00-11:00
長浜のまちづくり 時は絶えず変化をもたらす⇒変
化の対応×持続性⇒未来は人がつくる

長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

11:00-12:00 第２期中心市街地活性化基本計画
長浜市 長浜駅周辺まちなか活性化室 小谷
氏

13:00-13:45 長浜駅前再開発と「えきまち長浜株式会社」 えきまち長浜株式会社 町井氏・野澤氏

13:50-14:35
シェアハウス事業（まちなか居住）と、
地域コンテンツ創造拠点整備事業

長浜まちづくり株式会社 プランナー 竹村氏

14:45-15:30
民間事業者の事業（テナントミックスと元浜町１３番
街区再開発計画）・まちをデザインする

株式会社新長浜計画 社長 伊藤氏

15:35-16:20 黒壁の取組 株式会社黒壁 伊吹氏・粟谷氏

16:25-17:10
ゆう壱番街商店街（振）ウラクロマルシェの取り組
み

商店街理事長 高木氏

18:30- 交流会 -

3日目
10/29

（土）

9:00-11:00 ディスカッション ～まちづくりの取組～
長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

11:00-12:00 全体Q&A
長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

13:00-14:30 【現地視察】「日本の祭りinながはま2016」
長浜まちづくり株式会社 コーディネーター
吉井氏

プログラム 参加者コメント

受入先コメント

事務局コメント

 理念の共通化から、きっかけとなる拠点から始まる「点」の整備、周辺商店
街への波及という「線」、商店街を結んで中心市街地活性化基本計画に基
づく「面」への展開に変えていく過程を確認できた。

 まちづくり会社として、収益事業（駐車場管理・サブリース）、委託事業（企
画・コンサルティング）の考え方を学んた。

 湖北の暮らし案内所である「どんどん」にて、新しく「まちなか」へ居住した
い人、このまちでビジネスを始めたい人が、仲間と集まれる場づくりの大切
さを学んだ。このようなシェアスペースが新しいまちづくりの原動力となる
きっかけがたくさん生まれる場となる可能性を感じた。

 受講生が不動産業界に詳しく、また実際に事業として実施しているというこ
ともあり、細かい点まで踏み込んで議論することができた。

 研修受講生が事業推進での悩みを挙げ、それに対して長浜での取組も踏
まえながら、議論することは有効であった。
（複数の講師による意見交換の実施も有効であった）

 受講生の問題意識が明確であり、事業の細部や今後の事業方針まで議
論できたことは極めて有効であったと考えられる。

 タウンプロデューサーである吉井氏との議論は当然ながら、長浜で活動す
る事業者や行政関係者など、多様な主体との面談は、研修受講生が今後
地域で活動する上でのヒントになったといえる。

 また、後述するまちげんきフェスに参加し、その時のきっかけを通じ、イン
ターンシップ型研修に参加するという流れと有効性が確認できたことは、
本事業にとって大きな示唆であった。
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実地研修

インターンシップ型実地研修 実施結果（飯田）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

日程 時間 内容 担当者

1日目
11/1（火）

11:30-13:00 集合、昼食、自己紹介
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

13:00-16:30

関係者紹介
当社の活動内容レクチャー
りんご並木エコハウス視察
街中視察

株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

16:30-17:15 おひさま進歩エネルギーの取組について おひさま進歩エネルギー 社長 原氏

17:15-18:00 建物管理業務の説明
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 北澤氏

18:00- 交流会

2日目
11/2（水）

9:30-10:15 中活計画及び官民協働について 飯田市 商業・市街地活性課 松江氏

10:15-12:00 川本人形美術館見学
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

13:00-16:20

りんご並木まちづくりネットワークの活動について
いいだウェーブの活動について
いいだウェーブの活動支援について
まいかみの活動について
区分所有管理組合の業務について

りんご並木まちづくりネットワーク
コーディネーター 桑原氏
IIDA WAVE 総合プロデューサー 桑原氏
株式会社飯田まちづくりカンパニー 井口氏
株式会社飯田まちづくりカンパニー 藤田氏
株式会社飯田まちづくりカンパニー 井口氏

16:30-17:15 並木横丁いこいこ事業スキームの説明
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

17:15-18:00 飯田市の公民館活動について 飯田市公民館 副館長 木下氏

3日目
11/3（祝）

11:00-16:00 第10回「丘のまちフェスティバル」
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

18:00- （自由参加） 交流会

4日目
11/4（金）

9:30-10:15 飯田商工会議所の取組 飯田商工会議所 ご担当者

10:15-11:00 NPOイデア、五平もち楽会の活動について NPOイデア 理事長 伊藤昇氏

11:00-12:00 最終レクチャー
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

13:00-15:00 とりまとめのディスカッション
株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石氏

プログラム 参加者コメント

受入先コメント

事務局コメント

 これほどまでに再開発事業を成功させているか、スムーズに事業を進め
て、運営管理まで行えているのか疑問であったが、まちづくり会社設立初
期の時点で再開発事業に詳しいスタッフがいたということを知って納得が
いった。

 飯田市は市職員とまちづくり会社がしっかり街のことを考えて行動しており、
市民も共同している。これが結果として表れている。

 りんご並木ネットワークの存在にはとても感銘を受けた。円滑な連携として
面白い部分は、自分たちの団体で不足している部分を、他の団体がサ
ポートして、そのイベントを実行してしまうところだ。

 “とにかく楽しむ”“やりたい仲間を増やす”ことが重要だと感じた。

 歩行者天国も含めた公共空間の利用法について、この団体の事例は大
変参考になった。

 せっかく来ていただけるということで、4日間の中に相当のプログラムを盛
り込んだ。飯田は色んな取組が進められているため、じっくりと学んでほし
い。

 参加者は大変熱心であった。要望を受けてフォローアップを行いたい。

 公民館活動にみられるように、官民協働の気質が醸成される風土が根底
にあることが、飯田市のまちづくりのあり方に通じている。

 再開発というハードの手法に、創業支援等のソフトの取組を絡ませること
で、その実効性を高めている。

 緩やかな人的ネットワークを育みながら、その中で皆が自主性を持って飯
田を盛り上げようとする動きは、他地域にとっても大いに参考になるだろう。
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実地研修

インターンシップ型実地研修 実施結果（岡崎）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

日程 時間 内容 担当者

1日目
11/5

（土）

13:00-

13:30
■集合・自己紹介・ガイダンス

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

13:30-

15:00

■講義
まちゼミ『入門編』、意見交換

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

15:00-

17:30

■現地視察～中心市街地（康生地区）～
まちゼミ＆店舗 見学
3～4店舗への現場見学

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏
岡崎まちゼミの会 杉浦氏
おかざき商人塾の会 会長 天野氏
おかざきバル実行委員会 委員長 堺
氏

18:00-
■交流会
講師、受講生の意見・情報交換

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

2日目
11/6

（日）

9:00-

11:00

■講義
まちゼミ『実践編』、意見交換

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏
おかざきバル実行委員会 委員長 堺
氏

11:00-

15:00

■現地視察＆まちづくり現場研修
2016岡崎城下家康公秋まつり

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

15:00-

16:00

■講義・ディスカッション
地域に必要とされるまちづくり会社とは
～まちづくり会社としての事業と収益体制
～

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

16:00-

18:00

■講義・ディスカッション
民間100％出資まちづくり会社とその実績
～年間１５店以上の新規出店の秘密～

まちこん実行委員会 委員長 長谷川
氏

3日目
11/7

（月）

9:00-

10:00

■ディスカッション
受講生の地域が抱える課題への対応策

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

10:00-

12:00

■研修のふりかえり
※講師を交えて意見交換

株式会社まちづくり岡崎代表取締役
松井氏

プログラム 参加者コメント

受入先コメント

事務局コメント

 まちゼミや各種イベントなどで得られた店主同士のコミュニケーションがう
まく纏まっていると感じました。

 地域の仲間になってもらう、そして受け入れてもらうべくサポートをしていく
ことが大切と感じた。

 途中で見た「ここやる」これにはビックリした！！ここまで空き店舗対策をし
てくれている市役所職員さんがいるとは思わなかった。

 こんなに為になった勉強は生まれて初めてなんじゃないかと思うくらい、毎
日脳に刺激がありました。

 起業家精神は商人だけにとどまらず、地方自治体の若者にも波及してい
るところがとても驚きました。

 「商業者目線でのまちづくり会社である」とはっきり打ち出したことが重要
だったと良く理解できた。

 現在まちゼミを実施している人、これから1回目を実施する人、今後まちゼ
ミの検討を始めたい人など、様々な立場の人が集まり、多様性のある研修
となった。

 まちゼミについては、初歩的な手法・考え方だけでなく、どのように個店を
巻き込むかなどの運営面でのアドバイスを含めた講習となった。

 まちゼミだけでなく、まちゼミを発端とした商店街での取組（創業支援、地
域におけるイベント等）を包括的に学んだ。

 まちゼミにより生じた商店街や店主の変化を、参加者が体感できる研修で
あり、モチベーションにつながったと想定される。
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実地研修

インターンシップ型実地研修 実施結果（米子）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

日程 時間 内容 担当者

1日目
11/10

（木）

13:00- ■集合・自己紹介・ガイダンス オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

13:30-

15:30

■講義・ディスカッション
「米子方式のまちづくり－シャッター街におけ
る事業起こし－」
「“賑わいトライアングル”における点～線～
面展開を目指した事業起こしの取組につい
て」

オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

15:45-

17:30
■現地視察 オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

18:30-
■交流会①（自由参加）
※講師、受講生の意見・情報交換

2日目
11/11

（金）

9:30－
10:00

■昨日の研修についての質問など オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

10:00－
12:00

■講義・ディスカション
「商都米子再興戦略について～郊外大型
SCと対抗しうる中心市街地ならでは賑わい
づくりに向けた取組～」

オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

12:00－
13:00

■昼食休憩・ディスカッション
会場：元町交流センター 「いの吉」

13:00－
15:00

■講義・ディスカッション
「ソフトデベロッパー機能の構築について～
空き店舗・空き家の多様な活用をコーディ
ネートする仕組みづくり～」

オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏
NPO法人まちなかこもんずご担当者

15:15－
17:30

■ディスカッション
「受講生の地域が抱える課題への対応策に
ついて」

オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

18:30－
■交流会②（自由参加）
※講師、受講生の意見・情報交換

3日目
11/12

（土）

9:30－
12:00

■研修のふりかえり
※講師を交えて意見交換

オフィス・コモンズ 代表 杉谷氏

プログラム 参加者コメント

受入先コメント

事務局コメント

 講師と親しく話をすることができた。

 方向性及び地域経営についての考え方が整理されている。方向性として
は「まち」の顔という視点から生活の豊かさを定義されている。地域経営と
しては固定資産税及び法人事業税の確保と拡充に重点が置かれている。
一見単純なのだが、これを方針として決定するのは想像以上に困難だっ
ただろうと考える。

 アーケード商店街のそのものではなく、あくまで個々の事業者（プレイ
ヤー）をどのように引き込むのかを重視している。

 前回同様の2泊3日パターンでしたが無理のないプログラムだと思う。

 研修参加にあたっての課題、問題点が事前に確認できていればと思う。

 空き家活用主体と整備事業者、活用可能な補助金導入主体などを連動さ
せながら活用につなげてゆく仕組みづくりが重要。

 既存の商店街という枠組みにとらわれず、中心市街地の一等地としてある
べき機能構成を考え、いかにして実現するかをまちを経営するという視点
で検討・実践している点は、他地域にとっても参考になる。

 杉谷氏の過去来の人的ネットワークやマーケティング業務の経験が、テナ
ント・プレヤーの呼び込みに大いに活かされている。
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実地研修

インターンシップ型実地研修 実施結果（金沢）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

日程 時間 内容 担当者

1日目
11/15

（火）

13:00－ ■集合・自己紹介・ガイダンス
金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

13:15－
15:30

■講義「金沢商業活性化センターの取
組について」

金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

15:30－
17:30

■中心市街地フィールドワーク
金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

18:30－
■交流会①（自由参加）
※講師、受講生の意見・情報交換

2日目
11/16

（水）

9:00－
9:30

■昨日の研修についての質問など
金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

9:30－
12:00

■講義「具体的な業務内容①」
・事業計画・事業スキームの立案、事業
運営のポイントとリスクマネジメント、関
係主体との連携

金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

13:00－
15:00

■講義「具体的な業務内容②」
・中堅社員の役割、後継人材の育成
等

金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

15:15－
17:30

■中心市街地フィールドワーク
金沢商業活性化センター 髙本氏
ほか

18:30－
■交流会②（自由参加）
※講師、受講生の意見・情報交換

3日目
11/17

（木）

9:30－
12:00

■研修のふりかえり
・質問、講師を交えての意見交換
（受講生の地域における課題等につい
ての相談等）

金沢商業活性化センター 篠田氏、
髙本氏

プログラム 参加者コメント

受入先コメント

事務局コメント

 聞いたことをそのまま伝えては、うまくいくこともうまくいかない。逆にうまく
いかない事の間に入り人と人を調整し、まとまらなかった地域や人をまと
め、事業として行い収益を上げていくコミュニケーションのスキルが高い人、
ビジネスセンスがある人がまちづくりには必要だと感じた。

 企業広告など、事業に必要な予算は、市等の補助金だけでなく、民間の企
業との連携が必要で、企業にもメリットを見出だせる事業を組み立てない
といけない。

 今回の研修生が所属しているまちづくり会社は、収益事業をもっておらず、
指定管理業務のみでやりくりしている状況であり、このままでは自立性を
発揮するのは難しい。

 同居しているビルの中に、商工会議所、市の他の第3セクターが入居して
おり、管理者が兼務しているなど混乱している。組織的な改革が必要であ
る。

 自分の職場を守るためにも、他都市の事例も整理して、改革案をきちんと
提案してほしい。

 今回の研修では、マネジメントを行う以前の問題がクローズアップされた。

 補助金の受け皿のために設立され、その後は指定管理業務のみを受注し、
最低限の人員で運営しているまちづくり会社の職員は今回の研修生のよ
うな悩みを抱えている可能性が高い。

 研修に参加して問題の所在がわかったとのこと。本来のマネジメント研修
の趣旨とは異なるが、こうした学びのヒントを提供する場としても研修の場
が役立つことがわかった。
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実地研修

インターンシップ型実地研修 実施結果（延岡）

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

プログラム 参加者コメント

日程 時間 内容 担当者

1日目
11/24

（木）

13:00－
13:10

■集合・自己紹介等

13:10－
13:20

■株式会社まちづくり延岡 社長挨拶
株式会社まちづくり延岡
代表取締役社長 黒木氏

13:20－
14:30

■延岡市のまちづくり全般について
延岡市役所 商業・駅ま
ち振興課 担当者

14:30－
17:00

■小規模都市におけるエリアマネジメントと都市
経営
・都市を経営しなければならない理由
・中心市街地の活性化が成功しない理由
・エリアマネジメントによる土地価格の変化
・駅まちエリアにおけるエリアマネジメント展開
イオングループとの連携策

株式会社まちづくり延岡
専務取締役 牧氏

18:00－ 食事会（自由参加）

2日目
11/25

（金）

9:30－
12:00

■延岡市におけるグランドデザイン策定
・グランドデザイン策定の意味
・駅まちエリアのゾーニング計画
・ゾーニングによる来街者動線
■まちづくり会社の理想的な株主と体制
・地域の実情に即した会社のあり方
■まちづくり会社が取り組む事業（平成28年度）
・具体的に取り組む事業の概要

株式会社まちづくり延岡
専務取締役 牧氏

12:00－ ■移動（鮎やな場へ）

12:30－
14:30

■延岡の観光資源である鮎やな視察と食事
延岡市観光協会 次長
岩本氏

15:00－
17:30

■日南市におけるまちづくり事業の取り組み報告
スペシャルゲスト 日南市
サポートマネージャー 木
藤氏

18:00－ ■懇親会

3日目
11/26

（土）

9:30－
12:00

■他都市におけるまちづくり事業の状況報告
・岩国市におけるグランドデザイン策定と
再開発事業
・宇部市における街の再生計画
・山形市におけるまちづくり会社の強化策 等
■総括（フリートーキング）

株式会社まちづくり延岡
専務取締役 牧氏ほか

受入先コメント

事務局コメント

 都市が抱える経営課題に紐づくまちづくりが何よりも重要であることが理
解できた。

 現在取り組むリノベーションまちづくりは、戦略なき戦術であった。

 「消費は都市間で移動を繰り返している」→隣接する都市の産業や人口動
態を分析する視点に気付けた。

 「適正な商業床の把握が必要」→商店街という団体支援がメインであった
が、本来の個社支援を強化していく。

 これからは足でかせぐことが重要である。

 今回の研修受講生は、行政および商工会議所であったが、各地の問題も
十分理解でき、具体的な解決方針についても議論することができた。

 同じく宮崎県の日南市でまちづくりに携わる木藤氏にプレゼンしてもらう、
観光コンテンツの磨き方を現地で体験するなど、これまでとはまた異なる
カリキュラムを準備した。

 今後、フォローアップ研修の依頼があれば前向きに対応したい。

 これまで大分市においてインターンシップ型研修を担当頂いたが、現在サ
ポートされている宮崎県延岡市での研修を実施することとなった。

 これまでにない、新たな事業主体との連携やゾーニングの考え方について
は、他地域でも大いに参考になると考えられる。

 また、近隣の地域で活躍するまちづくり関係者を招聘した講義も、これまで
にはない新しい取組であり、研修受講生の視野を広げる意味でも有意義
であったと考えている。



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 27

実地研修

インターンシップ型実地研修の様子

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

長浜 飯田 岡崎

米子 金沢 延岡
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事後集合研修のねらい

 受講者が実地研修のことを振り返ることで、その成果を着実に身に付けていただくことをねらいとして、受講者と各地域
の講師が一同に介して成果発表と講評を行う研修である。

 受講者同士、あるいは受講者と講師間の人的ネットワークを強固にすることもねらいとしている。

実施概要

 平成29年2月18日（土）10:30～14:30

 場所 ：TKPガーデンシティ大阪梅田カンファレンスルーム10B

 参加者：受講生、インターンシップ型実地研修受入先講師、経済産業省等

研修プログラム

実地研修

インターンシップ型実地研修 事後集合研修の実施

時間 内容

10:30-10:35 挨拶、イントロダクション

10:35-13:10

受講生報告、質疑等

 報告（7分/人）：
• 受講者が、研修の成果や今後の目標等を報告する。

 質疑・コメント等（8分/人）
• 講師や有識者等が、受講者に適切な助言、指導を実施。
• 受講生の今後の取組方針を明確にする。

13:10-14:30 全体講評、修了証授与、記念写真撮影

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

インターンシップ型実地研修を受けての変化（抜粋）

項目 研修参加前 研修参加後 地域

目標

設定

行政が掲げるまちづくりの政策に合わせた活動を実施
抽象的な目標設定ではなく、具体的成果として数字にこだわり、活動の証拠となる裏付を明示

する
長浜

中心市街地活性化基本計画策定時には、すでに中心市街地内の

エリアごとにテーマが設定されており、これを推進するにはどのよ

うなことが考えられるかを検討する。

地域の歴史、文脈、地域資源や、市民性を調査し、すでに設定されている基本計画の地域テー

マを踏まえ、エリアビジョンを検討し、エリアの目標を設定、更新していくことを検討する。
飯田

まちづ

くり会

社の

役割

まちづくり会社には所属しているもののほとんど自分の意見を述べ

ていかなかった（何をどうしていいのかがさっぱりわからなかった）

幾つかの事例を聞き体験する事により自分達の街でも出来る事例がありましたので実施して、

未来像が浮かんできましたので皆さんに伝えていきたいと思うようになりました。
岡崎

まちづくり会社の存在意義と運営方法への疑問。 まちづくり会社の必要性と運営に関するノウハウのとりまとめ。 岡崎

・まちづくり を既存の商店街組織もある中で会社として実行するの

はなぜ？・どの様に収益を上げ、運営しているの？

と言った素朴な疑問からのスタート

既存の商店街組織では、様々な考え方がある中で進めなくてはならず、変化を嫌う傾向もある

中、時間ばかりかかる。時間がかかっても進められれば良いが、反対され頓挫することもあるし、

任期のある役員の間だけの参画では当事者意識も低くなるため事業としては進められない。

NPO法人では「まちの活性化」⇒商業者の為の活動が理解されにくい。

岡崎

委託事業ありきで考え、独自事業からの収益をどのように捻出して

いけばいいかは分からなかった。

企業広告など、事業に必要な予算は、市等の補助金だけでなく、民間の企業との連携が必要で、

企業にもメリットを見出だせる事業を組み立てないといけない。
金沢

官民

協働

地域活性化のために地域住民や商店主に協力してもらう（まちづく

り会社が主体的に活動）

対話を通じて正しく理解してもらい、商店主・商店街が主体的に活動を進めていく（やりたい人が

主体的に活動して、まちづくり会社がサポート）
長浜

特定のスキルを持った人をまちづくりに巻き込む 情報を持っている人、やる気がある人をつないで、変わり者や目立たない者も巻き込む 長浜

（行政とのかかわり方）補助金申請等で関わりがある。 （行政とのかかわり方）より関係性を築いて共にまちづくりができる環境をつくる。 飯田

（りんご並木ネットワーク）インターンに参加するまでは内容につい

ては知らず。

（りんご並木ネットワーク）伊勢市山田のまちに対して、ネットワークを構築し、円滑な連携ができ

るように検討する
飯田

（住民自治）意識なし。
（住民自治）飯田市のような公民館はないが、個人レベルで“住民自治”を意識してまちづくりに

関わっていきたい。
飯田

こちらの要望を通していくために、どのようにしていけばいいのかを

考えていた。

関係者の方とWin-Winの関係を保つことで、敵をつくらない、お互いにメリットが関係になるには

どのようにしたらいいのかを考える。
金沢

事業を先に考え、後から協力者が現れていくとの考えがあった。
まずは、地域住民に顔と名前を覚えていただき、まちのお手伝いとして役に立つ、そうすること

でお互いが協力し合った中で事業がうまく進んでいく。
金沢

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

インターンシップ型実地研修を受けての変化（抜粋）

項目 研修参加前 研修参加後 地域

商店
街の
活性
化

商店街の潤いが大事という、商店側からしか見ていない一方的な

考え方。

商店と人々が積極的にコミュニケーションを取ることで、人間本来の幸せ、生活のちょっとしたこ

とへの幸せを感じ、人間的に幸せになれる場所、それこそが商店街なのではないかという考え

方に変化した。

岡崎

まちゼミの進化形態の模索。 まちゼミが商店街活性化へのすべての入り口たり得るとの確信。 岡崎

面倒な事は他人に（お手伝いをお願いしている診断士）に押し付け

ている傾向が多々あった。

自分から積極的に動き協力してくれる仲間を探し、自分達のコミュニティの方たちと一緒に行動、

考えを一緒にしていきたいと思いました。
岡崎

自発的に今後声が上がってこないのであればまちゼミの企画をや

るべきではないと考えていた。

事務局主体ではいけないが、店舗及び商店街全体に対してやる気を起こさせることが事務局の

役割の一つであると感じた。
岡崎

事務局としてまちゼミ事業を進めてきたが、店主の視点にたってい

ない部分があった。

店主にとってまちゼミに参加することでどのような利点があるかを話しあっていくことが大切であ

ると感じた。
岡崎

運営母体が取り仕切って行うもの。
運営の仕事をうまく振り分けて、一人一人の負担を少なくしていく。三方よしの基本に沿って、誰

かが無理をしすぎると続かない。そうやってみんなでまちゼミを盛り上げていきたいと思った。
岡崎

空き

店舗

対策

新規出店の店があればなるべく利用し少しでも貢献できればという

思いのみであった。

新規出店者が街に溶け込み一員として滞りなく継続できるよう周りにも働きかけるとともに、自

分自身が中心市街地の空き店舗状況を把握する必要があると感じた。
岡崎

問題であることは明らかであり、取り組まなければならないこともわ

かっているが、自らの仕事と、日々の商店街活動もある中、どこか

ら手を付けてよいのか迷ってばかりで時間だけが空しく過ぎていく

と言った感じであった。

問題を単純細分化し、個別ケースに合わせた対応をしていくこと、スモールステップの繰り返しし

かなく、それが一番近道であり、結果ともに“まち”を作る仲間づくりにもつながり、街の魅力向上

に寄与することだと理解できた。

岡崎

再開

発

飯田まちづくりカンパニーの、再開発事業やデベロッパー事業のノ

ウハウ、その学習方法を学び、伊勢まちづくり会社への活用を行

い、現在進めている再開発事業の業務に活かしていく。

飯田まちづくりカンパニーは設立当初から専門家がおり、実行するノウハウがあった。三石氏よ

り、飯田まちづくりカンパニーは例外であり、再開発事業やデベロッパー事業を実行するには、

専門家とタッグを組むことをアドバイスされた。今後、現在一緒に事業を進めている専門家と相

談しながら、検討していく。

飯田

創業
支援

創業者支援は何をすればいいか五里霧中でした。 創業者支援へのソフト的な取り組みの必要性が分かった。 岡崎

UIターン者の受け入れ体制（特に仕事）について、起業・創業の場

合、関係団体（地元商工会議所や地元金融機関）へ繋げる。

UIターン者の受け入れ体制（特に仕事）について、起業・創業への支援について下地づくりを検

討する。
米子

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

インターンシップ型実地研修 事後集合研修の様子

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

インターンシップ型実地研修 事後集合研修 受講者資料例

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

1

１．研修受講にあたっての問題意識

まちなかの空き店舗解消に向けて、俯瞰的視点を学ぶ

研修に応募した背景

・商議所の商店街支援の限界と新たなまちなか活性化ビジョンの必要性

ご自身の活動地域において対応すべき課題

・空き店舗解消に向け、チャレンジしやすい環境をいかに生み出すか

課題に対応するために、研修を通して身に付けるべきスキル・ノウハウ

・まちに対するマインド

・エリアマネジメントの手法

・エリアマーケティング

・テナントリーシング

2

２．研修内容と研修の成果

小規模都市におけるエリアマネジメントと都市経営

＜気付き＞

１．都市が抱える経営課題に紐づくまちづく
りが何よりも重要であることが理解できた

２．現在取り組むリノベーションまちづくりは、
戦略なき戦術であった

３．「消費は都市間で移動を繰り返している」
→隣接する都市の産業や人口動態を分析
する視点に気付けた

４．「適正な商業床の把握が必要」
→商店街という団体支援がメインであった
が、本来の個社支援を強化していく

５．投薬治療（イベント）は当面やめる

↓↓↓

これからは足でかせぐ！！

主な研修内容 主な研修成果

座学研修
＜1日目＞
・「延岡市のまちづくり」

・「小規模都市におけるエリアマネジメントと
都市経営」

＜2日目＞

・「小規模都市におけるエリアマネジメントと
都市経営」

3

３．具体的な研修内容

小規模都市におけるエリアマネジメントと都市経営

エリア価値の向上

エリアマネジメントの最初は組織マネジメント 延岡市・駅まちエリアにおけるまちづくり課題の抽出

全国の自治体で民生費が年約
1%強増加しており、45%を超

えると財政破綻の危険性が増
大するという。本市だと10年後
がピンチ？

税収を増やすしかない！公共
インフラの維持が困難になるな
か、エリア価値の向上＝税収
の向上（民間取引を上げる）を
図る必要がある。

適正な商業床面積の把握

街の消費規模に見合った商業床（店舗数）に修正（中心商業地での
年間小売販売総額・商業床面積・居住人口・就業人口・商業構成等
を調査）し、街で養える店舗数を把握する。

手法としては、商店の現状と理想の月商を100件サンプリングし、年

間の㎡あたりの年間売上と商業統計を比較する。オーバーストア状
態であれば、その差異から適正な床面積を算出することができる。

そのうえで、理想的な商業床面積に対し、新陳代謝率を上げるため
のテナントミックス事業を展開する。商業活用が難しいエリアは、住
居や就業床へとコンバートすることにより、街の形勢安定化を図る。

1. 街の未来が創造できるグランドデザインが存在しない

2. 街の形成悪化状況が著しく、中心部で開業しようと思えない

3. 男臭い街で、女性の存在感が希薄である

4. 街の方向性を協議する組織の高齢化と参画女性率の低水準

5. 商店街がどのような方向性を検討しているのかが不透明

4

４．研修成果を踏まえた今後の活動の方針

「まちなか出店窓口」（H31.春）設置に向けた調査事業を実施

1. 行政のゾーニング計画（H29.3発表）や民間、商議所（TM事業）とのベクトル合わせ

・重点エリアの地歴を活かしたビジョンの再確認と組織体制の検討（～H29.9）

2. １に基づき、TM退任の3年以後を見据えた窓口設置に向けて、以下を実施

・物件情報の整理及び不動産オーナーのネットワーク強化（TM保有の情報を吸収）（随時）

・適正な商業床の検証（現テナントの経営情報ヒアリング、サンプル数100）（H29.4～H30.3)

3. 不動産の硬直化を防ぐため、事業承継を推進

・従来の信頼関係をベースに承継導入部分のポジションを固め、地銀・士業等と連携（随時）

研修成果 ご自分の地域での活動方針

具体的な活動内容

・不動産関連情報の集約
・適正な商業床面積の調査
・事業承継

・エリアビジョンの策定と共有
・定量的アプローチの重要性
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 フォローアップ研修のねらい

 受講者による地域の取組の具体化をねらいとして、研修受講生の地域に講師が訪問し、
課題解決を図りつつ、当該地域に関わる人材の育成を図る伴走型の研修である。

 受講生が地域に戻ってからの研修成果の関係者との共有、課題解決に向けたアクションの
支援を推進するための機会提供の支援方策として実施した。

 フォローアップ研修の実施概要

実地研修

インターンシップ型実地研修 フォローアップ研修の実施

日程
実施
地域

受入機関及び研修講師 主な内容

2月1日（水）－
2月2日（木）

1泊
2日

大分県
大分市

株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石 秀樹氏

• 地域（大分）の現状共有

• 飯田の各種まちづくり取組全体像の紹介

• 飯田の身の丈再開発、りんご並木ネットワーク、公民館制度の概要

• 地域視察

• 大分での展開方向性に関する意見交換

2月13日（月）－
2月14日（火）

1泊
2日

三重県
伊勢市

株式会社飯田まちづくりカンパニー
取締役事業部長 三石 秀樹氏

• 地域（伊勢）の現状共有

• 飯田のこと、飯田のまちづくりについての概略紹介

• 飯田まちづくりカンパニーの業務紹介（身の丈再開発等）

• りんご並木ネットワーク、飯田ウェーブの概要

• 飯田まちづくりカンパニーの詳細業務紹介（身の丈再開発の取組概要）

• 地域視察

• 伊勢での展開方向性に関する意見交換

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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 フォローアップ研修の実施概要（前ページからの続き）

実地研修

インターンシップ型実地研修 フォローアップ研修の実施

日程
実施
地域

受入機関及び研修講師 主な内容

3月17日（金） 1日
鹿児島県
出水市

まちづくりプラン研究所
代表 牧 昭市氏

• 地域（出水）の現状共有

• 地域視察

• 市長との意見交換

• 出水での展開方向性に関する意見交換
（既存の施設を活用した地域課題解決手法について）

3月19日(日） 1日
神奈川県
横浜市

株式会社まちづくり岡崎
代表取締役 松井 洋一郎氏

• まちゼミの説明会

• 現地見学

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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特定テーマ型研修のねらい

 まちづくりの先進地域において、取組を牽引するまちづくりリーダー等のもと、現地視察等を通じ、取組の内容や
ノウハウを習得する。

特定テーマ型実地研修の実施概要

実地研修

特定テーマ型実地研修の実施

日程
受入地域
開催場所

受入機関及び研修講師 参加人数

11月18日（金）－
11月19日（土）

1泊
2日

北海道
札幌市

自立的なまちづくり会社運営に向けた収益事業のあり方
札幌大通まちづくり株式会社 取締役統括部長 服部 彰治氏

４名

1月18日（水） 1日
東京都
台東区

女性の視点を活かしたまちづくり
まちとひと感動のデザイン研究所 代表 藤田 とし子氏

２９名

3月4日（土）－
3月5日（日）

1泊
2日

沖縄県
沖縄市

ヨソ者がまちに住みつき、溶け込み、多様な主体を連携させる
「まちづくりハブ人材の挑戦－まちゼミを基点としたソフト事業の展開－」
コザまちゼミの会 代表 広瀬 陽氏
（株）大悟 代表取締役 仲程 誠氏
居酒屋羅針盤 代表 平安山 香緒里氏
コザインフォメーションセンター コザまちゼミの会メンバー
【ゲスト】 岡崎まちゼミの会 代表 松井 洋一郎氏

２２名

3月13日（月）－
3月14日（火）

1泊
2日

静岡県

地域に根ざした多様性のあるまちづくりの推進－静岡県内4地域のケースに学ぶ－
常葉大学経営学部経営学科教授 大久保 あかね 氏
株式会社結屋代表取締役 川村 結里子 氏
NPO法人クロスメディアしまだ 理事 兒玉 絵美 氏
NPO法人東海道吉原宿理事 西川 有希 氏
一般社団法人SACLABO 代表 渡村 マイ 氏
富士山まちづくり株式会社代表取締役 佐野 荘一 氏

１０名

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修
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実地研修

特定テーマ型実地研修の研修プログラム

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

札幌 台東

日時 内容 場所・担当者等

11/18(金)

13:00 ■集合
場所：ドリノキ（南1西4日之出ビル9

階）

13:00-

13:15
■ガイダンス 担当：服部氏

13:15-

14:15

まち歩き
・まちの課題だと思うことを発見
・価値を向上させるために活用できる資源を発見

担当：服部氏

14:15-

15:00

グループワーク
・まち歩きで発見してきた事柄の整理、共有

担当：服部氏
場所：ドリノキ

15:00-

15:45

■講義
「大通まち会社の取り組みについて」

担当：服部氏

15:45-

16:15
質疑応答 担当：服部氏

16:15-

16:30
休憩

16:30-

17:10

■講義
「道路パフォーマンス向上と利活用、道路オープン化など」

担当：国土交通省 北海道開発局
札幌開発建設部 都市圏道路計画
課 課長補佐 上村達也 氏
場所：ドリノキ

17:10-

17:50

■講義
「サイクルシェアリングポロクルなど」

担当：株式会社ドーコン 交通事業
本部 交通部 都心交通企画室 室
長 澤充隆 氏

17:50-

18:30

■講義
「公共交通の活用、MM教育」

担当：一般社団法人北海道開発技
術センター地域政策研究所 研究員
大井元揮 氏

19:00-
■交流会（自由参加）
※講師、受講生の意見・情報交換（会費制）

11/19(土)

10:00 ■集合 場所：ドリノキ

10:00-

11:30
課題解決策、価値を向上させる取り組みの検討 担当：服部氏

11:30-

12:30
プレゼン 担当：服部氏

12:30-
アンケート記入
終了・解散

日時 内容 場所・担当者等

1/18(水)

13:00-

13:10
■開会あいさつ、イントロダクション 担当：経済産業省、事務局

13:10-

13:40
■女性の視点を活かしたまちづくり 担当：藤田氏

13:40-

14:10

■事例紹介1：
新潟市沼垂商店街の取組

担当：株式会社テラスオフィス 高岡
はつえ氏

14:10-

14:40

■事例紹介2：
飛騨市古川町の取組

担当：古川町商工会 しゃべりばち
おとめの会

14:40-

14:50
■休憩

14:50-

15:50

■ワークショップ
登壇者と参加者全員でワークショップを実施

担当：藤田氏、登壇者、受講者

15:50-

16:20

■パネルディスカッション

ワークショップを踏まえ、登壇者によるディスカッションを実
施

担当：藤田氏、登壇者

16:20-

16:30
■総括 担当：藤田氏、事務局

17:00-

19:00
■交流会 担当：藤田氏、登壇者、来場者
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実地研修

特定テーマ型実地研修の研修プログラム

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

沖縄 静岡

日時 内容 担当者

3/13(月)

13:00-

14:00

■ガイダンスおよび
ワークショップ1

大久保あかね氏
（常葉大学経営学部経営学科教授）

14:00-

14:40
■事例紹介（三島）

川村結里子氏
（株式会社結屋代表取締役）

14:40-

15:20
■事例紹介（島田）

兒玉絵美氏
（NPO法人クロスメディアしまだ理事）

15:35-

16:15
■事例紹介（吉原）

西川有希氏
（NPO法人東海道吉原宿理事）

16:15-

16:55
■事例紹介（藤枝）

渡村マイ氏
（一般社団法人SACLABO 代表）

17:10-

17:30
■座談会 事例発表者4名

17:30-

18:40
■ワークショップ2 事例発表者4名および大久保あかね氏

19:00- ■交流会（任意）

3/14(火)

10:00-

10:30
■ガイダンス

川村結里子氏
（株式会社結屋代表取締役）

10:30-

12:00
■まちあるき

川村結里子氏
（株式会社結屋代表取締役）

12:00-

13:00

■研修のふりかえりおよび昼食
（講師を交えて意見交換）

全員

日時 内容 場所・担当者等

3/4(土)

12:30

■集合・ガイダンス
集合場所：沖縄市中央1-15-1

商店街交流ひろばコザBOX

担当：事務局
場所：コザBOX

13:00-

14:30

■講義
「コザまちゼミ」の講義＆意見交換

担当：広瀬 陽氏
場所：コザBOX

14:30-

15:30

■講義
「まちゼミ実施店舗」の講義＆意見交換

担当：平安山香緒里氏
場所：コザBOX

15:30-

17:00

■コザまち歩きツアー
コザのまちをガイドが案内
※まちゼミ実施店舗も案内し交流

担当：コザインフォメーションセン
ター、コザまちゼミの会メンバー
場所：まちゼミ実施店舗等

17:00-

19:00

■講義・ディスカッション
「全国に広がるまちゼミのいま」

担当：松井洋一郎氏、コザまちゼミ
の会メンバー
場所：コザBOX

3/5(日)

10:00-

12:00

■講義・ディスカッション
これからのコザのまちづくり
－歴史を振り返り、未来を考察する－

担当：仲程 誠氏、広瀬 陽氏
場所：コザBOX

12:00-

13:00
■昼食休憩

13:00-

14:20
■研修のふりかえり（講師を交えて意見交換）

担当：広瀬 陽氏、松井洋一郎氏
場所：コザBOX

14:20-

14:30
■修了証授与・アンケート記入

担当：広瀬 陽氏、事務局
場所：コザBOX

14:30- 研修終了（予定）
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実地研修

特定テーマ型実地研修の様子

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

札幌 静岡

沖縄

委員会前日開催



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 39

実地研修

特定テーマ型実地研修の様子

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

女性の視点を活かしたまちづくり（左：実施の様子、中：中小企業振興掲載記事、HOME’s掲載記事）

出所）http://www.homes.co.jp/cont/press/reform/reform_00478/
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実地研修

特定テーマ型実地研修の様子

実地研修

インターンシップ型実地研修
（事後集合研修、フォローアップ研修含む）

特定テーマ型実地研修

 良かった点（アンケートより抜粋）

 「「女性の視点を活かした」とありますが、マーケティン
グの要素も含まれ、視点やターゲットにどう届けるかな
ど非常に参考になりました。」（30代女性）

 「女性ならではの雰囲気が満々の研修でした。今回も
素晴らしい方々に巡り合うことができて感謝です。行政
からの参加が増えるといいですね。」（40代女性）

 「参加者の方のバックグラウンドが多岐に渡っていた
点。」（30代男性）

 「6人のワークショップで、意見交換ができた。全国の成
功事例を直接聞くことができた。」（30代女性）

 改善点（アンケートより抜粋）

 「人数が多いので仕方ないですが、グループだけでは
なく全体での自己紹介を聞きたかったです。」（40代女
性）

 「パネルディスカッションは参加者を入れてのスタイル
はとても良かったです。内容を質疑応答スタイルにして
取組みのときのお話や方法をより深堀りできたらなお
いいなと思いました。」（30代女性）

 「女性参加と共に商店街活動をやっている若手男性も
呼んでほしい。」（60代不明）

 その他（アンケートより抜粋）

 「もっと多くの事例を聞きたいので研修をたくさんしてい
ただきたい。」（30代女性）

 「まちづくりの会社に勤務するのは、日が浅い上に年齢
的にもなどと考えていましたが、今回参加して、全く変
わりました。今回の経験を活かして仕事をしたいと強く
思います。」（60代女性）

5

11
4

6

3

年齢

20代 30代 40代 50代 60代

5

23

1

性別

男性 女性 回答なし

2

1215

まちづくり経験

回答なし まちづくり経験なし まちづくり経験あり

21

8

0 0 0

満足度

非常にそう思う まあそう思う どちらでもない

あまりそう思わない 全くそう思わない

N=29

N=29

N=29

N=29

参加した29名のうち、男性は5名。年齢は30代を中心に各年代が参加。まちづくり経験者と未経験者が同程
度の割合で参加しているものの、満足度はきわめて高い。
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まちづくりオープン会議
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まちづくりオープン会議のねらい・実施背景

まちづくりオープン会議

ねらい

 まちづくりオープン会議は、まちづくり関係者のすその拡大をねらいとして、まちづくりの初心者（学生等の若手、主婦、
シニア等）や実務経験者など、広範囲を対象としたセミナーである。

前提・背景

 近年、建築やランドスケープ、福祉、商業等の様々な分野において、高校や大学と連携したまちづくり・地域活性化の
取り組みが多くみられる。しかし、「商業という観点からみたまちづくり・地域活性化」については、日本商業学会等で取
り上げられることはあるものの、独立した学術的ネットワークを有さない。そのため、事例の多面的な把握や、成功・失
敗事例の客観的な分析が十分になされず、当事者や地域内に留まった取り組みとなっていることが想定される。

 また、高校や大学などが、学んでいることを活かし地域と連携しようと考える際に、連携の方法などが把握できていな
いことが障害となっている可能性がある。そのため、高校・大学などに蓄積された学生・教授の専門知識が、地域へ還
元されにくくなっていることが想定される。

 上記を踏まえると、まちづくりを学ぶ高校・大学において、実務に触れるチャンスが失われている可能性があり、まちづ
くりに関する人材を育成する上での機会損失となっている可能性がある。

課題

 高校や大学でのまちづくりに関する取り組みについて、客観的な指摘を受けられ、他地域・他大学での取組を知り、
ネットワークを築くことのできるような場が必要とされている。

 学術機関における専門知識を地域へ還元するために、大学・地域が過去の事例や各地域・大学での取組を学ぶことの
できる場が必要とされている。

 まちづくりを学ぶ学生が、今後まちづくりに携わるきっかけを作ることが必要とされている。
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まちづくりオープン会議のねらい・実施背景

まちづくりオープン会議

オープン会議の位置付け

 上記の課題に対処するため、まちづくりに取り組む各地域の学生が相互に交流し、地域との連携の事例を知ることの
できる場として開催する。

 また、成功事例や失敗事例を共有し、第三者であるまちづくりの専門家から指摘を受けることのできる場とする。

 学生が今後まちづくりの実務に興味を持ち、その専門性を活かして、まちづくり人材となることを期待する。

これまでの成果

 SNS等を通じた学生のネットワーク形成

▪ 2014年のオープン会議をきっかけに、他大学と連携し地域活性化の取組みを行った大学がある
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まちづくりオープン会議の団体・コメンテーター

まちづくりオープン会議

 平成28年度まちづくりオープン会議
「遊休資産や公共財を活用したまちづくり-地域と学生との連携の観点から-」

 日時：平成28年11月20日（日） 13:00～17:35

 場所：専修大学神田キャンパス 7号館 731教室 （〒101-8425 東京都千代田区神田神保町3-8）

 幹事：専修大学渡辺ゼミ

 コンテンツ：事例発表（5団体）、学生によるパネルディスカッション

 一般参加者数：55名、登壇者数：40名

 参加団体とテーマ

 専修大学 渡辺達朗ゼミ 「地域と大学との連携の成果と課題－千代田区と川崎市における取り組みから－」

 あおもり若者プロジェクトクリエイト 「あおもり駅前ビーチプロジェクトの取組」

 斜面・空き地活用団体 つくる 「つくる邸の取組」

 関西大学 「南花台つかいこなし隊 南花家台の取組」

 東北芸術工科大学 「七日町における山形R不動産を通じたリノベーションの取組」

 講演・コメンテーター（登壇順）

 渡邊 達朗氏 専修大学 商学部教授

 石原 武政氏 流通科学大学 特別教授

 長島 剛氏 多摩信用金庫 価値創造事業部 部長

 平本 真樹氏 三菱地所 開発推進部 新機能開発室 / エコッツェリア協会

 星 幸男氏 ANA総合研究所 主席研究員 地域社会連携グループ総括
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参加団体の取組

まちづくりオープン会議

外部からの来訪者向け

コミュニティ向け

①専修大学
渡辺達朗ゼミ

（神奈川県川崎市）
新丸子商店街

向ヶ丘遊園登栄会商店街

④青森県内高校生等
（青森県）
あおもり駅前

ビーチプロジェクト

③長崎大学
（長崎県長崎市）

つくる邸

⑥関西大学
（大阪府河内長野市）

南花家台

⑦東北芸術工科大学
（山形県）

山形リノベーション
スクール/協議会

和歌山大学
cafe with

龍谷大学
京都市深草
商店街

香川大学
直島地域活性化
プロジェクト

桃山学院大学
障がい者の

メークアップ教室

関西学院大学
甲東園バル

大阪市立大学
我孫子町商店会

凡例
昨年度の参加校
本年度の参加候補

各団体の取組の分類
①専修大学 渡辺達朗ゼミ（神奈川県川崎市）
新丸子商店街、向ヶ丘遊園登栄会商店街

③森県内高校生等（青森県）
あおもり駅前 ビーチプロジェクト

②長崎大学（長崎県長崎市）
つくる邸

• 商店街でのイベント実施やマップ作成など、包括的に商店街と連携し、商店街の
利用促進等の取組を実施

• 長崎大学の岩本諭さんが、長崎市内の南山手地区の斜面に建つ古民家をリノベー
ションし、住居兼宿泊可能な施設として提供。今後は、他の空き家も活用し住民を
増やすことを想定している。

• 岩本さんは、 30歳以下のメンバーから構成された当該エリアのまちづくり協議会にも
参加している。

④関西大学（大阪府河内長野市）
南花家台（なんかやたい）

⑤東北芸術工科大学（山形県）
山形リノベーションスクール/協議会

• 青森駅前の海にビーチを造り、かつてまちの中心として機能してきた「海」に改めて
目を向けることを目的とした活動。

• 青森県庁などとも連携し、特定非営利活動法人あおもり若者プロジェクト クリエイト
が中心となって企画している。

• 「家台」とよばれる可動式のテーブルのようなものを利用し、既存の空き地、道路、
公園、駐車場などの公共空間を活用する取組。

• 対象エリアは郊外開発団地エリアで、「スマートエイジングシティ」団地再生モデル
事業が実施されており、高齢化が進んでも活気のあるまちの実現を目指している
地域である。

• 中心市街地の空きビル・空き家をリノベーションで解決することを目的とした取り組み

• リノベーションスクールでのワークショップで手法を学び、実際のリノベーションに取り
組んでいる

• 協議会は、産学官金連携で東北芸術工科大学（馬場教授）が事務局を務め、
山形R不動産などが参加している

ソフト

ハード
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当日スケジュール

時間 内容

12:30～13:00 開場・受付開始

13:00～13:05 ■開会挨拶 経済産業省
■コメンテーター紹介

13:05～13:15 ■基調講演
流通科学大学特別教授石原武政 氏

13:15～13:55 ■発表 専修大学 渡辺達朗ゼミ
「地域と大学との連携の成果と課題 －千代田区と川崎市における取り組みから－」

13:55～14:00 イントロダクション

14:00～14:30 ■発表 あおもり若者プロジェクト クリエイト
「あおもり駅前ビーチプロジェクトの取組」

14:30～15:00 ■発表 斜面地・空き家活用団体つくる
「つくる邸の取組」

15:00～15:15 休憩

15:15～15:45 ■発表 関西大学
「南花台つかいこなし隊 南花家台の取組」

15:45～16:15 ■発表 東北芸術工科大学 馬場正尊ゼミ
「七日町における山形R不動産を通じたリノベーションの取組」

16:15～16:30 休憩

16:30～17:30 学生によるパネルディスカッション
ファシリテーター：渡辺 達朗氏

17:30～17:35 全体総括・閉会

まちづくりオープン会議
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アンケート結果

まちづくりオープン会議

参加者の多くが20代。参加のきっかけは、Facebookや参加校からの紹介、経産省のプレスリリースが多
かった。満足度は約92%であった。

2

42

13

8

9
21

年齢（n=77）

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

54

24

性別（n=78）

男 女

35

114

12
2

14

8
012

職業（n=80）

学生

パート・アルバイト

公務員

商工会議所等団体職員

教職員

会社員（まちづくり会社）

まちづくり会社以外の会

社員
自営業

12

62

6

参加理由（n=80）

発表者として

聴講者として

その他

19

8

15

0

13

3

10

参加のきっかけ（n=68）

参加校からの紹介

街元気サイトを見て

Facebookを見て

Twitterを見て

経済産業省のプレスリリースを

見て
事務局からの告知書類（ハガキ

など）を見て
その他

4329

4 20

満足度（n=78）

満足

やや満足

どちらともいえない

やや不満

不満
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まちづくりオープン会議の当日の様子

会場全景

パネルディスカッション

報告の様子
（専修大学）

パネルディスカッション

コメンテーターからのコメント

フィードバックの貼りだし

まちづくりオープン会議
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タウンプロデューサー等マッチング会議（まちげんきフェス）
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まちげんきフェスの概要

【ねらい】

 まちづくり関係者から「地域が抱える個別の課題および対応方策について、専門的知見のある方から
客観的な意見を頂きたい」との要望

 まちづくりに関わる方とタウンプロデューサーと相談できる場をつくり、
地域の実情に応じた具体的な解決策や事業のヒントを得る機会を提供

【日時・場所】

 平成28年9月13日（火）13:00 – 17:25

 相談会 13:00 - 16:00（マッチングは2回）

 交流会 16:00 - 17:20

 閉会 17:20 – 17:25

 TKPガーデンシティPREMIUM秋葉原

【参加者】

 相談地域 20地域

 タウンプロデューサー 24名

まちげんきフェス
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参加者数および参加者とタウンプロデューサー・専門家の関係性

まちづくりを業とする方
（プレイヤー）

まちづくりをサポート
する機関

（サポーター）

まちづくり会社、商工会議所（商工会含む）、
市役所、商店街

地方創生関係事業者（小売、金融機関、インフラ等）

タウンプロデューサー
（TP）

つながりたい・・・

まちづくりについて
相談したい・・・

参加者 受け手ニーズ

TPへの相談

24名

27名

20地域

マッチング

まちげんきフェス
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まちげんきフェスの実施フロー

（１） 書類の提出

① これまでの地域における具体的な活動内容
② 地域の抱える現状の課題
③ 今後重視する取組、実現したい活動内容

（２） マッチング案の作成

① 参加希望者の課題の類型化
② タウンプロデューサーの得意領域
③ ①・②からマッチングの実施

（３） 地域/タウンプロデューサーとの調整

① マッチング案の事前共有
② タウンプロデューサーによる内容の読み込み

（４） まちげんきフェスの開催

① 相談会（各地域２回ずつ相談）
② 交流会（相談しなかったタウンプロデューサーとの交流）

まちげんきフェス
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実際の組み合わせ表

地域 第１セッション 第２セッション

北海道XX町 • 服部彰治（札幌大通まちづくり株式会社）
• 原田弘子（マネジメントオフィスHARADA）

• 牧昭市（まちづくりプラン研究所）

栃木県XX市 • 原田弘子（マネジメントオフィスHARADA） • 佐藤皓祠（有限会社日智）

栃木県XX市 • 西郷真理子（株式会社まちづくりｶﾝﾊﾟﾆｰ･ｼｰﾌﾟﾈｯﾄﾜｰｸ） • 吉井茂人（長浜まちづくり株式会社）

茨城県XX市 • 髙本泰輔（株式会社金沢商業活性化センター） • 西郷真理子（株式会社まちづくりｶﾝﾊﾟﾆｰ･ｼｰﾌﾟﾈｯﾄﾜｰｸ）

千葉県XX市
• 石上僚（株式会社みらいもりやま21）

• 小口英二（多治見まちづくり株式会社）
• 髙本泰輔（株式会社金沢商業活性化センター）

埼玉県XX市 • 藤田とし子（まちとひと感動のデザイン研究所） • 土肥健夫（株式会社事業開発推進機構）

埼玉県XX町 • 牧昭市（まちづくりプラン研究所）
• 藤田とし子（まちとひと感動のデザイン研究所）

• 松井洋一郎（岡崎まちゼミの会）

東京都XX区 • 松山茂（宮崎商工会議所） • 長坂泰之（独立行政法人中小企業基盤整備機構）

東京都XX区 • 阿部眞一（岩村田本町商店街振興組合） • 加藤博（青森市新町商店街振興組合）

東京都XX区 • 尾崎弘和（田辺商工会議所） • 石上僚（株式会社みらいもりやま21）

東京都XX市 • 松井洋一郎（岡崎まちゼミの会） • 古川康造（高松丸亀町商店街振興組合）

東京都XX市 • 古川康造（高松丸亀町商店街振興組合） • 三石秀樹（株式会社飯田まちづくりカンパニー）

東京都XX市 • 竹本慶三（させぼ四ヶ町商店街協同組合） • 西本伸顕（ふらのまちづくり株式会社）

東京都XX市 • 関幸子（株式会社ローカルファースト研究所）
• 尾崎弘和（田辺商工会議所）

• 松山茂（宮崎商工会議所）

新潟県XX市 • 佐藤皓祠（有限会社日智）
• 佐野荘一（NPO法人東海道・吉原宿）

• 服部彰治（札幌大通まちづくり株式会社）

岐阜県XX市 • 佐野荘一（NPO法人東海道・吉原宿） • 関幸子（株式会社ローカルファースト研究所）

愛媛県XX市
• 杉谷第士郎（オフィス・コモンズ）

• 土肥健夫（株式会社事業開発推進機構）
• 竹本慶三（させぼ四ヶ町商店街協同組合）

山口県XX市 • 三石秀樹（株式会社飯田まちづくりカンパニー） • 杉谷第士郎（オフィス・コモンズ）

長崎県XX市
• 加藤博（青森市新町商店街振興組合）

• 長坂泰之（独立行政法人中小企業基盤整備機構）
• 阿部眞一（岩村田本町商店街振興組合）

熊本県XX市
• 西本伸顕（ふらのまちづくり株式会社）

• 吉井茂人（長浜まちづくり株式会社）
• 小口英二（多治見まちづくり株式会社）

まちげんきフェス
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まちげんきフェスの当日の様子
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アンケート結果（改善すべき点についての整理）

タウンプロデューサーからのアドバイスについて

（事業の観点）

 地方都市のまちづくり事業における着眼点

 現状分析を通じた新たな資源発掘へのアプローチ方法

 まちづくり（特に再開発がらみ）についての視点や注意事項

 BID/CIDの取組の課題

 指定管理のメリット・デメリット

 市民の関心を高め、まちを訪れる動機を創出する仕掛け

 プロセス創造の重要性

 事業のスモールスタートの有用性

 事業の投資回収期間の設定方法

 リスク管理の必要性

 プロセスマネジメントの必要性

 売り方を含めた販売戦略

 開発資金の組み立て方

 商店街とまちづくり会社の役割分担

 商店街の商圏の設定方法

 商業投資額と街の年商額の捉え方

 商業者と居住者双方がウインウインになるまちづくり

（組織の観点）

 まちづくり会社として発足した「NPO法人」と自社との
効果的な連携のあり方

 まちづくり会社の設立から民間主導まちづくりの手法

 会費依存の組織から事業収入を得る組織への転換

 寄付・会費、助成金、事業収入の構成

 組織の定款

 雇用と給与

 地権者の合意形成の進め方

 まちづくり会社のポジショニング及び全体スキーム

 地方の商工会議所と大都会の会議所の違い

（人材の観点）

 繁盛している店舗関係者の巻き込み

 市職員の関わり方

 担い手の発掘

 中活認定における会頭・市長との関わり方

 まちの各段階において必要となる人材について

 Uターン人材の活用

まちげんきフェス
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アンケート結果（改善すべき点についての整理）

１．タウンプロデューサーとの相談会について

（満足した点）

 細部にまで渡り相談に乗っていただき、参考になりました。
全体的な講義形式では聞けないような各論に踏み込んだ
内容について相談に乗って頂き、大変参考になりました。

 お一人でなく複数の方でしたので、相互活用させていただ
きました。

 時間を長めに取っていただきましたので、腰を据えてゆっく
りと相談することができました。

 まちづくりの視点で、当プロジェクトの貢献性や将来性につ
いて、率直なご意見を伺うことができました。

 実践して来られた方がたの具体的な話の内容に説得力を
感じた。この様な手法は、今迄に経験がなく、とても有益な
手法だと思った。今後の継続が望まれる。

（改善すべき点）

 1部、2部は、選定いただいた先生で結構ですが、3部にこ
ちらからのチャレンジ時間を設定頂き、相談してみたい先
生との時間を作ってみてはいかがでしょうか。

 相談会から次の具体的なステップに移りにくいので、継続し
てご相談・参画・協力いただけるような仕組みがあればい
いかなと思います。

２．タウンプロデューサーとの交流会について

（改善すべき点）

 なかなか積極的に会場内移動ができませんでした。

 時間がもう少しあった方がいいのではないかと感じた。

 相談者同士も交流できる機会があると情報交換につなが
ると思います。

（満足した点）

 相談者以外の方とお会い・お話することができた。

 タウンプロデューサーの他、経産省や出席した商工団体等
の方々とも情報交換ができた。

 特に私個人に合った方を、面談したプロデューサーの方が
紹介してくれて、とても有意義な議論をすることができた。

 事務局に紹介して頂き、お話を伺う機会が生まれた。

 謝金や事業費等、聞きにくいことを聞くことが出来た。

 相談会終了後、間をおかずに行われたのは良かったです。
日帰りですので、帰る時間を考慮できたのは助かりました。

３．実施時期、時間、場所等について

 時期は年度末でもなく、時間も午後からで行きやすい場所
で良かったと思います。

 参加者全員が交流をできるきっかけの仕掛けを会場内に
仕組んで頂きたい。

まちげんきフェス
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次世代会議 実施概要

タウンマネージャー等として活動している人材（30-40代を想定）が、まちづくりに関連する新たなツールや
知識等に触れたうえで、自らの取組みを振返り、中心市街地をはじめとする街の活性化を牽引する
マネージャーとしてステップアップする機会を提供する。

 開催数：5回

 参加者：各地域でまちづくりのリーダーとして活動する方10名

 講師：各回1名（※まちづくりに関連する新たなツールや知識等を有する方、参加者と調整し、選定）

 内容 （１）講師によるまちづくりに関連する新たなツールや知識等のインプット
（２）参加者による取組の発表・共有、振返りの場の提供

氏名 所属

齋藤裕紀 ㈱スコーレ（青森県弘前市）

下田孝志 山形市七日町商店街振興組合事務局長

國廣純子 東京都青梅市タウンマネージャー

兒玉絵美 静岡県島田市タウンマネージャー

小口英二 多治見まちづくり株式会社ゼネラルマネージャー

石上僚 株式会社みらいもりやま21マネージャー

盆子原照晶 島根県江津市タウンマネージャー

弘中 明彦 周南市中心市街地活性化協議会

吉田可愛 大分まちなか倶楽部事業部課長

上田耕太郎 株式会社グランドデザイン・アドバイザーズ代表取締役

【参加者】

次世代会議
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次世代会議 講師一覧

宮崎県出身法政大学人間環境学部卒。2007年4月、株式会
社USEN入社 1年半弱有線放送やweb商材の提案営業に
従事。2008年7月、株式会社サーチフィールド創業に参加 営
業/ディレクターとして、クリエイター支援事業に従事。2012年
6月、地元応援クラウドファンディングFAAVO開始。

株式会社サーチフィールド FAAVO事業責任者
齋藤 隆太 （さいとう・りゅうた）

大学卒業後、（株）静岡銀行に入行。M&A担当などを経て、平
成13年、静岡県静岡市の創業支援施設「SOHOしずおか」へ

出向。起業家の創出と地域産業活性化に向けた支援活動が
高い評価を受け、平成17年「Japan Venture Award 2005」に
おいて経済産業大臣表彰を受賞。平成20年7月（株）イドムを
創業。平成20年8月より「富士市産業支援センターf-Biz」の運

営を受託しセンター長に就任。支援家として活動をはじめて以
来1,000件以上の新規ビジネスの立ち上げを支援している。

富士市産業支援センター f-Biz センター長
小出 宗昭 （こいで・むねあき）

『松山市生まれ。慶応義塾大学を卒業後、ゴールドマン・サック
ス証券株式会社に勤務。平成21年より家業である㈱とかげや
代表取締役社長に就任。松山銀天街商店街(振)理事長、㈱ま
ちづくり松山代表取締役社長、(一社)お城下松山理事長など

を務める。まちづくり会社の各事業をリードするほか、まちづく
りの自分ごと化を目的としたアイディアソン「マツアップ」を主導
するなど、積極的な人材育成に取組む。まちを経営するという
視点から、「流動性の向上」、「持続性の重視」、「PDCAサイク
ルの徹底」を重視し、精力的にまちづくりに取組んでいる。

株式会社まちづくり松山 代表取締役社長
加戸 慎太郎 （かど・しんたろう）

1回目

3回目

2回目

東京都出身、3歳から11歳までアメリカ・カリフォルニア州サン
フランシスコで生活。
20歳でストリートパフォーマンス集団「ウブドべ共和国」を創り、
活動開始。21歳で母親を癌で亡くし、人生観を根底から覆され

る。その後、リラクゼーション業界の現場スタッフ／エリアマ
ネージャー／店舗開発営業として日本全国を廻る。26歳で退

社、音楽療法を学びながら高齢者介護や障がい者移動支援
の仕事を始め、「Ubdobe」を立ち上げる。29歳で医療福祉・音
楽・アートを融合させた「NPO法人Ubdobe」を設立、30歳でリ
ラクゼーションセラピスト集団「UnplugTokyo」、31歳で音楽
レーベル「ONE ON ONE LABEL」を設立。厚生労働省の介護

人材確保地域戦略会議の有識者として選任。グリー
PlatinumFactoryの「介護のほんねニュース」編集長も務め
る。

NPO法人Ubdobe代表理事 / 介護ヘルパー
岡 勇樹（おか・ゆうき）

京都府出身。東京大学農学部卒。2011年住友商事（株）入社。

国内外ネット通販事業の事業計画立案・法人設立・中国事業立
ち上げに従事。2013年（株）爽快ドラッグ出向。現場責任者とし

て既存物流センター運営、新規物流センター設立・運営、資材購
買業務等に従事。
2017年（株）ビザスク参画。大阪を拠点に幅広く事業会社におけ
る社外の知見活用提案と新事業支援を担当。

株式会社ビザスク 大阪支社長
仁木 遥俊（にき・はるとし）

4回目

5回目

次世代会議
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次世代会議

参加者の声（参考になったこと、今後実践したいこと）

f-biz・小出様

（参考になったこと）

 地域を支える中小零細企業を公で支える、という考え方。自身の
地域では主催する事業としての創業支援は起業に特化している反
面、起業後のフォローが不十分なため、フォローの部分についても
行政に協力を得ながら支援をしていきたい。

 大手企業のプレスリリースが参考になる、というのは新しい発見で
あった。

 コトを進めるためには、あのパフォーマンス力も必要だと感じた。

 多くの素晴らしい実績の陰に、とても優秀な人がいて、チームワー
ク力を高めるために、突出した能力があることが間違いなく、大き
な要になっていると感じた。

 自信を持って、アウトプットできる姿勢は、日々の取り組みの現れと
していろんな意味で大変勉強になりました。

（今後実践したいこと又は事業に取り入れたいこと）

 ビジネスコンサルティングの視点が必要ということ。そのためには
ビジネスセンスを磨く必要があるということ。

 多くの情報の仕入れ方、仮説検証を行うという視点は意識したい。

 お金のかかる提案はしない、ということ。

 客観的立場に自分を置き、場の状態を把握しながら、状態に合わ
せて必要と感じた時に介入する、ファシリテーター型のリーダとして
の役割。

 関わる人を巻き込み、それを推進できる体制を敷き、現場の状況
に沿った方向で、声の小さい人の意見や気持ちも拾うことにより、
小さくてもやりがいや達成感を共有できるような環境を目指した
い。

まちづくり松山・加戸様

（参考になったこと）

 商店街としての活動に対する思い、姿勢に共感。

 「まち」という言葉と何気に付き合い過ごす私には、参考になった。

 まちとは、みんなの思い出がある場所。全世代に共通すること。ま
ちづくりとは思い出づくり。「まち」「まちづくり」について自分なりの
答えを持っておくことの大切さ。

 自分のまちに興味を持つ→まちについて知る→志を同じくする仲
間が生まれる→まちに対するビジョンを共有する。

 各リーダーを育成。円卓の輪を広げること。飛び抜けたリーダー作
らず、フレームづくり。

 円卓に載せて世代をつなぐ仕組み。年齢ではなく、考え方の世代
交代必要。

（今後実践したいこと又は事業に取り入れたいこと）

 各リーダーによる円卓の輪を広げる活動。ただし、芯となるブレな
い人、磁石となる人の見極めが必要。

 まちづくりに関わる人々の連携を強化（「思い出ある人をそっと押し
てあげる」とのアドバイスを参考にする）。ビジョンを同じくする仲間
を増やす。

 まちを自分事化するためのサイクルとKPIをソフト事業に組み込ん
で回していく（人口が少ないため、担い手不足が深刻なため）。

 資源の再投資、採算性の好循環をどう生み出し、高度化していけ
るか。エリアマネジメントの再構築を図りたい。

 まちコミュスポットてくるん（託児所休憩、授乳、多目的トイレなど）
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次世代会議

参加者の声（参考になったこと、今後実践したいこと）

Ubdobe・岡様

（参考になったこと）

 福祉の業界は過酷な労働環境にあるイメージであり、目をそらしが
ちですが、イメージを変えることで全体的な底上げが期待できるの
ではないかと思い、まちづくりの仕事でも必要な観点だと感じた。

 医療福祉の中（箱）にとらわれず、あらゆる人の参加を促す考え
方。

 共感から生まれるものが自然であり、その時間と空間を共有する。

 「好きなこと、もの」の中にヒントがあり、それを見いだす。

 イメージは変えたと思っても、また変化する。質とモチベーションを
高め続ける。

 自由度を上げていく。箱の外に飛び出す「ポップコーン」のように。

 まちづくりという漠然としたキーワードに疑問と目的を見失いかけ
ていた時だったので、よいタイミングに岡さんの話に出会えたこと
は大きかった。テーマやキーワードに拘るよりも、自分が何がしたく
て何を求めているのかを再度気づかせてもらえた。

（今後実践したいこと又は事業に取り入れたいこと）

 自分自身の領域を広げていくことも重要。これまでの常識とかあり
方の延長線上ではないことにチャレンジしたい。

 共感を得ることの大切さを社内で共有し、共感を得られる内容、場
づくり、手法をどんどん実践し、手ごたえを感じていきたい。

 仕掛けているイベント（医療・福祉と音楽）が、固定概念にとらわれ
ないものばかりで、非常に魅力的だった。マンネリ化して停滞気味
のソフト事業のブレーンストーミングを行う際に意識したい。

 自分が動くことで繋がる輪の可能性を信じる。

Faavo・齊藤様

（参考になったこと）

 プロジェクトをウェブに掲載するまでの準備が重要。県外の出身者
に刺さるストーリーづくりができるかどうか。

 ローカルメディアとしての役割を担っているということ。

 共感を呼ぶストーリーメイキングのコツ・・・ヒトモノコトの魅力。小さ
く初めて大きく育てる。ウェブから伝わる雰囲気（シズル感）、共感
とインセンティブのバランス。

 他者から共感を得てアクションを起こしてもらう、という点について
はクラウドファンディングに限らず、さまざまな事業には必要な考え
方

 資金調達の選択によっては、コトの本来目指そうとしていた目的や
方向性に微妙なズレが生じてしまうことがあることを改めて感じた。

 安易な方法によって資金調達し、目的を見失ってしまうより、計画
とストーリーをしっかりと作ることにパワーをかけ、ファンと一緒にス
タートさせることが出来ることは魅力的と感じた。

（今後実践したいこと又は事業に取り入れたいこと）

 地域で取り組んでいるビジネスプランコンテストや、中活で取り組も
うとしているシビックプライドの醸成事業にも応用可能。

 地域で実施している活動も、まちにとっての大切さ、必要性、そして
それを紡ぐストーリーをつくり、共感してくれるファンを増やすことが
必要。

 新しい資金調達の方法として、来年度事業で提案し、さらに事業を
拡大したい。



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 62

次世代会議

参加者の声（参考になったこと、今後実践したいこと）

ビザスク・仁木様

（参考になったこと）

 きめ細かな人材の発掘、マッチングは今後の地域活性化に役立つ
ものと考えた。

 ネットワークと人材の繋がりは、今後、事業を展開するうえで活用
できるものと感じた。

 知見とは個人的な経験。

 サービス自体の存在を知らなかった。地方は、専門人材が少なく、
どこにどういった専門人材がいるのか、といった情報も少ないため、
このようなサービスは地方都市では重宝される。

（今後実践したいこと又は事業に取り入れたいこと）

 今後、中心市街地において新たな事業を検討しているが、その企
画において、必要な分野で活用していきたい。

 このような人材ネットワークの構築手法は、今後の事業展開におけ
る新たな考え方として柔軟に取り入れていきたい。

 よろず拠点、中小機構、商店街支援センターなど様々なアドバイ
ザー派遣制度があり、派遣先の主体によって選択肢が変わる。そ
の中で個人的な部分での支援、セカンドオピニオン的な使い方が
今後できればと思う。

 中活の基本計画掲載事業のうち、特に民間のハード整備が進んで
おらず、民間事業者にハード整備を進めていくための知識ノウハウ
がないことがネックだった。ビザスクを民間事業者に紹介して、活
用するように勧めたい。
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事例集の作成の方針と成果物の構成

まちづくりの面でも重要な、①観光振興、②既存事業強化、③新規事業創出、④ストック活用の視点に着目
し、これまで経済産業省が関わってきた地域や、その他先進的な取組を行っている地域の中から、他の地域
の参考となる事例について取りまとめた。

 「街元気・まちづくり事例集－新たな雇用と投資の喚起をめざして－」として、下記の構成でとりまとめ、街元
気サイトに掲載した。

※事例集の成果物本体は、別添資料とする。

はじめに

第1章：観光振興×まちづくり
1-1 回遊拠点の整備（埼玉県川越市：小江戸ブランドを

活かしたまちづくり）
1-2 回遊環境の整備（岐阜県高山市：外国人おもてなし

エリアの整備）
1-3 消費拠点の整備（北海道富良野市：フラノマルシェ）
1-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－

第2章：既存事業強化×まちづくり
2-1 食産業との連携（新潟県新潟市：にいがた食の陣）
2-2 ものづくり産業との連携（東京都台東区：台東モノま

ち・台東デザイナーズビレッジ）
2-3 商店街の活性化（愛知県岡崎市：まちゼミを通じた

事業者の意識改革）
2-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－

第3章：新規事業創出×まちづくり
3-1 インキュベーション（青森県青森市：パサージュ広場）
3-2 ソーシャルビジネスの支援（神奈川県横浜市：

mass×mass関内フューチャーセンター）
3-3 情報産業の振興（鳥取県米子市：よなごコンテンツビジ

ネスパーク）
3-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－

第4章：ストック活用×まちづくり
4-1 空ビル・空店舗の活用（山形県山形市：産学官金連携に

よるエリアリノベーション）
4-2 空き地・低未利用地の活用（青森県八戸市：「はっち」を

中心としたまちづくり）
4-3 大型小売店撤退空間の活用（鹿児島県鹿児島市：マル

ヤガーデンズ）
4-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－

事例集
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対象事例の位置づけ

 回遊拠点の整備
• 川越市「小江戸ブランドを活かした
まちづくり」

 回遊環境の整備
• 高山市「外国人おもてなしエリアの
整備」

 消費拠点施設の整備
• 富良野市｢フラノマルシェ」

①観光振興×まちづくり

 空きビル・空き店舗の活用
• 山形市「産学官金連携によるエリ
アリノベーション」

 空き地・低未利用地の活用
• 八戸市「「はっち」を中心としたまち
づくり」

 大型店撤退スペースの活用
• 鹿児島市「マルヤガーデンズ」

④ストック活用×まちづくり

主な手段

主
な
ね
ら
い

既存産業の活性化

新規産業の創出

仕
組
み
づ
く
り
（
ソ
フ
ト
）

拠
点
・
空
間
づ
く
り
（
ハ
ー
ド
）

 食産業との連携
• 新潟市「にいがた食の陣」

 モノづくり産業との連携
• 台東区「台東モノマチ・台東デザイ
ナーズビレッジ」

 商店街の活性化
• 岡崎市「まちゼミを通じた事業者の
意識改革」

②既存事業強化×まちづくり

 インキュベーション
• 青森市「パサージュ広場」

 ソーシャルビジネス支援
• 横浜市「mass×mass関内フュー
チャーセンター」

 情報産業の振興
• 米子市「米子コンテンツビジネス
パーク」

③新規事業創出×まちづくり

事例集
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事例集の作成プロセス

対象事例は、候補事例を収集し、経済産業省と相談のうえで決定した。

事例集は、取材を通じて情報を収集した上で原案をとりまとめ、公表を前提として取材先に確認の上でとりま
とめた。取りまとめにあたり固有名詞を除いて、表記の統一化を図った。

対象事例の選定

取材

原案のとりまとめ

取材先への確認、対応

最終とりまとめ
街元気サイトへの掲載

既存文献情報等に基づき下調べをしたうえで、対象地域を訪問、取材
し、情報収集を行うとともに、実現に当たっての課題、創意工夫などに関
するお話をお伺いした。

収集した文献情報、ウェブ情報、取材情報等に基づいて原案をとりまと
めた。

原案の内容、表記等を取材先に確認し、指摘して頂いた点を修正した。

候補事例を収集のうえ、経済産業省と相談のうえで決定

事例集全体をとりまとめ、表記等を統一的に修正した。
最終成果物を街元気サイトに掲載した。

事例集
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事例集の取材先

取材先と取材時期は下記の通りである。

事例地域 テーマ 取材時期 取材対象者（敬称略） 備考

埼玉県川越市 小江戸ブランドを
活かしたまちづくり

3月2日（木） 加藤忠正（公益社団法人小江戸川越観光協会専務理
事、事務局長）
高田泉（株式会社まちづくり川越取締役業務企画部長）
羽根川慎（株式会社まちづくり川越グループマネー
ジャー）
西村綾美（株式会社まちづくり川越イベント・広報担当
チーフ）

株式会社まちづくり川越
は中心市街地活性化協議
会事務局を担当

岐阜県高山市 外国人おもてなし
エリアの整備

1月30日（月） 堀泰則（高山商工会議所副会頭）
清水孝司（高山市役所商工部長）
倉畑政之（高山市役所商工課長）
直井真樹（高山市役所商工課雇用・中心市街地活性化
推進係長）
林秀和（ブランド・海外戦略部海外戦略課マネージャー）
松浦啓司（株式会社まちづくり飛騨高山課長）
渡邉伸介（株式会社まちづくり飛騨高山主任）

中部経済産業局よりアポ
イントを設定

北海道富良野市 フラノマルシェ 9月6日（火）
－7日（水）

西本伸顕（ふらのまちづくり株式会社代表取締役社長）
岩本力（ふらのまちづくり株式会社執行役員統括マ
ネージャー）
黒崎幸裕（富良野市中心街整備推進課長）

新潟県新潟市 にいがた食の陣 1月18日（水） 樋口十旨張（食の陣実行委員会総務・広報部会部会
長）

事例集
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事例集の取材先（つづき）

事例地域 テーマ 取材時期 取材対象者（敬称略） 備考

東京都台東区 台東モノマチ・台東
デザイナーズビレッ
ジ

3月8日（水） 吉田昌充（株式会社ラモーダヨシダ代表取締役）
木本誠一（木本硝子株式会社代表取締役）
坂東宏実（しあんCreative Director）

台東モノマチ協会会長
同副会長
第9回モノマチ実行委員長

愛知県岡崎市 まちゼミを通じた
事業者の意識改革

11月5日（土）
－7日（月）

松井洋一郎（岡崎まちゼミの会代表）

青森県青森市 パサージュ広場 1月24日（月） 加藤博（有限会社PMO代表）

神奈川県横浜市 mass×mass関内
フューチャーセン
ター

7月22日（金） 治田友香（関内イノベーションイニシアティブ株式会社
代表取締役社長）

鳥取県米子市 よなごコンテンツ
ビジネスパーク

11月10日（木）
－12日（土）3
月2日（木）

宇田川正樹（株式会社アルファオフィス／代表取締役）
杉谷第士郎（オフィス・コモンズ代表）

山形県山形市 産学官金連携によ
るエリアリノベー
ション

10月27日（木）
－28日（金）

水戸靖宏（株式会社マルアール代表取締役）
山川洋一郎（山形芸術工科大学法人企画室課長）

青森県八戸市 「はっち」を中心とし
たまちづくり

1月23日（月） 佐々木結子（八戸ポータルミュージアム館長）
柳沢拓哉（八戸ポータルミュージアム主任コーディネー
ター）

鹿児島県鹿児島
市

マルヤガーデンズ 2月28日（火） 柳田肇（株式会社丸屋本社取締役）
青崎寛（株式会社丸屋本社マルヤガーデンズ事業部店
長）
迫真一（いづろ商店街振興組合事務局長） 元㈱丸屋本社社員

事例集
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事例集の骨子とりまとめ例（北海道富良野市ふらのマルシェ）

成功要因と示唆

•バリューチェーンと継
続性を重視した事業・
体制の構築
 観光客の「誘客⇒
回遊⇒消費」の流
れを重視

 賑わいの滞留拠
点（オフシーズン
は地域住民中心
の利用）

 稼ぐ力は民間、行
政がサポートと役
割分担

•パブリシティの活用に
よる認知度の向上
 メディアの後押し、
パブリシティの活
用によるPR

•プチリーダーの登用・
育成
 危機感共有のも
とでの人材登用・
参画推進（ひとり
のカリスマより、
大勢のプチリー
ダー）

 若手人材の育成
に注力

取組の背景

•後継者難・売上激
減、商店の廃業続
出

•空地・未利用地増
大、地域センター病
院の移転・空地化

•駅前再開発の失敗
（財政難）

↓

•地域再生のために、
官民協働による取
組が必要という認
識形成
 いかに稼ぐか
 いかに外に出さ
ないか

 いかに継続させ
るか

取組の位置づけ

• H20「ルーバン・フ
ラノ構想」
 都会の魅力と田
園の魅力を併せ
持ち、快適で心
豊かな田園都市
を自分たちの力
で育む

↓

•主要事業
 フラノマルシェ
（賑わいの滞留
拠点、食文化の
発信基地）

 ネーブルタウン
（歩いて暮らせる
住空間の創出）

取組概要

• H22「フラノマル
シェ」
農産物直売所
物産センター
スイーツショップ、
カフェ
イベント広場

• H27「フラノマルシェ
２」
テイクアウトショッ
プ
こだわり野菜販
売店
飲食店、花屋・雑
貨店
全天候型多目的
交流空間「タマ
リーバ」併設

成果

•中心市街地の交流
人口の拡大
 H22   55.5万人
 H27 118万人

•域内経済への高
い波及効果
売上効果（直接
効果5億円、生産
誘発額9.5億円）

出店の誘発（5
年間で40店）

•資産価値の上昇

路線価、基準
地価との上昇
（道内では、他
に札幌市、ニセ
コ町のみ）

実施体制とキーパーソン

•計画策定：中心市街地活性化協議会（まちづくり三法の改正を機に、平成19年に現状に危機感を
感じたまちづくり会社や商工会議所が中心になって設立）

•事業推進：ふらのまちづくり株式会社（H15年設立、基本計画策定を機に広く市民に増資を呼びか
け）
 関連会社：㈱富良野物産公社、コミュニティマネジメント㈱

• 3人のキーパーソン（西本氏、湯浅氏、大玉氏）を中心にスタート、人材登用・後継者育成にも注力

事例集
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事例集

記載例（北海道富良野市ふらのマルシェ）
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記載例（北海道富良野市ふらのマルシェ）
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記載例（北海道富良野市ふらのマルシェ）
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記載例（北海道富良野市ふらのマルシェ）

事例集
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平成28年度の運営状況（会員登録状況）

 2016年3月1日～2017年2月末の新規登録会員数は159名で、前年と同程度の会員数の増加である。

同期間にTwitterのフォロワーは141名増加で、発信した情報の受け手が増えている。
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今年度の運営状況（訪問者数・ページビュー数）

訪問者数は、7月以降若干の増加傾向にある。

研修募集等のFacebookでの広告、継続的なメルマガ配布の効果と考えられる

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

月間訪問者数と月間ページビュー数

ページビュー数 訪問者数

訪問者数 ページビュー数

ポータルサイトの運営／維持・管理



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 77

まちづくりに関する各種情報提供

研修・セミナーの募集掲載

 座学研修、特定テーマ型実地研修、インターンシップ型実地研修、まちづくりオープン会議、まちげんきフェスの参加者
募集を掲載

経産省からのお知らせの掲載

ポータルサイトの運営／維持・管理
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SNSを活用した情報提供（1/2）

新着情報を発信する際、街元気サイトのTOPに新着情報を掲載に併せて、TwitterとFacebookページにも
トピックとして掲載するようにし、FacebookやTwitterのフォロワーに対して、情報が到達する運用を行った。

Twitterでの情報発信

街元気サイトの更新内容についてTwitterで情報発信を行って
おり、その画面例を次に示す。

Twitterでの情報発信に関する2017年3月8日時点での
累積ツイート972、フォロー953、フォロワー1270で、フォロ
ワーは昨年3月7日時点の1129から141名増加した。

 1ヶ月間で24回のツイートに対して、表示件数17,577件、
プロフィールへのアクセス数568件、フォロワー数1,270人とい
う状況である。フォロワーへの1回のツイート発信に対して、
0.6回程度のインプレッション（表示）であり、情報発信として有
効に機能している。

ポータルサイトの運営／維持・管理
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SNSを活用した情報提供（2/2）

 2016年4月以降も順調にいいね！数は増加している（3月8日時点で2,230）。

いいね！の年令・性別の分布は以下の通りで45-54歳男性の占める割合が最も
多い

Facebookページでの情報発信

FacebookページにてTwitterと同様に街元気サイトの更新のお知らせや、研修、オープン会議参加者、まち
げんきフェス参加者を募集するための告知を行った。

いいね！数の変化

時間帯別利用数の変化

ポータルサイトの運営／維持・管理
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マチイベ（街のイベント情報）の登録・公開

マチイベに掲載するイベントについては、恒常的にサイトでの受付を行っている。

 マチイベとは、全国各地のまちづくりに関するイベントを一元的に登録・集約し、WEBを通じて、当該イベントに関する
情報を検索することができる機能である。

 また、昨年の掲載情報の更新を確認し、継続的にイベントの更新登録を行っている。

▪ 2016年度の掲載件数は321件（3/8日時点）

掲載したイベントについては、メルマガ、Twitter,

Facebookに掲載してお知らせしている。

さらに、開催機関の指定による検索、イベント名による
検索、都道府県を指定しての検索など検索性を向上
させるための工夫を行なっている。

ポータルサイトの運営／維持・管理
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コラムの掲載

先進的なまちづくり事例や、コラム、インタビュー記事等
を掲載した。

 新たなコンテンツを追加する際は、外部の関連情報や、
街元気サイト内の関連情報へのリンクを設け、訪問者が
より多くの情報に連鎖的に到達できるようにし、アクセス数
を伸ばす取組も実施した。

なお、コラムはまちづくりに漠然と関心を有する層を
ターゲットにしている。

 別途、座学研修での講義を教材化していることから、
コラムでは間口を広げるためのテーマとしている。

掲載コラムは以下のとおり。

 あたらしい価値を創り出す人を応援する“まちづくり会社”

※ 本年度は事例集を中心としている

ポータルサイトの運営／維持・管理
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統計情報の掲載

中心市街地活性化基本計画認定市に関する統計情報の提供

 136市について、中心市街地活性化法に基づく中心市街地の区域（以下、基本計画区域）のH24経済センサスの統計
情報の提供を行った。

 現在統計の集計作業を行い3月末に公開を実施した。

 136市の中心市街地エリアの産業中分類×（事業所数、従業員数、事業従事者数、パート・アルバイト、売上、売上原
価、給与総額、租税公課、付加価値額）

ポータルサイトの運営／維持・管理
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街元気サイトの確実な管理運営

サイトを構成するソフトウェアのセキュリティ維持

 街元気サイトの継続的なセキュリティ確保を行うため、継続的にセキュリティパッチの適用を行うほか、街元気サイトの
構築に使用しているCMS（コンテンツマネジメントシステム）ソフトウェアのサポート期限に対応し、Joomla!のバージョン
アップ（Ver.2.5→Ver3.6）を実施した。

 バージョンが大きく変わることにより、従来のコンテンツが支障なく動作するよう、修正を加えサイトの外観が変化しない
ように対処した上で3月1日にバージョンアップを実施した。

月次のアクセス状況の報告

サイトのセキュリティ対策・脆弱性対策

▪ 毎月プラットフォーム診断（脆弱性検査）を実施し、新たな脆弱性が発生していれば修正対応を行う。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 4/1（月）

 PDFファイルのダウンロードをファイルダウンロードから開くように設定した

 トップバナーの画像を修正した。

 4/4（月）

 マチイベデータを8件登録した

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った

 4/8（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 4/11（月）

 iphoneのお気に入りアイコンを設定した。

 4/14（木）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 4/21（木）

 2017年の祝日マスタを更新した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 4/22（金）

 メルマガ配信停止を行った。

 4/27（水）

 経産省からのお知らせコンテンツを公開した。

 4/28（木）

 マチイベデータを1件登録した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

ポータルサイトの運営／維持・管理



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 85

街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 5/2 (月)

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 5/11（水）

 マチイベデータを2件登録した。

 5/12（木）

 マチイベデータを2件登録・1件修正を行った。

 経産省からのお知らせコンテンツを公開した。

 5/13（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 5/16（月）

 ユーザーの登録メールアドレスの変更を行った。

 5/18（水）

 その他のお知らせコンテンツを公開した。

 5/19（木）

 特定のIPアドレスをF/Wでシャットアウトするように設定した。

 トップ画面のバナー画像（経産省からのお知らせ）を追加した。

 掲示板に1件投稿した。

 メール拒否（machigenki.jp）の設定を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 5/20（金）

 ユーザーの登録メールアドレスの変更を行った。

 5/24（火）

 マチイベデータを1件登録した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 5/25（水）

 マチイベデータを2件登録した。

 5/26（木）

 マチイベデータを1件登録した。

 5/27（木）

 その他のお知らせコンテンツの内容修正を行った。

 弘前市のポスターを追加、トップ画面のバナー画像を追加した。

 「中心市街地活性化ハンドブックページ」を公開設定にした。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 6/1 (水)

 マチイベデータを4件登録・1件更新を行った。

 ディスクリプションの変更を行った。

 6/2 (木)

 マチイベデータを1件更新した。

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 6/7（火）

 「ラインナップ」、「利用規約」、「街元気について」のページ内容の更新を行った。

 6/8（水）

 マチイベデータを1件登録・1件更新を行った。

 6/9（木）

 マチイベデータを1件登録した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 6/10（金）

 SEO対策の為、strongタグを追加した。

 6/13（月）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 6/14（火）

 ユーザーの依頼によりメルマガ配信停止を行った。

 6/17（金）

 主催局名の変更を行った（フッター部分） 。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 6/20（月）

 マチイベデータを1件登録した。

 6/24（金）

 マチイベデータを2件登録、1件更新を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 6/29（水）

 マチイベデータを1件登録した。

 7/1 (金)

 スマホ用トップバナーの背景色を変更した。

 ユーザーの依頼によりメルマガ配信停止を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 7/5 (火)

 マチイベデータを1件登録した。

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 7/6（水）

 マチイベデータを1件更新した。

 7/8（金）

 座学研修@東京関連のページを公開した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 7/13（水）

 各コンテンツ文言修正。（研修一覧・座学研修@東京・タウンプロデューサー・H28まちげんきフェス）

 マチイベデータを5件登録した。

 7/14（木）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 7/20（水）

 マチイベデータを2件登録した。

 リンク集に1件データを登録した。

 7/21（木）

 マチイベデータを1件更新した。

 経産省からのお知らせコンテンツを公開した。

 掲示板にカテゴリーを追加した（街元気事務局のお知らせ）

 7/22（金）

 リンク集に1件データを登録した。

 ユーザーの依頼によりメールアドレスの変更を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 7/25（月）

 マチイベデータを4件登録した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 7/26（火）

 マチイベデータを8件登録した。

 7/29（金）

 マチイベデータを1件更新した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 8/1 (月)

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 8/3 (水)

 まちげんきフェスのページを公開した。

 8/5 (金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 8/10（水）

 マチイベデータを6件登録した。

 8/12（金）

 トップ募集中部分、バナーを更新した。（まちげんきフェス対応）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 8/15（月）

 鶴岡市山王町のポスターを追加。トップ画面のバナー画像を追加した。

 8/17（水）

 マチイベデータを6件登録した。

 8/18（木）

 マチビト コラムに「あたらしい価値を創り出す人を応援する”まちづくり会社” 治田友香さん」を公開した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 8/19（木）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 8/22（月）

 「役に立つ統計情報」ページ、「まちげんきフェス」ページを更新した。

 8/23（火）

 マチイベデータを10件登録した。

 8/24（水）

 マチイベデータを9件登録した。

 8/26（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 9/1 (木)

 マチイベデータを17件登録した。

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 9/5 (月)

 トップ募集中部分、バナーを更新した。（まちげんきフェス 募集受付終了対応）

 9/8 (木)

 マチイベデータを10件登録した。

 9/9 (金)

 マチイベデータを7件登録した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 9/13（火）

 トップ募集中部分、バナーを更新した。（まちげんきフェス クローズ対応）
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 9/14（水）

 マチイベデータを18件登録した。

 9/16（金）

 マチイベデータを2件更新した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 9/21（水）

 特定テーマ実地研修（伊丹市）のコンテンツを公開した。

 マチイベデータを1件登録した。

 その他のお知らせコンテンツ（小田原市観光協会の職員募集）を公開した。

 9/23（金）

 インターンシップ型実地研修（全体・長浜市・飯田市）のコンテンツを公開した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 9/26（月）

 マチイベデータを4件登録した。

 9/27（火）

 インターンシップ型実地研修（岡崎市・米子市・金沢市）のコンテンツを公開した。

 マチイベデータを1件更新した。

 9/29（木）

 マチイベデータを13件登録した。

 9/30（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 10/3 (木)

 マチイベデータを4件登録、1件更新した。

 10/4（火）

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 10/6（木）

 インターンシップ型研修（長浜市・飯田市・岡崎市）の応募期日等を修正した。

 10/7（金）

 インターンシップ型研修（長浜市・飯田市・岡崎市）の募集要領PDFファイルを差替えた。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 10/11 (火)

 インターンシップ型研修・特定テーマ型研修のバナー画像を差替えた。

 10/12 (水)

 バナー構成を変更した。（座談会・マチビト削除。Facebook、Twitter一時停止。）

 10/13（木）

 マチイベデータを10件登録した。

 インターンシップ型研修（長浜市・飯田市・岡崎市）の応募期日等を修正した。

 インターンシップ型研修（全体）のコンテンツを修正した。

 10/14（金）

 マチイベデータを7件登録した。

 10/17（月）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 10/19（水）

 マチイベデータを14件登録した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 10/20（木）

 マチイベデータを3件登録した。

 10/21(金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 10/24 (月)

 オープン会議のコンテンツを公開した。参加申込募集フォームを公開した。

 10/25（火）

 マチイベデータを1件更新、1件登録した。

 特定テーマ型研修・札幌市のコンテンツを公開した。

 特定テーマ型研修・伊丹市の研修募集を終了した。

 10/26（水）

 インターンシップ型研修・長浜市の研修募集を終了した。

 10/28（金）

 マチイベデータを10件登録した。

 オープン会議のコンテンツを修正した。

 インターンシップ型研修・延岡市のコンテンツを公開した。

 インターンシップ型研修・全体のコンテンツを修正した。募集要領PDFを差替えた。

 インターンシップ型研修・飯田市の研修募集を終了した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 10/31（月）

 特定テーマ型研修・札幌市のコンテンツを修正した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 11/1 (火)

 オープン会議のコンテンツの情報を追記した。

 11/2（水）

 インターンシップ型研修・岡崎市の研修募集を終了した。

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 11/4（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 11/7（月）

 マチイベデータを2件登録した。

 メールアドレス確認画面を改修し、公開した。

 11/9 (水)

 インターンシップ型研修・米子市の研修募集を終了した。

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 11/11 (金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 11/14 (月)

 マチイベデータを10件登録した。

 インターンシップ型研修・金沢市の研修募集を終了した。

 11/15（火）

 マチイベデータを8件登録した。

 11/17（木）

 マチイベデータを1件登録した。

 特定テーマ型研修・札幌市の研修募集を終了した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 11/18 (金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 11/21（月）

 オープン会議の募集受付を終了した。

 SSL証明書（machigenki.go.jp）を更新した。

 ユーザーの依頼によりメルマガの配信停止設定を2件登録した。

 11/22（火）

 インターンシップ型研修・延岡市の研修募集を終了した。

 11/24（木）

 マチイベデータを5件登録した。

 11/25(金)

 マチイベデータを3件登録した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 11/30 (水)

 NRIオフィス移転により、関連する箇所（電話番号等）を修正した。

 12/1 (木)

 マチイベデータを8件登録した。

 12/2（金）

 マチイベデータを1件更新した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベントをメルマガで告知した。

 12/8（木）

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

ポータルサイトの運営／維持・管理



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 96

街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 12/9（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 12/13（火）

 特定テーマ型研修（女性の視点を活かしたまちづくり）のコンテンツを公開した。

 マチイベデータを3件登録した。

 12/14 (水)

 マチイベデータを4件登録した。

 12/15 (木)

 マチイベデータを2件登録した。

 12/16 (金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 12/21 (水)

 マチイベデータを7件登録した。

 12/22 (木)

 マチイベデータを11件登録した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 1/4 (水)

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 1/5（木）

 マチイベデータを5件登録した。

 1/6（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベントをメルマガで告知した。

 リンク集「岩井センターモール商店街」のリンクを一時停止した。
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 1/10（火）

 リンク集のページ全体を使用停止とした。

 1/11（水）

 特定テーマ型研修（女性の視点を活かしたまちづくり）の研修募集を終了した。

 マチイベデータを6件登録した。

 1/13 (金)

 座学研修（大阪）のコンテンツを公開した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 1/16 (月)

 マチイベデータを4件登録した。

 1/17 (火)

 マチイベデータを1件登録した。

 1/20 (金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 1/25 (水)

 経産省からのお知らせコンテンツを公開した。

 コンテンツ中の外部リンクの死活チェックを行った。

 1/26 (木)

 マチイベデータを7件登録した。

 1/27（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

ポータルサイトの運営／維持・管理
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 1/30（月）

 特定テーマ型研修（沖縄市）のコンテンツを公開した。

 コンテンツ内の外部のリンクのリストアップ。

 2/1 (水)

 マチイベデータを3件登録した。

 街元気サイトのアクセスログ集計を行った。

 2/2（木）

 マチイベデータを2件登録した。

 2/3（金）

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 2/6（月）

 特定テーマ型研修（沖縄市）のページ内容の更新を行った。

 2/8（水）

 マチイベデータを5件登録した。

 外部へのリンクのリンク切れ箇所のチェック。

 2/10（金）

 座学研修（大阪）のページ内容の更新を行った。

 まちげんきサイトの「keyword」タグの文言更新を行った。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 2/14 (火)

 マチイベデータを6件登録した。

 2/16 (木)

 特定テーマ型研修・インターンシップ型研修のページ内容の更新を行った。

ポータルサイトの運営／維持・管理
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街元気サイトの主な保守・運用実施内容

 2/17 (金)

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 2/20 (月)

 マチイベデータを2件登録した。

 2/22 (水)

 マチイベデータを4件登録した。

 2/24 (金)

 特定テーマ型研修（静岡県）のコンテンツを公開した。

 街元気サイト会員からの依頼内容、イベント、研修開催内容をメルマガで告知した。

 サイトの基盤ソフトウェアＪｏｏｍｌａ！のバージョンアップを実施した。

 外部へのリンクでのリンク切れの対処実施

 2/27 (月)

 マチイベデータを2件登録した。

 研修開催内容、サイトメンテナンスについてのお知らせをメルマガで告知した。

 2/28（火）

 特定テーマ型研修（沖縄市）の研修募集を終了した。

 3月の主な保守・運用実施内容

 特定テーマ研修募集の掲載

 リンク集のメニューからの削除

 みやま市コラムの掲載

 講義録掲載・事例集掲載

 中心市街地の統計掲載

 マチイベ2015年12/31日以前のデータ削除

ポータルサイトの運営／維持・管理
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無効メアド対策

登録会員の無効メアド対策

メルマガの送信時に、宛先不明で戻るメールが定常的に漸増しており、会員のメールアドレスの変更登録忘
れが一定数いることを想定し、登録変更を促すメッセージをTOP画面に表示した。

 1ヶ月程度の後、会員のログイン状況を確認したところ長期間ログインしていなかった会員のログインが散見
されたため、一定の掲載効果があったと思われる。

ポータルサイトの運営／維持・管理
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事業の広報および追加実施事項
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事業の広報

本事業の参加者を拡大するため、またサイトの存在を知ってもらうため、事業内容をPRするためのポスター
等を作成し、全国の自治体、商工会議所、まちづくり関係団体等に配布した。

青森県弘前市、山形県鶴岡市山王町から写真の提供を受け、ポスターに加工した後、依頼を受けた地域に
提供するとともにホームページに掲載した。

事業の広報および追加実施事項
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SNS広告の活用

SNSの広告活用について

毎月のアクセスログ集計の結果から、概ね3割程度のユーザがモバイル・タブレットを使用して街元気サイト
にアクセスしている。

TwitterやFacebookを活用して事業全般（研修・オープン会議・まちげんきフェスの募集等）やマチイベ登録
イベントのお知らせを実施。

研修・オープン会議・まちげんきフェスについては、街元気Facebookページへの
イベントとして登録。さらに、街元気サイトで募集を開始した際に、Twitterへの投稿によるお知らせと、
Facebookに近況として投稿を行った

Facebookの広告活用

Facebookの有償広告を利用してサイトの宣伝を実施し
た。

 「まちづくり」「中心市街地活性化」「都市計画」に関心を持つ
日本国内のユーザに対して広告が配信されるように設定。

 広告による投稿のリーチ（右図上の有料部分）の増加に伴っ
て、いいね（右下図のリアクション）が増加している。

事業の広報および追加実施事項
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はじめに 
 

１．この事例集について 

 

地域の経済や雇用、或いは生活を支える機能が集積する中心市街地は、地域にとって重要

な役割を担ってきた。しかし地方都市では、人口減少や高齢化などの構造的な要因による影

響や、小売の業態が著しく変化していく中、中心市街地の空洞化や衰退の進展が課題となっ

ている。 

このため中心市街地の活性化には、例えば、外国人観光客のインバウンド需要や、高齢者

等の健康長寿サービス需要、若年者・創業者のチャレンジによる新たな需要を取り込むなど

の、新たな取組にチャレンジすることが重要となっている。 

そこで、本事例集は、①観光振興、②既存事業強化、③新規事業創出、④ストック活用の

視点に着目し、新たな雇用や投資を喚起する、あるいは絶え間ない投資の好循環を生み出す

ことを目指して取り組んでいる事例を中心に取りまとめた。 

なお、中心市街地活性化をはじめとするまちづくりは、一朝一夕に成果が出るものではな

く、収集した事例の中でも、歴史文化などをうまく活かしながら相当の時間を有して下地を

つくったことが功を奏して、取組がうまくいった事例や、時勢をよく読みそれをうまく掴ん

だことでうまくいった事例など、地域によってバックグラウンドやタイムスケールは様々

である。他地域における好事例を参考にしながら、地域のおかれた環境や資源を踏まえ、ス

ピード感を持って、時にはじっくりと、まちづくりに取り組むことが重要である。 

本事例集から、それぞれの地域の課題解決に向けた着眼点や、その課題解決に向けたプロ

セスや仕掛けを知ることによって、自ら地域の取組の更なるブラッシュアップ、自らの地域

の課題解決に向けたヒントを見いだしていただく参考となれば幸いである。  
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２．掲載事例について 

 

本事例集では、新たな雇用や投資を喚起する、あるいは絶え間ない投資の好循環を生み出

すことを目指して取り組んでいる事例を、その“ねらい”として「既存産業の活性化」と「新

規産業の創出」の観点から、“手段”として「拠点・空間づくり」と「仕組みづくり」の観

点から大別した。 

このような枠組みのもと、「観光振興×まちづくり」、「既存事業強化×まちづくり」、「新

規事業創出×まちづくり」、「ストック活用×まちづくり」という項目ごとに、課題解決の着

眼点が異なる事例を抽出した。 

 

本事例集でとりあげた対象事例の位置づけ 

 

 
 

  

 回遊拠点の整備
• 川越市「小江戸ブランドを活かした
まちづくり」

 回遊環境の整備
• 高山市「外国人おもてなしエリアの
整備」

 消費拠点施設の整備
• 富良野市｢フラノマルシェ」

①観光振興×まちづくり

 中小空きビル・空き店舗の活用
• 山形市「産学官金連携によるエリ
アリノベーション」

 空き地・低未利用地の活用
• 八戸市「「はっち」を中心としたまち
づくり」

 大型店撤退スペースの活用
• 鹿児島市「マルヤガーデンズ」

④ストック活用×まちづくり

主な手段

主
な
ね
ら
い

既存産業の活性化

新規産業の創出

仕
組
み
づ
く
り
（
ソ
フ
ト
）

拠
点
・
空
間
づ
く
り
（
ハ
ー
ド
）

 食産業との連携
• 新潟市「にいがた食の陣」

 モノづくり産業との連携
• 台東区「台東モノマチ・台東デザイ
ナーズビレッジ」

 商店街の活性化
• 岡崎市「まちゼミを通じた事業者の
意識改革」

②既存事業強化×まちづくり

 インキュベーション
• 青森市「パサージュ広場」

 ソーシャルビジネス支援
• 横浜市「mass×mass関内フュー
チャーセンター」

 情報産業の振興
• 米子市「米子コンテンツビジネス
パーク」

③新規事業創出×まちづくり
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具体的な事例は下記の通りである。 

なお、実際は、ストック活用による既存事業強化や、地域産業を活かした観光振興など、

着眼点が重複するものもあるが、今回は特に着目したい点から事例を分類している。 

 

■「観光振興×まちづくり」 

“既存産業の活性化”に向けた“拠点・空間づくり”の取組として、近年、注力されている観

光振興に焦点をあてた。回遊拠点の整備、回遊環境の整備、消費拠点の整備といったまちなかの

空間整備をとりあげ、観光客の誘導や消費の促進等につながった以下の事例を対象とした。 

 回遊拠点の整備（埼玉県川越市：小江戸ブランドを活かしたまちづくり） 

 回遊環境の整備（岐阜県高山市：外国人おもてなしエリアの整備） 

 消費拠点の整備（北海道富良野市：フラノマルシェ） 

 

■「既存事業強化×まちづくり」 

“既存産業の活性化”に向けた“仕組みづくり”の取組として、食産業との連携、モノづくり

産業との連携、商店街の活性化をとりあげ、イベント運営や、まちゼミなどといったまちなかで

の活動によって地域のブランド力向上や既存事業の収益力向上等につながった以下の事例を対

象とした。 

 食産業との連携（新潟県新潟市：にいがた食の陣） 

 モノづくり産業との連携（東京都台東区：台東モノマチ、台東デザイナーズビレッジ） 

 商店街の活性化（愛知県岡崎市：まちゼミを通じた事業者の意識改革） 

 

■「新規事業創出×まちづくり」 

“新規産業の創出”に向けた“仕組みづくり”の取組として、インキュベーション、ソーシャ

ルビジネスの支援、情報産業の振興をとりあげ、起業化支援、人材育成等の手法によって地域に

新しい事業の種を生み出すことにつながった以下の事例を対象とした。 

 インキュベーション（青森県青森市：パサージュ広場） 

 ソーシャルビジネスの支援（神奈川県横浜市：mass×mass関内フューチャーセンター） 

 情報産業の振興（鳥取県米子市：よなごコンテンツビジネスパーク） 

 

■「ストック活用×まちづくり」 

“新規産業の創出”に向けた“拠点・空間づくり”の取組として、中小の空きビル・空き店舗、

空き地・低未利用地の活用、さらには大型店撤退スペースの活用をとりあげ、まちなか空間の整

備・活用によって、地域の場の魅力を高め、次の事業展開のきっかけにつながった以下の事例を

対象とした。 

 空きビル・空店舗の活用（山形県山形市：産学官金連携によるエリアリノベーション） 

 空き地・低未利用地の活用（青森県八戸市：「はっち」を中心としたまちづくり） 

 大型店撤退スペースの活用（鹿児島県鹿児島市：マルヤガーデンズ） 
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３．先行事例に学ぶべき成功要因 

 

本事例集でとりあげた事例は、それぞれ各地域固有の状況のもとで成り立っており、当然

のことながら、そのまま他地域に横展開できるものではない。参照に当たっては、その事例

の具体化にあたっての着眼点や、具体化のプロセスやシステムから学ぶことが大切である。 

このような観点から各地域が自らの地域の取組を検討する上でヒントになると考えられ

る点を抽出し、以下の視点から TIPS（事例活用の秘訣）として整理した。 

 

 Theme（テーマ）： 

どのような点に着目して課題を解決しようとしたか。 

 Idea（アイデア）： 

課題を解決するために、どのような取組を構想したか。 

 Process（実現プロセス）： 

実現に向けて、どのようなプロセスで取組を推進したか。 

 System（実施体制・運営）： 

持続的な取組に向けて、どのような実施体制や、事業スキームのもとで運営を行

ったか。 
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第 1 章 観光振興×まちづくり 
 

1-1 回遊拠点の整備（埼玉県川越市：小江戸ブランドを活かしたまちづくり） 

1-2 回遊環境の整備（岐阜県高山市：外国人おもてなしエリアの整備） 

1-3 消費拠点の整備（北海道富良野市：フラノマルシェ） 

1-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 
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観光振興×まちづくり 

1-1 回遊拠点の整備（埼玉県川越市：小江戸ブランドを活かしたまちづくり） 

 
川越市の中心市街地は、古くから「小江戸」と称され、東京方面より多くの小旅行者が

訪れていた。しかし、交流人口の増加に対して小売販売額は停滞しており、さらに滞在時

間の短さも課題であった。 

そこで、観光協会は川越産品のブランド認定を開始し、消費喚起を推進。そして、自治

体は滞在時間の延長という課題に対し、縦長の中心市街地を南北に分断している結節地域

に、新たな回遊拠点「小江戸蔵里（くらり）」を整備した。 

また、「小江戸蔵里」を運営する株式会社まちづくり川越は、小江戸蔵里でのブランド

認定品の販売や各種イベント企画、観光案内所の運営等の取組を通じて、まちの様々な関

係者間の結節点としての役割を担っている。 
 

【本事例のポイント】 

 ブランド認定により全国的なＰＲをすることで、地元事業者の意欲を向上、集客力を向上 

 分断された 2地域の結節地域に、既存ストックを最大限活用したまちなか拠点を整備 

 ブランド認定とまちなか拠点の相乗効果により、域外需要を取り込む 

  

 

 

 
 

 
地場産業、観光、歴史文化などが集うまちのハブ拠点「小江戸蔵里」 

住民・観光客のまちなか回遊の向上 

小江戸川越ブランドの浸透と地域産業競争力の強化 

 

株式会社 まちづくり川越

地元事業者
（商業・農業・工業全般）

産業観光館管理運営
事業（鏡山酒造跡地）
による指定管理者指定

川越市

川越ブランドに足る
商品を開発

川越産品

小江戸川越
ブランド産品認定
（川越セレクション）

出品

地域創造支援事業
（鏡山酒造跡地）

小江戸蔵里

場の提供、
販売

訪問、購入

連携

まちなか拠点形成を主導
民による拠点運営を

サポート

川越ブランドを
確立・促進

まちなか拠点運営を
テコとした、

まちづくりを推進

公益社団法人 小江戸川越観光協会

小江戸川越ブランド産品事業

オリジナル商品の出品

住民

観光客
（国内外）

商店街

回遊

観光案内所運営 等

小江戸蔵里をハブに
北へ南へまちを回遊

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

＜川越市の概要＞ 

川越市は埼玉県南西部に位置する人口約

35 万人（平成 29 年 3 月時点）の都市であ

る。都心まで約 30km、電車で約 30 分であ

り、今ではベッドタウンでもあるが、江戸時

代以降、交通・流通の要衝となる城下町とし

て発展してきた歴史ある都市である。 

都市近郊農業、交通の便を活かした流通業、

商工業、そして広く知られている“蔵造りの

町並み”等を資源とする観光等、充実した都

市機能を有している。 

また、江戸文化や昔からの歴史的資源が色

濃く残っていることから、「小江戸」とも呼ば

れている。 

 

川越市の位置 

出所）川越市中心市街地活性化協議会ＨＰ 

 

＜南北の分断＞ 

川越市の中心市街地の区域は、多くの買い

物客が集まる南部地域（クレアモール商店街

等）と、歴史的な蔵造りの町並みを有し多く

の観光客が訪れる北部地域（一番街商店街等）

からなる。 

しかし、南部地域と北部地域が 1～2km 離

れているためにまちが分断され、住民や観光

客が回遊しにくいという課題があった。これ

は、中心市街地の各地点で行われた歩行者・

自転車通行量の調査結果にも如実に現れてい

る。 

川越市の中心市街地 

（南（赤線）と北（青線）との回遊が課題） 

 
出所）川越市中心市街地活性化協議会ＨＰ 

 

＜小売販売の冷え込み＞ 

中心市街地における小売販売の実態に着目

する。商業統計調査によると、平成 9 年度か

ら平成 19 年度の 10 年間で、川越市中心市

街地の年間小売販売額は▲２３.５%と経済

が衰退しつつあった（市全体も▲１２.６%と

同じ傾向）。1 次、2 次産業の停滞もその一要

因となっていると推察され、地場産業全体を

みた根本的な立て直し策が求められる状況に

あった。 

 

◇「小江戸蔵里」の位置づけ 

＜小江戸蔵里の整備＞ 

川越市では、南部地域と北部地域を結節す

ることで来街者の回遊性を向上させることが

課題となった。他方、もともと南部地域と北

部地域に挟まれたエリアに立地する鏡山酒造

跡地の有効活用が課題となっていたところ、

この２つの課題を同時に解決できる手法とし

て、跡地に、飲食、物販、観光案内、イベント

スペース等の多様なサービス機能を有する施

北部：歴史・文化的地域
蔵造りの町並み
一番街商店街 等

南部：商業・業務集積地域
クレアモール商店街 等

両地域の結節地域
小江戸蔵里 等
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設を整備することとなった。 

こうして整備された施設が、「小江戸蔵里

（くらり）」である。 

 

＜小江戸蔵里の運営＞ 

小江戸蔵里の運営は、川越市からの指定管

理者として「株式会社まちづくり川越」が担

うことになった（平成 22～31 年度の 10 年

間の事業期間）。 

同社は、中心市街地活性化を図ることを目

的として平成 20 年 3 月に設立された会社で

あり、小江戸蔵里の運営の他、川越産品販売

や食の提供、イベントの実施、観光案内所の

運営等以下の４つの指定管理業務を行ってい

る。 

 

① 地域ではぐくまれた食及び地域の特産

物の提供 

② 市民の文化活動の場の提供 

③ 地域の情報の発信 

④ 産業観光館（小江戸蔵里）の管理運営 

 

同社は、これら 4 つの業務を通じ、小江戸

蔵里を、住民、観光客、買物客等が広く立ち寄

るような施設として運営することにより、中

心市街地の回遊性を高め、さらに、飲食・物販

を通じた地場産の食材等の消費促進・需要喚

起を通じ、農業をはじめとする地域産業の振

興を図ることを目指している。 

 

◇川越ブランドの確立の動き 

昔から、商業のまち、ものづくりのまちと

して発展してきた川越には、優れた素材や製

法、技術などを活かした川越らしい本物にこ

だわった魅力ある産品が数多くみられる。特

に、多種多様な製法で作られた芋菓子が有名

である。併せて、地域でとれる食材等を活か

した地域産品の開発、向上及び普及が図られ、

川越市の産業振興に大きく寄与してきた。 

こうした背景のもと、「公益社団法人小江戸

川越観光協会」は、新しい川越の産業振興、地

域経済の活性化のために商業・農業・工業の

全般にわたり、全国に誇れる川越産品のブラ

ンド化に向けた検討を行った。検討に当たっ

ては市民の声にも耳を傾けることに留意した。 

結果、同協会は「地域ブランド品認定制度」

を確立。平成１７年度から認定を開始し、全

国にアピールすることにより川越産品の認知

度向上を進めてきた。 

また、平成２６年度の申請からは、より親

しみやすいように「川越セレクション」とし、

ブランドマークもリニューアルされた。 

 

ブランドマーク 

出所）（公社）小江戸川越観光協会 HP 

 

ブランド認定の対象となる商品は、小江戸

川越ならではの素材、製法、技術、商法等を用

いたもの、川越地域内において生産、製造、加

工等されたものであり、毎年度、募集期間中

に申請があった商品について消費者団体、学

識経験者等からなる審査委員会を経て認定さ

れることになる。 

平成２６年度以降、川越セレクションとし

て認定された商品は、菓子類、酒類、調味料、

農産物、民工芸品など３６点。 

また、小江戸蔵里を運営する（株）まちづく

り川越でも、オリジナル商品開発にも取り組

んでおり、地域事業者等の協業を図っている。 

このように開発された商品は、小江戸蔵里

でも取り扱われており、川越製品のラインナ

ップは約 700 点にも及ぶ。 
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２．柱となる取組 

◇小江戸蔵里 

開設時期 平成 22 年 10 月 

事業概要  地域食材や特産品を提供する飲食・物販施設、観光案内コーナー、市民活動の拠点とな

るギャラリーや会議室を備えた施設。 

 中心市街地活性化基本計画の基本方針である「魅力あるまちなみづくり」、「にぎわいの

創出」に寄与し、中心市街地活性化に必要な施設。 

事業主体  川越市、株式会社まちづくり川越（指定管理者） 

施設構成 主要施設の構成 
施設の名称 面積（m2） 構造 導入機能 

明治蔵 

大正蔵 

昭和蔵 

419 

305 

232 

木造平屋建て 
 飲食施設、物販施設、観光案内コーナー、 

屋内イベントスペース（飲食施設との兼用可）、トイレ 

展示蔵 278 木造平屋建て  会議室、事務所、トイレ、ギャラリー 

広場 500 ―  イベント用広場 

出所）川越市ホームページ 

主要施設の配置 

 
出所）小江戸蔵里ホームページ 

 

◇小江戸川越ブランド産品事業 

開始時期 平成 17 年度 

事業主体  公益社団法人小江戸川越観光協会 

事業目的  小江戸川越の優れた素材、技術などを活かし、川越らしい本物にこだわった魅力ある地

域産品を、小江戸川越のブランド品として全国にアピールすることで、川越全体のイメ

ージを高め、地域産品の向上及び普及を図り、併せて新たな地域産品の開発を促し、も

って川越市の産業の振興、発展に寄与すること。 

対象商品  小江戸川越ならではの素材、製法、技術、商法等を用いたもの 

 川越地域内において生産、製造、加工等されたもの 

※消費者団体、学識経験者並びに事業委員会委員等幅広い層から会長が指名した者からな

る審査会で通過することが条件となる。 

小江戸川越

ブランド産

品の取扱い 

 審査の結果、小江戸川越ブランド産品として相応しいと認めた場合には、認定証が交付

される（有効期限は、認定日から 2 年後の年度末まで）。 

 認定を受けた商品は、ホームページ等に掲載し PR される。 

 認定を受けた商品は、小江戸川越ブランド産品を表す「ブランドシール」を購入し貼り

付けて販売することができる。 

出所）公益社団法人小江戸川越観光協会 ホームページ 
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３．取組の成果 

◇地場産業、観光、歴史文化などが集うまち

のハブ拠点としての「小江戸蔵里」 

中心市街地の真ん中に位置し、地場産品・

食の開発・販売や地域のイベント等の場とし

て機能することにより、結果的に様々なまち

の関係者が集い、交流する結節拠点となって

いる。また、残っていた施設を活用すること

により、川越の町並みや歴史文化等に調和し

た付加価値の高い空間を演出している。 

 

◇住民・観光客のまちなか回遊の向上 

南部地域と北部地域の結節地点にまちな

か拠点である小江戸蔵里を据えたことによ

り、南部地域・北部地域間での回遊性の向上

がみられるようになった。この成果は、以下

の通り、数値実績としても現れている。 

例えば、平日の歩行者・自転車通行量をみ

ると、平成 19 年時点で 70,420 人であっ

たところ、平成 26 年には 83,920 人とな

った。休日も同様に大きく改善した。 

また、滞在時間半日以上の観光客割合を

みると、平成 17 年時点で 51.6％であった

ところ、平成 25 年には 55.4％と改善し

た。 

 

蔵造りの町並み 

 

 

 

◇小江戸川越ブランドの浸透と地域産業競争

力の強化 

川越は、古くから伝統的な蔵造りを活かし

た商店街の再生に取り組み、マンション開発

から町並みを守るなどのまちづくりを着実に

進めてきている。こうした取組が、市外の人

に評価され、ドラマのロケ地に使われたり、

まちなみ等がメディアに取り上げられたりす

ることとなった。また、地域の人が、地域の価

値を再認識し、観光地としてのまちづくりを

進めるなど、さらなる取組が生まれ、時間を

かけて小江戸川越としてのブランドが確立さ

れた。 

今では、小江戸川越ブランドは、首都圏の

みならず各方面にも浸透している。特に、株

式会社協同商事のビール事業部門であるコエ

ドブルワリーが手がける「ＣOEDO ビール」

は、海外でも評価される商品ブランドとして

確立されている。 

また、（公社）小江戸川越観光協会が音頭を

取り、（株）まちづくり川越の協力により、地

域事業者等がブランド認定を目指し、商品の

ブラッシュアップやサプライチェーン構築・

地域内連携を図ること等により、広く地域産

業競争力の強化にもつながっていると考えら

れる。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

小江戸蔵里を活用した中心市街地活性化事

業を計画したのは、「川越市」である。「地域創

造支援事業（鏡山酒造跡地）」で小江戸蔵里の

ハード整備（外観）を行い、「産業観光館管理

運営事業（鏡山酒造跡地）」で（株）まちづく

り川越が内装を整備し、事業を通じ、小江戸

蔵里の運営体制確立を支援した。 

また、小江戸川越ブランド確立の立案者は、

「（公社）小江戸川越観光協会」である。  
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◇事業推進主体 

小江戸蔵里での各種事業を推進する主体は、

指定管理者である「（株）まちづくり川越」で

ある。 

小江戸川越ブランドの事業推進主体は「（公

社）小江戸川越観光協会」である。平成 17 年

に、地域ブランド品認定制度を確立して、川

越産品の認知度向上を図るなど貢献し、平成

26 年にはブランド名称を「川越セレクショ

ン」と刷新し、オリジナル商品開発にも注力

している。また、鉄道会社等とも連携して、川

越市の観光プロモーションを推進している。 
 
 

小江戸蔵里（外観、室内） 

 
 

 

 

 

 

 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇ブランド認定により全国的なＰＲをするこ

とで、地元事業者の意欲を向上、集客力も向

上 

川越らしい本物にこだわった魅力ある地域

産品を、小江戸川越のブランド品として全国

にアピールし、川越全体のイメージを高める

ことについて検討がなされ、地域ブランドが

確立された。 

全国にその名が通るようになったことから、

地元事業者としてもそのブランドバリューに

乗じたいという想いが芽生え、自ずとより良

い商品づくりを目指そうという気運が醸成さ

れている。結果として地元事業者の業績の底

上げにつながるという好循環を生み出してい

る。 

なお、（株）まちづくり川越がオリジナル商

品開発を行う際には、地域において入念な類

似商品調査を行うこととしており、既存事業

者の事業との棲み分けを図るなど、協調に努

めている。 
 

◇分断された 2 地域の結節地域に、既存スト

ックを最大限活用したまちなか拠点を整備 

これまで人通りの少なかった空白地におい

て、鏡山酒造跡地とそこに当時から残ってい

た建物を有効活用して、まちなか拠点を整備

することで、住民、観光客の別により、拡がり

を持った回遊がみられるようになった。この

ことで、まちでの滞在時間も伸びるようにな

った。 
 

◇ブランド認定とまちなか拠点の相乗効果に

より、域外需要を取り込む 

小江戸蔵里を運営する（株）まちづくり川

越は、観光案内所の運営事業も担っている。 

小江戸川越ブランド力による来街者を、「川

越セレクション」を取り扱っている小江戸蔵

里に誘導するなどにより、来街者の消費を喚

起することができる。 
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小江戸川越ブランドを認定し、鉄道会社等

とも連携して川越市全体の観光プロモーショ

ンを推進している（公社）小江戸川越観光協

会も、観光拠点として小江戸蔵里の PR に注

力している。 

今後、小江戸蔵里の収益をテコとして、川

越のまちづくりに資する取組を更に推進する

こととしている。 

 

小江戸ブランドを活かしたまちづくり 

 

  

成功要因と示唆

•ブランド認定により全
国的なＰＲをすること
で、地元事業者の意
欲を向上、集客力を
向上

 川越での地域ブ
ランドの確立

 地元事業者にお
ける良い商品づく
りを目指そうとい
う機運の醸成

•分断された2地域の結

節地域に、既存ストッ
クを最大限活用したま
ちなか拠点を整備

•ブランド認定とまちな
か拠点の相乗効果に
より、域外需要を取り
込む

取組の背景

•小江戸のまち川越
江戸時代以降、交
通・流通の要衝とな
る城下町として発
展。

•中心市街地の
南北での分断
観光客の訪れる北
部地域と、買い物
客が集まる南部地
域が分断。

•小売販売冷え込み

取組の位置づけ

•北部・南部地域間
の回遊性向上が課
題→中間エリアに

鏡山酒造跡地の存
在

•地場産業全体の底
上げが課題→川越
ブランド確立の動き

↓

• 「小江戸蔵里（くら
り）」の整備

• 「川越セレクション」
の販売

取組概要

• 「小江戸蔵里」
土産物屋の運営
飲食店舗
貸し会議室

•小江戸川越ブラン
ド産品事業
川越らしい本物に
こだわった地域産
品のブランド化

川越全体のイメー
ジ向上

川越市の産業の振
興・発展に寄与

成果

•地場産業、観光、
歴史文化などが集
うまちのハブ拠点と
しての「小江戸蔵
里」に

•住民・観光客のま
ちなか回遊の向上
平日の歩行者・自
転車通行量：
70,420人（H19）
→83,920人（H26）

滞在時間：
51.6％（H17）
→55.4％（H25）

•小江戸川越ブラン
ドの浸透と地域産
業競争力の強化
COEDOビール等

実施体制とキーパーソン

•計画策定： 小江戸蔵里を活用したまちなか活性化事業の推進：川越市
小江戸川越ブランド確立の立案：公益社団法人小江戸川越観光協会

•事業推進： 株式会社まちづくり川越、公益社団法人小江戸川越観光協会
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観光振興×まちづくり 

1-2 回遊環境の整備（岐阜県高山市：外国人おもてなしエリアの整備） 
 

 

高山市は、「飛騨の小京都」と呼ばれる古いまちなみや文化、また豊かな自然を有しており、

多くの地域資源を有する地域である。昭和 60 年代から、国際観光に取り組み、国内観光客の減

少・日帰り化が進む中で観光消費を維持するなど、着実に成果をあげ、平成 28 年には外国人の

観光客宿泊数が 46 万人に達し、大きな経済効果をもたらしている。 

まちづくりの面では、Wi-Fi の整備や多言語対応、街路のバリアフリー化など環境整備に取組

む一方で、古いまちなみのある地区以外への観光客の回遊と消費の取り込みが課題となってい

る状況であり、観光客の回遊性を高める仕掛けとして、商店街による「免税手続カウンター」の

設置、まちづくり会社による「外国人対応おもてなし拠点」の整備など、新しい取組が行われて

いる。 

 

【本事例のポイント】 

 データに基づくまちなかの環境整備 

 地域プレイヤーの主体性を引き出し、取組を伸ばす風土 

 おもてなし拠点等による外国人観光客が歩きたくなる仕掛けづくり 

  

 

  

 
宿泊客増・消費額増による外貨の獲得 

我が国観光地として国内外からの高い評価 

まちなかへの面的展開 

 

高山市
WiFi等環境整備

環境整備
広報活動

広報活動

誘致活動

受入環境の整備
基礎データの把握・提供

高山商工会議所
飛騨高山国際誘客協議会
飛騨高山観光コンベンション協会

㈱まちづくり飛騨高山
商店街振興組合 観光客

（特にインバウンド ）

商品・サービス

対価

広報・トップセールス

連携

経済産業省
国土交通省

補助事業

民間事業者
施設整備、多言語メニューの

提供 等

支援

MICE誘致

観光客誘致

EaTown/ゲストハウス

免税カウンター

海外旅行事業者

ブロガー
新聞、専門誌、TV等の

メディア

ツアー造成

自主的に事業機会を探索

SNSによる情報発信

回遊環境の整備を推進

民間の視点に立った
誘致活動を展開

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

高山市における国際観光地としての取組は、

昭和 45 年に旧国鉄がディスカバー・ジャパ

ンを開始した時に、対象地域として、高山が

倉敷、萩・津和野とともに選ばれたことに端

を発している。当時、60 万人だった観光客が

一気に 100 万人を超えることとなった。 

昭和 61 年には、高山市が国際観光モデル

地域に指定され、取組が一層本格化した。 

当時、運輸省が東京、名古屋、大阪以外の観

光ルートとして、高山－松本―金沢ルートの

形成をめざしたことをきっかけに国際化、多

言語サービスへと展開した。 

外国人観光客は平成初頭の円高の進行に伴

い、いったん減少したが、その後平成８年か

ら飛騨高山観光協会、高山商工会議所などの

民間団体を中心に設立した協議会のもとでア

ジア戦略を実施し、台北の旅行博に出展した

ことをきっかけに増加に転じた。 

平成 15 年には、政府のビジットジャパン

キャンペーンが開始され、国として観光政策

が強化される中で、アジア諸国のほか世界各

国から観光客を積極的に誘致するため、協議

会組織を「飛騨高山国際誘客協議会」に再編、

強化し、現在に至っている。 

 

◇「外国人おもてなしエリア」の位置づけ 

観光は高山市の基幹産業であり、主要な政

策課題として、官民が連携して振興に取り組

んでいる。 

外国人観光（インバウンド観光）に関する

直近の行政計画としては、平成 27 年に、海

外からの誘客や海外への地場産品の販売、海

外との交流を一体的に進めるとともに飛騨高

山ブランドを広く PR し、地域力の向上を図

る「高山市海外戦略」が策定されている（平成

27 年度から平成 31 年度までの 5 年間が計

画期間）。 

また、まちづくりの面では、高山市中心市

街地活性化基本計画による取組により、「外国

人おもてなしエリア」（下図参照）の形成に向

けて、「免税手続カウンター」「EaTown 飛騨

高山（外国人対応おもてなし拠点）」の整備等

が推進され、古い町家をリノベーションによ

り「体験交流型ゲストハウス」として整備す

る計画も進行中である。 

 

高山市中心市街地と「外国人おもてなしエリア」 

 
出所）高山市「ぶらり散策マップ」（部分）をもとに作成  

外国人おもてなし

エリア 
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２．柱となる取組 

◇多言語のポータルサイト・パンフレットによる情報発信と誘致活動の展開 

事業主体 高山市（情報発信、誘致活動）、飛騨高山国際誘客協議会（誘致活動） 

情報発信の

概要 

 多言語パンフレット「ぶらり散策マップ」の作成、配布。観光パンフレットは 2 種類 7

言語、散策マップ 10 言語 

 多言語ホームページ運営 11 言語、近隣観光地をトップページで紹介（外国人観光客の

視点にたって紹介） 

 SNS（フェイスブック、微博）活用 

誘致活動の

概要 

 トップセールス 

 海外旅行博・見本市への参加 

 海外メディア・旅行会社・航空会社等への PR、ブロガーの招聘等 

備考  パンフレット等印刷物の多言語化にあたっては基本のレイアウトを活用し、言語表記の

み多言語化するなど、費用を低減する工夫を実施。 

 
多言語パンフレット 

 
2種類 7言語のパンフレットを提供 

多言語ホームページ 

 
11言語で情報を提供 

出所）高山市資料 

 

◇外国人観光客向け無料公衆無線 LAN 環境（Wi-Fi 環境）の整備 

事業主体 高山市、民間事業者 Wi-Fiの利用可能エリア 

 
出所）高山市資料 

 

事業時期 平成 26 年度～ 

事業概要  高山市による整備：H26 年度 13 基、

H27 年度 10 基、H28 年度 9 基 

 民間事業者の整備促進：宿泊施設、飲

食店、小売店、観光施設、駅・バスセ

ンター等 

 

整備手法  高山市は、飛騨高山ケーブルネットワ

ークの光回線、公衆無線 LAN 設備を

活用して整備。民間事業者は通信事業

者のサービスを活用 

 

備考  利用者数 33,534 人、91.9 人/日

（H28.1-12） 
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◇サイン等の受入環境の整備 

事業主体 高山市 

事業概要  多言語案内表示 40 箇所（日本語、英語、中国語、韓国語） 

 特例通訳案内士の育成・確保（地域で 34 名、うち中心市街地に 26 名） 

 外国人観光客への販売促進 

事業手法  バリアフリーのまちづくりの一環として展開 

 観光庁事業「訪日外国人旅行者の受入環境整備事業」を活用 

  

  
出所）高山市資料 

 

◇外国人おもてなしエリアの整備 

事業主体 高山本町三丁目商店街振興組合（免税手続カウンター）、株式会社まちづくり飛騨高山

（EaTown 飛騨高山ゲストハウス） 

事業概要  免税手続カウンター（平成 28 年 1 月～） 

 商店街が単独で免税手続カウンターを設置した全国初の事例 

 EaTown 飛騨高山（外国人対応おもてなし拠点）（平成 29 年 4 月オープン予定） 

 建設地：本町３丁目地内（旧月極め駐車場） 

 建物概要：木造平屋建て、建築面積 421.34 ㎡、延べ面積 397.42 ㎡ 

 機能構成：小規模店舗（10 ㎡程度／店）15 店舗程度、中央に飲食用テーブル等

を配置し、フードコートの要素を盛り込む。 

 周辺環境に配慮した施設設計としているほか、ごみ処理は、まちづくり会社が一括

収集し処理を行う。 

 飲食店については、地域産品を利用した商品を１品以上提供する店舗とする。 

 体験交流型ゲストハウス 

 リノベーションによる整備を検討中 

事業手法  EaTown 飛騨高山については、観光客の増加で高まる飲食へのニーズを、まちなかで

取り込むために実施するもの。 

 

EaTown飛騨高山内観 

 
 

外国人おもてなしエリア 

 
出所）高山市資料 

 

免税手続きカウンター 
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３．取組の成果 

◇宿泊客増・消費額増による外貨の獲得 

高山市では、平成 15 年に設立された飛騨

高山国際誘客協議会の海外プロモーション活

動等を通じて着実に外国人の観光入込客を増

加させてきた。 

協議会の設立当初から平成 19 年までの期

間は、アジアを中心にプロモーションを実施

し、観光入込客が全体としては減少傾向を示

す中で外国人観光客は増加傾向を示した。 

東日本大震災が生じた平成 23 年以降は、

ヨーロッパ等でのプロモーションも活発にす

る中で、平成 23 年の 9 万 5,000 人から平

成 28 年の 46 万人まで外国人観光客が急速

に増え、観光客全体も増加に転じた。 

平成 27 年宿泊旅行統計調査（観光庁）に

よれば、全国の外国人観光客の割合が欧米豪

15％、アジア圏 75％（中国 27％、台湾 17％、

香港 8％）であるのに対し、高山市の平成 27

年観光統計結果によれば、欧米豪 30％、アジ

ア圏56％（台湾20%、香港10%、タイ8%、

中国 5%等）となっていることからも、ヨー

ロッパ等に向けたプロモーションの効果が確

認される。 

また、高山市の平成 27 年統計結果によれ

ば、高山市の市内観光消費額は約 820 億円、

これに伴う生産誘発効果は約 1,813 億円と

推計され、外国人観光客は宿泊客が多いこと

から、生産誘発にも大きな効果があると考え

られる。 

 

図表 観光客数の推移 

 
出所）高山市資料 

 

◇我が国観光地として国内外からの高い評価 

高い実績を上げている高山市の外国人観光

客誘致の取組は、国内外で高い評価を受けて

いる。 

国内では、平成 24 年に観光庁長官賞を受

賞し、平成 28 年には飛騨高山国際誘客協議

会による「官民協働での外国人観光客の誘致・

受入」が「第 2 回ジャパン・ツーリズム。・ア

ワード」大賞を受賞している。 

海外でも平成 19 年度の日本に関する実用

旅行ガイド「MICHELIN Voyager Pratique 

Japon」において「必ず訪れるべき観光地」

として最高の 3 つ星評価を獲得、平成 21 年

の『ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン

2009』でも「わざわざ旅行する価値のある観

光地」として、最高の３つ星評価を得ている。 

こうした国内外における高い評価が、新た

な観光客が訪れる要因になっていると考えら

れる。 

高山市を訪れる外国人観光客 

 
出所）ツーリズムＥＸＰＯジャパン推進室広報資料 

 

◇まちなかへの面的展開 

近年の成果は、こうした外国人観光客誘致

の取組が定着し、先述の「免税手続カウンタ

ー」や「外国人対応おもてなし拠点」の整備に

示されるように、外国人対応の面的拡大の機

運が高まってきたことである。 

こうした面的拡大に向けた取組は、事業機

会を認識した個別事業者に支えられており、

今後の展開が期待されている。 
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４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

高山市 

飛騨高山誘客協議会等の民間団体 

 

◇事業推進主体 

高山市は面積の約９割を森林が占め、農林

業が盛んに行われてきたが、以前から官民連

携で観光に取り組み、国のモデル事業の指定

等を勝ち取ってきた。 

市の観光振興は、商工観光部が所管してい

たが、平成 23 年に海外観光客を所管する部

門（海外戦略室）を設置し外国人観光に注力

する体制を確立している。 

民間サイドでは、飛騨高山観光協会、高山

商工会議所などが主体となり、平成 11 年「飛

騨・高山コンベンションビューロー」、平成 12

年、台湾からの観光客誘致を目的とする「高

台誘客推進協議会」を設立、市と連携して誘

致活動を展開。その後、平成 15 年には、協

議会メンバーをホテル、企業、金融機関等を

含めて拡大し、「飛騨高山国際誘客協議会」に

再編した。 

平成 27 年からは、株式会社まちづくり飛

騨高山がまちの活性化のひとつの取組として、

観光・交流拠点の整備を行うなど、観光をま

ちづくりに活かす体制が確立された。 

 

◇キーパーソン 

取組の実現のキーパーソンとしては、まず

國島芳明市長があげられる。率先してトップ

セールスに取り組み、国内外のネットワーク

作りに大きな成果をあげてきた。また、実務

的には、市長のもとで、清水孝司商工観光部

長、田中明ブランド・海外戦略部長が連携を

図りつつ補佐している。 

民間サイドの取組については、堀泰則氏の

存在が大きい。堀氏は商工会議所副会頭、飛

騨高山国際誘客協議会会長、（一社）飛騨・高

山観光コンベンション協会会長、（株）まちづ

くり飛騨高山代表取締副社長を兼務しており、

各機関の連携など、外国人観光の振興とまち

づくりの推進に向けた民間サイドの取組を統

括しており、観光振興とまちづくりが一体と

なった取組をがスムーズに進められることが

強みとなっている。観光振興とまちづくりに

及ぶ大半の取組に携わってきたことについて、

「楽しんでやってきたから、苦労と感じたこ

とはない」と語る。 

こうした役所内のトップダウンと実務レベ

ルで観光部門、商業（まちづくり）部門の連携

がとれた体制、民間の観光・まちづくりリー

ダーによる意識・情報の共有がとれた体制と

が、まち全体を通した観光振興とまちづくり

の推進における連携に寄与している。 

 
第 2回ジャパン・ツーリズム・アワード大賞受賞 

 
http://travel.watch.impress.co.jp/docs/news/event/1022815.html 

注）左：國島市長、右：堀泰則氏 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇データに基づくまちなかの環境整備 

長年の歴史がある高山市の外国人観光に向

けた取組の特筆すべき特徴として、データに

基づいて効果的な施策を展開していることが

あげられる。 

例えば、観光統計、経済波及効果、外国人旅

行者アンケート等の情報が継続的に把握され

ている。こうしたデータの分析に基づき、観

光を取り巻く現状と課題が明確にされ、Wi-Fi

整備、英語メニューの普及をはじめとする効

果的な施策が実施されてきた。 
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全国に先駆けて導入を推進した Wi-Fi は、

登録者に訪問後のアンケートを実施し、外国

人の利用者情報や訪問前後の印象等を収集す

ることによって常時受入に係る改善の見直し

に利用をしている点にも注目したい。 

 

◇地域のプレイヤーの主体性を引き出し、取

組を伸ばす風土 

高山市における外国人観光の取組のもうひ

とつの特徴として、トップはもとより、個別

事業者が自ら事業機会を捉えて参画している

ことである。 

例えば、商店街単独では全国初の「免税手

続カウンター」は、商店街で薬局店を営む商

店主の主体的な取組によって実現されたもの

である。また、飲食店の外国語のメニュー表

示や、旅館等の宿泊施設での外国人へのおも

てなしなどの対応についても、押し付けでは

なく、事業機会を捉えて自発的に取り組む事

業者が多い。外国人がよく用いている旅行情

報サイト Trip Advisor で上位にランクされ

る店舗も出てきている。 

こうした取組を担う層の厚さが外国人観光

客の受入環境の充実につながっているものと

推察される。 

 

◇外国人観光客が歩きたくなる仕掛けづくり 

まちづくりの面では、「外国人おもてなしエ

リア」を設定し、観光客が少ないエリアに人

を誘導するため、免税手続カウンター、

EaTown（外国人観光客ふれあい拠点）、体験

交流型ゲストハウスなどの取組を集中的に展

開することによって、外国人観光客をひきつ

け、回遊範囲を拡大させるしかけ作りを戦略

的に展開している点に注目したい。 

まだ取組の初期段階であり、成果は今後に

待つ必要があるが、特定地区の集客力を周辺

地域の再生に活用するための有効なアプロー

チだといえよう。 

 

外国人観光客のおもてなしによるまちづくりの取組 

  

  

成功要因と示唆

•データに基づくまちな
かの環境整備

 アンケート調査等
を分析して、WiFi

に着目
 WiFi登録者から
の情報収集

•地域プレイヤーの主
体性を引き出し、取組
を伸ばす風土
 当初から官民連
携のもとで取組を
推進

 個別事業者が積
極的に参画

•おもてなし拠点等によ
る外国人観光客が歩
きたくなる仕掛けづく
り

 外国人観光客の
行動範囲拡大に
よる活性化を推
進

取組の背景

•平成初頭：観光客の
減少

• H15年以降、観光客
数減少、日帰り観光
化

•国際観光地域として
の実績

↓

• 外国人観光に対する
期待

取組の位置づけ

• S61国際観光モデル
地域指定

• H8外国語HP開設
• H11飛騨・高山コン
ベンションビューロー
設立

• H23高山市海外戦略
室を設置、H27ブラン
ド・海外戦略部、海外
戦略課設置

• H28 高山市「海外戦
略」策定

↓

• 主要事業
 情報発信
 受入環境整備
 公衆無線LANの
整備

 外国人観光客へ
の販売促進

 外国人おもてなし
エリアの整備

取組概要

• 情報発信
HP12ヶ国語、FB

観光パンフレット6ヶ国語
トップセールス、メディア招
聘等

• 受入環境整備
誘導案内40箇所（英語、繁
簡中国語、韓国語）

観光案内所（英語対応可
能）

ぶらり散策マップ11ヶ国語

• 公衆無線LANの整備
利用者数15,551人、51.2

人/日（H26.8-27.5）
観光情報受発信等に活用

• 外国人観光客への販
売促進
メニュー多言語化
消費税免税制度の活用
名産品ガイドブック

• 外国人おもてなしエリ
アの整備
EaTown飛騨高山の整備
免税手続カウンターの開設
体験交流型ゲストハウス

成果

• 外国人観光客増
 観光客数451万人

（H28速報）
 外国人観光客42万人

（H28）

• 大きい観光の経済波及
効果
 市内消費額820億円

（インバウンド分が
15%程度を占める）

 生産誘発効果1,578.8

億円（市内経済の約2

割）

•受賞
 H24観光庁長官表彰
 H28「第2回ジャパン・

ツーリズム・アワード」
大賞

実施体制とキーパーソン
• 計画策定：民間＋高山市
• 事業推進：高山市、高山商工会議所、飛騨高山国際誘客協議会、(一社)飛騨・高山観光コンベンション協会、

㈱まちづくり飛騨高山、商店街振興組合
キーパーソン：國島芳明（高山市長）、清水孝司氏（高山市商工観光部長）、田中明氏（高山市ブランド・海外戦略

部長）
堀泰則氏（ (一社)飛騨・高山観光コンベンション協会会長、高山商工会議所副会頭）
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観光振興×まちづくり 

1-3 消費拠点の整備（北海道富良野市：フラノマルシェ） 

 

北海道富良野市では、人口減少や病院移転などにより、昭和 40 年代から中心市街地が衰退し

ていた。 

期待された駅前再開発も衰退に歯止めをかけられず、危機感を抱いた民間事業者が先導し、ま

ちなかで「農と食」を売り出すにぎわい滞留空間としてフラノマルシェを整備。これによって、

観光客をまちなかへ惹きつけ、交流人口の拡大による中心市街地を活性化させることに成功し

た。 

 

【本事例のポイント】 

 バリューチェーンと継続性を重視した事業・体制の構築 

 パブリシティの活用による認知度の向上 

 プチリーダーの登用・育成 

 

 

 

 

 
中心市街地の交流人口の拡大 

域内経済への高い波及効果 

資産価値の上昇 

  

ふらのまちづくりグループ

•ふらのまちづくり㈱
•㈱富良野物産公社
• コミュニティマネジメント㈱

観光客

住民

地元事業者
（農業、食品加工業等）

地元就業者

フラノマルシェ

アルジャン
（地域物産販売）

フラノマルシェ２

商品・サービス

対価

対価

コミュニティ
スペース

商品・サービス

販路提供

対価

就業機会

給与

労働力

富良野商工会議所、
まちづくり組織等

富良野市

連携連携

観光客に訴求力のある地域
の「食」を集約して提供

地元産品を中心に仕入、販売

民間の視点を生かして
収益事業を推進

事業環境整備を推進

地元雇用を推進

住民ニーズにも対応

就業機会
給与

労働力

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

富良野市は、昭和 40 年代から人口が減少

しており、特に中心市街地は深刻な状況だっ

た。平成 13 年度から旧中心市街地活性化基

本計画のもとで取り組んだ駅前再開発では、

人口減少に歯止めをかけられず、また、「富良

野協会病院」が JR 富良野駅東側に移転した

ことにより、周辺の人の流れが変化し、連鎖

的に商店街等のにぎわいが低下、中心市街地

が一層衰退した。 

こうした中、危機感を感じたまちづくり会

社や商工会議所が中心になって行政を巻き込

みながら、中心市街地の活性化の方向性を定

めた。収益事業は民間事業が、事業用地の確

保など事業環境整備は行政が担うという体制

のもと、「ルーバン・フラノ構想（※）」を核に

活性化に向けた取組がはじまった。 

 

 

※田舎（ルーラル）と都会の魅力（アーバン）の魅力

を併せ持ち、快適で心豊かな田園都市を自分たちの

力で育んでいこうという活性化の方向性 

 

 

◇「フラノマルシェ」の位置づけ 

フラノマルシェは、「ルーバン・フラノ構想」

の主要事業のひとつとして位置づけられ、「食

文化の発信拠点」と「まちの縁側（交流・滞留

拠点）」の形成がねらいとされた。 

その最大の特徴は、富良野産野菜をはじめ

とする富良野の豊かな「農と食」を提供する

拠点であること、人が集い時間を過ごす交流

拠点であることである。 

当時、富良野市を訪れる観光客は 180 万

人に達しており、観光客向けに官民挙げて「農

と食」を活かした商品 2,000 アイテムが開発

されていた。しかしながら、アイテムをまと

めて販売する拠点が市内に存在しておらず、

また、観光客がゆっくり時間を過ごすことの

できる空間もなかった。結果として、効果的

に商品を販売することができず、観光消費を

取り込むことができていなかった。 

そのため、交流人口の拡大を中心市街地全

体の活性化につなげることを目標に据え、フ

ラノマルシェに商品を集め、観光客がまちな

かで購入できるようにした。また、富良野の

食を味わいながら時間を過ごす「にぎわい滞

留空間」を創出した。

 

フラノマルシェの位置 

 
出所)インターネット富良野（http://www.furano.ne.jp/marche/img/access_map_bigimg.gif）  
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２．柱となる取組 

◇フラノマルシェ（第１期開発） 

整備時期 平成 22 年 「フラノマルシェ」「フラノマルシェ 2」配置図 

 
出所）フラノマルシェパンフレット 

整備規模 敷地面積 0.7ha（病院跡地） 

延床面積：1,336 ㎡ 

施設構成  「オガール」：新鮮野菜や加工食品がそろう

農産物直売所 

 「アルジャン」：2,000 種類以上の富良野

ブランド商品を取り揃える物産センター 

 「カゼール」：出来立てのパンやスイーツが

並ぶベーカリー 

 「フラノカフェ」：コーヒーと季節の飲み物

が楽しめるカフェ等 

 イベント広場    

 

事業手法  「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業

費補助金」を活用して、ふらのまちづくり

株式会社が実施 

 中小企業基盤整備機構の中心市街地商業活

性化サポートを活用 

 事業や中心市街地商業活性化アドバイザー

制度、市役所が事業用地を貸し付ける（固

定資産税見合いの地代を支払い）などの支

援制度も活用 

 

特徴  中心に「イベントスペース」を配置。ゆっ

たりとしたスペースを確保し、滞留拠点と

して機能させる空間を形成 

 

奥に広場が見えるフラノマルシェの入り口 

  

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%AD%E5%B0%8F%E4%BC%81%E6%A5%AD%E5%9F%BA%E7%9B%A4%E6%95%B4%E5%82%99%E6%A9%9F%E6%A7%8B
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◇フラノマルシェ２（第２期開発） 

整備時期 平成 27 年 

整備規模 延床面積 1,407 ㎡ 

施設構成  店舗（テイクアウトショップ、地域の農家によるこだわり野菜販売所、飲食店、花屋、

雑貨店など 11 店舗） 

 全天候型多目的交流空間「タマリーバ」：四季折々に様々なイベントを開催、空調の聞

いた室内で天気を気にせずにのんびり過ごすことも可能 

事業手法  富良野市東 4 条街区地区第 1 種市街地再開発事業の一部として実施 

 

フラノマルシェ 2 

フラノマルシェ 2エントランス 

 
出所）フラノマルシェ HP 

屋内空間「タマリーバ」 

 
出所）インターネット富良野 HP 

 

３．取組の成果 

◇中心市街地の交流人口の拡大 

フラノマルシェの来客数は、オープンした

平成 22 年度は 55.5 万人（当初想定 30 万

人）、平成 25 年度は 74.5 万人にまで増加し

た。 

さらに、フラノマルシェ２オープン後の平

成 27 年度は、来客が 118 万人（オープン後

1 年間では 126 万人）となり、入場者 1 万

人越えの日も 18 日に達した。 

フラノマルシェになかったイートインスタ

イルの飲食店や屋内型滞留空間を整備したこ

とが、持続的な増加要因になったと捉えられ

ている。 

一方で、フラノマルシェやフラノマルシェ

２には、観光客のためだけではなく、富良野

産を前面に出したパン屋や、市民向けのイベ

ントが開催可能な滞留空間があり、「まちの縁

側」として地域住民が集まり、交流する場と

しての機能を、地域住民に提供している。 

ふらのまちづくり株式会社によれば、観光

シーズンでは来客数の 1 割、オフシーズンで

は３割程度が地域住民によって利用されてお

り、観光客のみならず地域住民まで含めた中

心市街地の交流人口の拡大に寄与している。 

 

富良野市観光客入込数（単位：人） 

 

出所）ふらのまちづくり（株）資料 
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◇域内経済への高い波及効果 

フラノマルシェ、フラノマルシェ２では、

地域経済への波及効果を高めるため、いかに

地域が稼ぐか、いかに外に出さないか、いか

に継続させるかという観点から、出店店舗は、

富良野産にこだわった商品を展開する店舗に

限定している。 

中小企業基盤整備機構調査報告書（平成 23

年 3 月）によれば、フラノマルシェの経済効

果は、売上高 5 億円に対する生産誘発額が

9.5 億円、雇用効果（マルシェ及び関連雇用）

が 98 名と試算されており1、売上に対する生

産誘発額の倍率（乗数効果）2は 1.94 倍と試

算されている。 

北海道の産業連関表によると飲食サービス

業は 1.56 倍、商業は 1.32 倍となっており、

これらの数値と比べて大きい。これは道内他

地域と比べて、売上に対する地域内の産業へ

の波及効果が大きいことを示している。 

まちづくり会社が地域経済への波及効果を

意識して事業に取組んだことが地域の「稼ぐ

力」を向上させたということができる。 

また、フラノマルシェの周辺では、地域の

若者等の出店がすすみ、レストラン 4 店、パ

ン屋 4 店、ラーメン屋 3 店など、5 年間で

40 店が出店している。 

 

◇資産価値の上昇 

路線価の伸びをみると、平成 26 年 3.3%、

平成 27 年 6.7%、平成 28 年 6.3%と継続

的に上昇している。基準地価も平成 26 年

1.8%、平成 27 年 5.1%と上昇しており、地

区の資産価値を高めたということができる。 

この間、北海道内で地価が上昇したのは、

他に札幌市、ニセコ町だけであり、効果の大

きさがうかがわれる。 

                                                   
1 ふらのまちづくり㈱資料（原典は「平成 22 年

度中小企業基盤整備機構報告書」） 
2 生産誘発効果は、新たに需要が発生したとき

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

富良野市中心市街地活性化協議会 

 

◇事業推進主体 

事業推進主体は、ふらのまちづくり（株）で

あり、アルジャンを運営する（株）富良野物産

公社、フラノマルシェ 2 の施設運営等を担う

コミュニティマネジメント（株）とともに、3

社で「ふらのまちづくりグループ」を形成し

ている。 

 

 

 

ふらのまちづくり（株）は、平成 15 年か

ら設立されていたが、中心市街地活性化基本

計画策定を機に、新たな計画の事業推進主体

として、広く市民に増資を呼びかけて資金を

集め 1,035 万円から 8,350 万円に増資し

た。 

フラノマルシェの主要客である観光客を確

保するうえで重要な観光振興機関としては、

一般社団法人ふらの観光協会があげられる。 

観光協会は、観光案内所やウェブの運営、

旅行会社とのタイアップ、体験プログラム等

の企画・運営、観光施設の整備促進など観光

振興全般の取組を行うとともに、旅行会社へ

提案する観光ルートの中に「フラノマルシェ」

を組み込むなど、観光消費を中心市街地に誘

導するための取組の上でも活動の一翼を担っ

ている。 

また、まちづくり会社自体も、フラノマル

シェのパンフレットを旭川空港で配布するな

に、その需要を満たすための原材料など、次々と

新たな生産が誘発されていくことによる効果。乗

数効果は、最終的な効果の最初の需要額に対する

倍率。 

ふらのまちづくりグループ

ふらのまちづくり㈱ ㈱富良野物産公社 コミュニティマネジメント㈱
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どの観光客誘客の営業活動を積極的に実施し

てきた。今後、民間（まちづくり会社）主導の

観光推進組織の立ち上げも検討されており、

連携を通じた体制強化が期待されている。 

 

◇キーパーソン 

まちの将来に

危機感を感じた

西本伸顕氏（ふ

らのまちづくり

（株）代表取締

役社長）、湯浅篤

氏（ふらのまち

づくり（株）専務

取締役）、大玉英史氏（富良野商工会議所専務

理事）という 3 人のキーパーソンが中心にな

って、フラノマルシェの具体化に尽力した。 

西本氏と湯浅氏は、いずれも地元の商店主

であり、まちづくり会社の役員であったが、

その民間事業者としての力を活かして、事業

性・収益性のある計画策定と事業推進に貢献

した。当時市役所職員（中心街整備推進課長）

だった大玉氏は、行政計画としてのとりまと

めと事業環境の整備に貢献した。 

また、西本氏は、事業の初期段階に商工会

議所会頭荒木氏とともに、資本金の増強に取

り組み、2 億円の債務を個人保証で引き受け

るなど、自らリスクをとって事業を推進した。 

これまでは 3 人のキーマンが果たした役割

が大きかったが、最近では、金融機関の出身

者の登用、民間・行政も含めた若手の人材育

成等、体制強化を推進している。 

西本氏は、「地域では、ひとりのカリスマよ

り、大勢のプチリーダーが大切」と提唱し、後

継人材の育成に取組んでいる。 

 

 

 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇バリューチェーンと継続性を重視した事

業・体制の構築 

西本氏はまちづくりの最終目標について次

のように述べている。 

「一番大切なのは、経済を再生するという

ことです。イベントで一過性の賑わいを作

っても地域再生とは言えず、まちづくりの

最終目標は『事起こし』を地域経済の底上

げにつなげることです。いかに『稼ぐエン

ジン』を作るかということです。どんない

い事でも経済性が伴わないといつか破綻す

る。まちづくりをビジネスとして取り込ま

ないとうまくいかないということです。こ

れにきちんと取り組んでいるところが実際

に成功事例になっていると思います。」 

フラノマルシェは、こうした想いが体現さ

れており、「稼ぐエンジン」として、「食文化の

発信拠点」と「賑わいの滞留拠点」というコン

セプトと、役割分担による継続体制が事業の

成功に有効に機能した。 

富良野市の最大の資源を「農と食」と捉え

たことにより、年間 180 万人に達する交流

人口に機会を見出し、「誘客⇒回遊⇒消費」と

いう価値連鎖（バリューチェーン）を生み出

している。 

また、フラノマルシェを、単に観光客のた

めだけの施設にはせず、「にぎわいの滞留拠点」

として、地域住民が利用する機能を持たせた

ことで、観光オフシーズンの売上を確保し、

事業の継続性を担保している。 

体制面では、まちづくりの実効面、観光振

興面において、稼ぐ部分は事業面に強みを持

つ民間が、事業環境の整備は行政が担い、民

間と行政が相互に連携している。それぞれの

得意領域・責任を明確にしながらも、セクタ

ー間を分断することなく、地域経済を担う主

体としての継続性を持たせているといえる。 

 

 
西本伸顕氏 
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◇パブリシティの活用による認知度の向上 

地域プロモーションの面では、新聞等のメ

ディア媒体を通じたパブリシティを効果的に

活用している。 

ルーバン・フラノ構想という大胆な構想を

打ち上げ、個々のプロジェクトが実行される

たびに取材対応を行うことで、費用をかけず

に、地域のプロモーションを継続して行った。 

こうしたプロモーションが地域内外の認知

度を上げ、その結果、オープン当初の想定を

上回る来客数を達成することにつながったと

思われる。 

 

◇プチリーダーの登用・育成 

西本氏が、「ひとりのカリスマより、大勢の

プチリーダーが重要」と強調するように、危

機感を共有する中で関係者が連携し、それぞ

れの得意な領域を活かせるようにしたことが

事業の成功につながったと考えられる。 

将来的な展開に向けて、新規の人材登用、

後継者となる若手人材の育成に注力している

点にも注目したい。 

 

 

 

 

フラノマルシェの取組 

  

成功要因と示唆

•バリューチェーンと継
続性を重視した事業・
体制の構築
 観光客の「誘客⇒
回遊⇒消費」の流
れを重視

 賑わいの滞留拠
点（オフシーズン
は地域住民中心
の利用）

 稼ぐ力は民間、行
政がサポートと役
割分担

•パブリシティの活用に
よる認知度の向上
 メディアの後押し、
パブリシティの活
用によるPR

•プチリーダーの登用・
育成
 危機感共有のも
とでの人材登用・
参画推進（ひとり
のカリスマより、
大勢のプチリー
ダー）

 若手人材の育成
に注力

取組の背景

•後継者難・売上激
減、商店の廃業続
出

•空地・未利用地増
大、地域センター病
院の移転・空地化

•駅前再開発の失敗
（財政難）

↓

•地域再生のために、
官民協働による取
組が必要という認
識形成
 いかに稼ぐか
 いかに外に出さ
ないか

 いかに継続させ
るか

取組の位置づけ

• H20「ルーバン・フ
ラノ構想」
 都会の魅力と田
園の魅力を併せ
持ち、快適で心
豊かな田園都市
を自分たちの力
で育む

↓

•主要事業
 フラノマルシェ
（賑わいの滞留
拠点、食文化の
発信基地）

 ネーブルタウン
（歩いて暮らせる
住空間の創出）

取組概要

• H22「フラノマル
シェ」
農産物直売所
物産センター
スイーツショップ、
カフェ
イベント広場

• H27「フラノマルシェ
２」
テイクアウトショッ
プ
こだわり野菜販
売店
飲食店、花屋・雑
貨店
全天候型多目的
交流空間「タマ
リーバ」併設

成果

•中心市街地の交流
人口の拡大
 H22   55.5万人
 H27 118万人

•域内経済への高
い波及効果
売上効果（直接
効果5億円、生産
誘発額9.5億円）

出店の誘発（5
年間で40店）

•資産価値の上昇

路線価、基準
地価との上昇
（道内では、他
に札幌市、ニセ
コ町のみ）

実施体制とキーパーソン

•計画策定：中心市街地活性化協議会（まちづくり三法の改正を機に、平成19年に現状に危機感を
感じたまちづくり会社や商工会議所が中心になって設立）

•事業推進：ふらのまちづくり株式会社（H15年設立、基本計画策定を機に広く市民に増資を呼びか
け）
 関連会社：株式会社富良野物産公社、コミュニティマネジメント株式会社

• 3人のキーパーソン（西本氏、湯浅氏、大玉氏）を中心にスタート、人材登用・後継者育成にも注力
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1-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 

 

 

Theme（テーマ） 

 

“既存産業の活性化”に向けた“拠点・空間づくり”の「Theme（テーマ）」は、活性化

したい地区への観光客の誘導や回遊の促進である。 

川越市の事例は、古い酒蔵をリノベーションすることによってまちなかのハブとなる回

遊拠点「小江戸蔵里」を形成し、地元産品の独自ブランドを確立した。 

高山市の事例も「おもてなしエリア」の整備を通じて外国人観光客を回遊させることによ

って商店街活性化方策を展開している。 

富良野市の事例は、市内外からの観光客・来街者をまちなかに惹きつける「フラノマルシ

ェ」等を整備し、魅力的なメニュー・商品等をラインナップとして用意した。 

 

 

Idea（アイデア） 

 

「Idea（アイデア）」の面では、観光客の誘導を地域活性化に結びつけるため、誘導した

観光客がまちなかで消費を行うための仕組みを構築する必要がある。 

川越市の事例は、「小江戸川越ブランド」を確立し、販売拠点として「小江戸蔵里」を整

備した。 

高山市の事例は、古いまちなみのある地区以外の商店街を含む地区を「外国人おもてなし

エリア」と位置づけ、免税手続カウンターやおもてなし拠点等を設置し、回遊や消費行動を

促している。 

富良野市の事例は、「フラノマルシェ」において 2,000 アイテムの土産品を集積するこ

とによって、郊外部からの誘客と消費促進を実現した。 

いずれの事例も検討の出発点としては、地域において、集客力のある資源を見出す・創出

するとともに、観光客による消費活動に対し、集客力ある資源を柱として、可能な限り域内

でのバリューチェーンにより提供することである。 

 

 

Process（実現プロセス） 

 

「Process（実現プロセス）」の面では、観光振興×まちづくりは、民間主導の取組を行

政が後押しする構図で臨むことが重要である。 

川越市の事例は、「小江戸蔵里」を市が整備し、民間企業が運営。「小江戸蔵里」では、観

光協会が確立した「小江戸川越ブランド」の産品を販売等している。 

高山市の事例は、幅広いデータの収集・把握などの行政支援施策が、民間の主体的な取組

を支え、効果を生んでいると考えられる。 

富良野市の事例は、費用をかけずに知名度を向上させる手法として、パブリシティの有効



29 

 

活用も参考になると思われる。 

いずれの事例とも、地域産業を支える民間が主体となって取り組んでいることが、稼ぐ仕

組み・バリューチェーンを構築し、地域経済を活性化させる源泉になっている。 

 

System（実施体制・運営） 

 

「System（実施体制・運営）」の面では、地域の主体性を活かした持続的な運営体制の確

立が重要である。 

川越市の事例は、（株）まちづくり川越が指定管理者として「小江戸蔵里」の自立的な運

営を担うとともに、（公社）小江戸川越観光協会が、鉄道会社とのタイアップを効果的に行

い、安定的な集客交流ルートの確立を推進している。 

高山市の事例は、商工会議所、飛騨高山国際誘客協議会、（株）まちづくり飛騨高山、商

店街等がそれぞれの役割を持って連携して取り組んでいる。また、市のトップセールスなど

も行い、内外の旅行会社との緊密なコンタクトを維持している。 

富良野市の事例は、フラノマルシェを運営するまちづくり会社を中核にして、地元産品を

扱う会社、フラノマルシェ２を運営する会社による「ふらのまちづくりグループ」を形成し、

それぞれリーダーシップを発揮して事業推進に当たっている。 

若手人材の育成にも注力している。観光客を効果的に誘導するためには、交通機関、旅行

会社等と連携して観光ルートの形成、プロモーションを推進することも重要である。 

 

観光振興×まちづくりの TIPS 

対象事例 Theme 

テーマ 

Idea 

アイデア 

Process 

実現プロセス 

System 

実施体制・運営 

川越市「小江

戸ブランドを

活かしたまち

づくり」」 

 回遊拠点の整備  街のコアコンピタン

ス「小江戸ブラン

ド」の確立 

 土産品を売る拠点

蔵里の開設 

 蔵里を市が整備

し、民間企業が運

営 

 観光協会が確立し

た｢小江戸ブラン

ド｣を販売 

 まちづくり会社が

施設を運営 

 観光協会が交通

機関、旅行会社等

との連携を推進 

高山市「外国

人観光客おも

てなしエリア

の整備」 

 回遊環境の整備  「外国人おもてなし

エリア」と位置づ

け、免税手続カウ

ンターやおもてな

し拠点等を整備 

 民間の主体的な

取組に対して、幅

広いデータの収

集・把握などの行

政支援施策を展開 

 それぞれの関連

主体が役割を持っ

て連携 

 トップが国内外旅

行会社等への働き

かけ 

富良野市「フ

ラノマルシェ」 

 消費拠点の整備  最大の資源を「農

と食」と捉えて、

2,000 アイテムの

土産品を集積 

 パブリシティの活

用によって費用を

かけずに知名度を

向上 

 対象事業を特化さ

せたグループ体制

のもとで運営 

 若手人材の育成

に注力 

 ↓ ↓ ↓ ↓ 

  活性化したい地区

への観光客の誘

導 

 誘導した観光客が

まちなかで消費を

行うための仕組み

を構築 

 民間主導の取組を

行政が後押しする

構図で推進 

 地域の主体性を活

かした持続的な運

営体制の確立 
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第２章 既存事業強化×まちづくり 
 

2-1 食産業との連携（新潟県新潟市：にいがた食の陣） 

2-2 モノづくり産業との連携（東京都台東区：台東モノマチ、台東デザイナーズビレッジ） 

2-3 商店街の活性化（愛知県岡崎市：まちゼミを通じた事業者の意識改革） 

2-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 
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既存事業強化×まちづくり 

2-1 食産業との連携（新潟県新潟市：にいがた食の陣） 

 

新潟市では、大型店の立地等の影響を受けて空き店舗が目立ってきており、また、暗くて寒い

冬のイメージの払拭が課題となっていた。平成 4 年から四半世紀にわたって開催されている「に

いがた食の陣」は、こうした背景の中で、民間のアイデアや活力を活かして、地域の「食」に着

目し、まちの活性化の契機とすることに成功した取組である。 

今日、「にいがた食の陣」には、外国人観光客を含めて、2 日間で約 24 万人が訪れる。メイ

ン会場となっている古町商店街では、再開発が行われることになっており、今後の更なる活性化

が期待されている。 

 

【本事例のポイント】 

 地域のポテンシャルを最大限発揮できる「食」に着目し、裾野産業を巻き込むための仕掛け 

 旅行業界とタイアップし、独自のクーポン券を組み入れた魅力的な旅行商品を企画 

 実行力のある事務局体制の確立 

  

 

 
 

 
新潟の「食」ブランドの確立 

集客力の向上に伴う消費効果と開発機運の高まり 

他地域との経済連携への発展 

 

にいがた食の陣
実行委員会

新潟市

住民

観光客
（国内外）

業界団体
イベントの企画・運営

観光振興、物産振興
場の提供
情報発信

関係者を巻き込む
仕掛けづくり

事業費の負担

古町商店街等

商店街整備事業

委託事業

対価

連携

後援

後援

報告 委託、後援

街んなかご案内帖

新潟県
商工会議所

新潟観光コンベンション
協会 等

サービス

出店者

県産品の活用

場の提供

応募、出展料

旅行会社
連携

旅行商品
湊町券

場の提供

湊町券を含む
旅行商品の提供

湊町券

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

新潟市の中心市街地は、新潟駅を中心にビ

ジネス街が広がる「新潟駅周辺地区」、昭和に

入ってから大型店や百貨店が集まった「万代

地区」、古くから百貨店や老舗の小売店が並ぶ

「古町地区」に区分される。 

このうち古町地区では、大型店の立地等の

影響を受けて空き店舗が目立つようになり、

活性化が課題となっていた。加えて、新潟市

では、夕日コンサートなどのある夏に対して、

冬は暗くて寒いイメージが定着し、客を引き

寄せるものがないという悩みを抱えていた。 

「にいがた食の陣」は、こうした状況に危

機感を感じた当時の市長（長谷川義明氏）が

古町筋の活性化案の検討を指示したことに端

を発した取組である。当初は市庁内で検討さ

れていたが、民間にもアイデアを求めること

になり、任された商店街リーダー、民間事業

者が主体となって、海の幸、酒、新米など、冬

のうまいものを売り出すイベントを企画、開

催したものである。 

新潟の特徴である「食」に着目したイベン

トは開催当初から人気を博し、年々規模を拡

大してきた。 

25 周年を迎えた平成 29 年 2 月には、メ

インイベント「当日座」に、2日間で248,300

人が参加した。 

 

◇「にいがた食の陣」の位置づけ 

「にいがた食の陣」は、もともと「食」に着

目することによって、停滞した新潟市の中心

市街地の再生を意図して取組まれたイベント

であり、まちづくりと深い関係がある。 

平成 12 年に策定された旧中心市街地活性

化基本計画には、「歴史文化をいかしたまちづ

くり」とともに、「食文化をいかしたまちづく

り」が基本方針として位置づけられ、旧市街

地は「食の文化ゾーン」として位置づけられ

ている。 

さらに、平成 20 年に策定された新潟市中

心市街地活性化基本計画には、にいがた食の

陣について、「米・酒・魚」王国の新潟の味を

広く全国にＰＲするものであり、「賑わい・交

流の促進を目標とする、中心市街地の活性化

に必要な事業である」と記載されている。

 

にいがた 冬 食の陣・当日座の会場 

 
出所）にいがた食の陣実行委員会 HP 

 
出所）新潟市広報誌 



35 

 

２．柱となる取組 

◇イベント「にいがた 冬 食の陣・当日座」の開催 

時期 毎年 2 月第 2 土日の 2 日間（平成 4 年から開催） 

会場 新潟市中央区／古町通 5 番町～7 番町、万代シティ、にぎわい市場ピア Bandai 

新潟市西区／新潟ふるさと村 

イベント、 

展示内容 

 古町モール：飲食タイプ/物産タイプ/産直タイプ/キャンペーンタイプ 

 万代シティ：飲食タイプ/物産タイプ/産直タイプ/キャンペーンタイプ 

 新潟駅：産直タイプ 

 新潟ふるさと村、にぎわい市場ピア Bandai：直営 

 新潟県産食材の使用を高めた産直屋調理食品等の飲食提供を推進するため、県内出展

者には、県内食材の使用率 50%以上を審査基準として適用 

事業主体 食の陣実行委員会 

事業主法 新潟市予算＋協賛金 

備考 同日開催：新潟春節祭 2017 

 

当日座古町会場 

 
出所）新潟職の陣 HP 

当日座古町会場 

 
出所）新潟観光ナビ HP 

 

◇「にいがた 冬 食の陣・湊町にいがたの食市食座」 

事業時期 12 月 1 日（木）～3 月 31 日（一部は通年） 

事業主体 食の陣実行委員会 

事業概要  市内のすし店や料亭、ホテル、旅館などの参加店約 100 店舗で特別メニューを提供 

 業界団体が参画し、すし職人の味を特別価格で楽しめる「越後すし丼」や人気の新潟

すし三昧「極み」、「日本海ちらし」のほか、スペシャルカクテルとして「日本酒カク

テル・結（ゆい）」などを提供 

 古町芸妓の舞とともに料亭・割烹の味を満喫できるコースもある。 

備考 もともとは「当日座」に対して、「週間座」とよばれるイベントだった。 

 

  
出所）新潟市 HP  
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◇「うまさぎっしり湊町券」の発行（地域通貨を用いて来訪者の消費を促進） 

事業時期 通年：4 月 1 日～9 月 30 日（上期）、10 月 1 日～3 月 31 日（下期） 

事業主体 食の陣実行委員会（新潟市補助事業） 

事業概要  新潟市域ヘ観光やビジネスで訪れた方が、飲食やお土産、二次交通、収穫体験などで使

える便利な地域通貨券として、10%のインセンティブを付加して発行（10,000 円の

購入→11,000 円分の湊町券をお引き渡し） 

 飲食店・観光施設・二次交通（市内の観光循環バス、および個人タクシーの観光プラン）

などで利用可能 

 主要ホテル等で換券、販売 

参加店のメ

リット 

 10％の補助に伴う観光客の消費効果を享受可能 

 新潟県観光協会、新潟市、コンベンション協会の広報や、大手旅行会社との連携により、

広告宣伝費や集客の負担がなく新規顧客を増やせる。 

 10 万部の発行がある総合案内誌「街んなかご案内帖」に掲載される 

 食の陣ホームページに掲載される。 

旅行会社の

メリット 

 旅行会社は、湊町券つきの旅行商品を提供することで旅行商品の魅力を向上することが

可能。地域としては、旅行商品となることによって、流通が促進される。 

備考  会津食の陣と共通使用を可能にした湊町券も発行（広域化によってメリットを強化） 

 市民、県民の皆さまが自己消費の目的で購入することは不可 

 

◇「街んなかご案内帖」の発行（うまさぎっしり湊町券利用可能店舗を広く PR） 

事業主体 食の陣実行委員会（新潟市補助事業）  

 

発行形態 年 2 回発行（春夏、秋冬）、A4 版/48 ページ/フルカラー10 万部 

ねらい  補助を活用した湊町券加盟店の PR 

内容  特集記事 

 湊町券が使える飲食店ガイド（店舗紹介、エリア MAP） 

 観光アクセスプラン/観光タクシープラン 等 

掲載費用  1/2 スペースは無料（掲載写真２点） 

 1 ページスペース：10,000 円（フリーデザイン） 

制作  編集はジョイフルタウン（月刊にいがた）のスタッフが担当 

備考  食の陣サイトでもダウンロード可能 

 

「うまさぎっしり湊町券」と「街んなかご案内帖」の仕組み 

 

 

にいがた冬食の陣
実行委員会

湊町券

タイアップ

掲載料

街んなかご案内帖

旅行会社

店舗

観光客

委託

クーポン分
の請求

支払い

支払い

湊町券付旅行商品

PR

湊町券配布

サービス
クーポン込み

掲載サービス

新潟市

補助
事業 販売

魅力
向上

消費
促進

加入
促進
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３．取組の成果 

◇新潟の「食」ブランドの確立 

食の陣の最大の成果は、食に着目したイベ

ント開催を通じて、「食」ブランドを確立し、

当初意図していた新潟市の冬の魅力づくりに

成功したことである。食の陣の成功は、米粉

のような地域が抱える食材の商品開発など、

新しいテーマに挑戦したことも魅力を高める

きっかけになった。 

食の陣に触発されて、平成 14（2002）年

から新潟県内の約 90 の酒蔵が 500 種類の

日本酒を展示、販売する「酒の陣」も開催され

るようになった。「食」のブランド形成が進み、

新潟市だけでなく、新潟県のブランドとして

も用いられるようになっていった。 

食の陣だけでなく、「古町どんどん」等、他

のイベントでも、食が取り上げられるように

なった。米・味噌・野菜・果物・農産物加工品・

菓子・乾物・花卉・花木・工芸品・海産物など

の“山の宝（幸）・里の宝（幸）・海の宝（幸）”

を生産者が直接お店を出して販売するイベン

ト「たから市」も人気を博している。イベント

等のソフトの活動とハード事業があいまって

さらなる魅力の向上が期待されている。 

 

◇集客力の向上に伴う消費効果と開発機運の

高まり 

集客面、経済的効果の寄与も大きい。メイ

ンイベントであるにいがた冬食の陣・当日座

には、第 1 回から予想を上回る参加者があっ

た。参加者は年々増えており、平成 27（2015）

年には、食の陣に国内外から 24 万人が、ま

た、酒の陣にも 12 万人が訪れた3。 

このうち域外からの参加者は、旅行商品の

参加者だけでも約 7,500 人（宿泊約 6,000

人、日帰り約 1,500 人）に達する。湊町券の

発行も初年度の約 30 万円から 3,000 万円

超まで拡大している。宿泊客も多いことから、

                                                   
3 新潟市調査による。 

消費を通じて地域に大きな経済効果をもたら

したと推察される。 

食の陣の開催を通じて、集客力が高まりを

見せる中、古町通りではまちづくりに対する

意識が高まり、商店街の整備も進行しつつあ

る。平成 24 年には、古町地区の活性化を目

的に古町・柾谷小路・本町にある７つの商店

街振興組合と隣接する大型商業施設が中心と

なって新潟中心商店街協同組合が組織され、

再開発事業も進行中である。 

 

◇他地域との経済連携への発展 

にいがた食の陣の開催をきっかけにして、

他の地域との交流も深まった。 

国内では、平成 26（2014）年から、新潟

市の取組に触発された福島県会津地域が、生

産者と地元飲食店等の連携体制を構築し、「あ

いづ食の陣」を開催するようになった。 

新潟と同様に、あいづ食の陣実行委員会（事

務局は会津若松市農政課内）が組織され、春

（アスパラガス）、夏（トマト）、秋（米・酒）、

冬（会津地鶏）とシーズン毎のテーマ食材を

利用した飲食メニューや土産品等を提供し、

広く情報発信を行っている。今では新潟市と

共通の湊町券も発行されるようになり、経済

的にも連携を強めている。 

また、国内だけでなく、平成 26 年度から

は中国の春節祭と連携したイベントを開催し

ている。中国日本領事館のホームページで、

中国の何平総領事が、「“新潟春節祭”は、地元

の皆さんから熱烈な歓迎を受け、中日民間文

化交流を促進する有益なプラットフォームと

なった」とし、食の陣実行委員会と古町中心

商店街共同組合の多大なる支援に感謝の意を

表している。海外からの観光客誘致に加え、

他地域との交流の面でも効果のあったことが

うかがわれる。 
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４．実施体制とキーパーソン 

◇企画・事業推進主体 

にいがた食の陣は、「食の陣実行委員会」が、

新潟市からの委託事業として実施している。

食の陣実行委員会の事務局は、僅か数名で組

織する。 

 

◇キーパーソン 

「にいがた食の陣」が生まれるきっかけを

つくったのは、当時の長谷川市長である。平

成 3 年に市長になった長谷川氏は、停滞して

いた古町をなんとかしたいとの思いを抱いて

おり、活性化のためのアイデアを求めた。 

最初は庁内の部長会議で議論されたが、民

間からのアイデアを広く募ることになった。

「にいがた食の陣」のコンセプトは、こうし

た流れの中、古町商店街会長だった本間龍夫

氏を介して、大手広告代理店の社外プロデュ

ーサー樋口十旨張氏が企画したものである。 

企画を任された樋口氏が悩んだ末に出した

結論が、貿易港として発展した新潟市の特性

と地域の農林漁業や食品産業に着目し、「食市

食座」を開設するということだった。「食」に

着目したイベントを開催することによって、

消費需要を生む場として市街地を機能させる

というコンセプトだった。 

このコンセプトが採用され、樋口氏は、こ

れ以降、現在に至るまで、事務局長として食

の陣の企画・運営に関わることになった。樋

口氏が関わることになったことで、食の陣は

食産業のテストマーケティングの場ともなっ

た。 

イベント誕生当時のもうひとりのキーパー

ソンが、若手リーダーのひとりとして古町商

店街の活性化に取り組んでいた本間龍夫氏で

ある。本間氏は、発足当初から最近まで実行

委員長を務めてきた。 

ただし、25 周年という長い歴史をもつだけ

に後継者に引き継ぐ必要がある。実行委員長

は、現在はアートミックスジャパンや、新潟

総踊り祭りのプロデューサーの経験を有する

能登剛史氏へと交代している。 

 

中国何平前総領事との会見 

 
出所）中華人民共和国駐新潟総領事館 HP 

注）左手前が樋口十旨張氏、左から 3人目が能登剛史氏 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇地域のポテンシャルを最大限利用できる「食」

に着目し、裾野産業を巻き込むための仕掛け 

食の陣が成功した最大の要因は、地域の魅

力として「食」をとりあげ、寿司組合や、旅

館・ホテル等、様々な業界関係者を巻き込ん

だことである。 

そのための仕掛けとして、①集客イベント

のコアとなる「当日座」、②すし組合など飲食

店への集客を目指す「週間座」、③旅館・ホテ

ルへの宿泊需要の強化を目指す「月間座」と

いう重層的な構成をとり、実行委員会方式で

それぞれ関係者を巻き込んで発展してきた。 

現在では、「週間座」は「食市座」の中の観

光部会になり、「月間座」は旅行業界からの要

請もあって、通年型の旅行商品へと名称が変

化している。ターゲットを明確にして、参加

しやすい構成としたことがポイントである。 

 

◇旅行業界とのタイアップし、独自のクーポ

ン券を組み入れた魅力的な旅行商品を企画 

「にいがた食の陣」を、多数の業界団体の

協力を得て実施できたもうひとつの要因は、
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「うまさぎっしり湊町券」「街んなかご案内帖」

という、来訪者、地域関係者、旅行会社それぞ

れにメリットのある仕組みである。 

独自のクーポン券としての湊町券は、観光

やビジネスなどの来訪者が、飲食やお土産、

二次交通、収穫体験などで使える地域通貨券

であり、来訪者は付加された 10%のインセン

ティブを享受できる。 

また、地域関係者がこの仕組みに参加する

ことにより、飲食店は 10%のインセンティブ

による消費促進効果、「街んなかご案内帖」等

への掲載による広報等のメリットを享受する

ことができる。 

さらに、注目したいのは、大手旅行会社と

タイアップし、湊町券を組み込んだ旅行商品

を提供していることである。旅行会社にとっ

ては、クーポンを用いて魅力的な旅行商品を

企画できるメリットがある。 

このように、それぞれがメリットを享受で

きる仕組みを構築したことが、参加者拡大の

力になったといえる。 

 

 

◇実行力のある事務局体制の確立 

多数の関連業界を巻き込みながら、イベン

トの企画運営を継続して実施してきた事務局

の能力の高さが注目される。 

一般に実行委員会方式は、各実施主体が企

画段階から協働することによって、柔軟かつ

積極的な事業運営が可能というメリットがあ

る反面、責任主体が必ずしも明確でない、継

続性が確保しにくいという問題が指摘される。 

しかし、食の陣実行委員会は、発足時から

第 15 回開催時までは委員会方式で、それ以

降は３つの部会（当日座部会、食市座部会→

観光部会、総務・広報部会）を組織して運営さ

れてきた。この会議運営だけでも大変な労力

がかかる。 

こうした厳しい状況のもと、少人数ながら

事務局長である樋口氏を中核に、食の陣の発

展的運営のため、部会の運営や旅行会社や地

域関係者などとの交渉を行うなど、高い運営

能力を発揮してきた。強力なプロデューサー

を据えてこうした実行力のある運営体制を確

立できたことが、成功の要因であるといえる。 

「にいがた食の陣」の取組 

 

成功要因と示唆

• 地域のポテンシャルを
最大限に利用できる
「食」に着目し、裾野産
業を巻き込むための仕
掛け

 ターゲットに即した
イベント企画

 地道な働きかけを
通じた漁業、寿司、
日本酒等、関連団
体の参画

• 旅行業界とのタイアップ
し、独自のクーポン券を
組み入れた魅力的な旅
行商品を企画

 参加者全員がメ
リットを享受できる
仕組み

 大手旅行会社と連
携

• 実行力のある事務局体
制の確立
 多数の会議を運営
 関係機関と交渉

 実行力のあるプロ
デューサーの登用

取組の背景

•新潟は、冬は暗くて
寒いイメージが定着

•車社会化、高齢化で
空店舗が目だつ商店
街の状況への危機
感

↓

•当時の長谷川市長
が古町筋の活性化
案の検討を指示

•民間にアイディアを
求める中で、商店街
リーダー、民間事業
者が主体となって、イ
メージアップに向けて、
海の幸、酒、新米な
ど、冬のうまいものを
売り出すイベントを企
画、開催

取組の位置づけ

• H4「にいがた冬食の
陣」の開催開始

• H12旧中心市街地活
性化基本計画の策
定「食文化を活かし
たまちづくり」を基本
方針として位置づけ

• H19取組の通年化
• H20中心市街地活性
化計画にソフト事業
として記載

↓ ↑

• イベントの企画、開
催（当日座等の開催・運
営）

• 観光振興、物産振興
• 「街んなかご案内帖」
の発行、情報の発信

• サイト運営
（HP,faceBook）

取組概要

• 「当日座」等のイベン
ト開催
 最大のイベントであ
り、古町会場・万代
シティ会場・新潟ふ
るさと村会場・ピア
Bandai会場

 飲食販売、物産販
売、産直販売、キャ
ンペーンに区分し参
加者募集

 H27、28は新潟春
節祭を併催

• 「街んなかご案内帖」
の発行
 充実した内容で年2
回発行

• サイト運営：ご案内帖
を紹介するとともに、
SNSとして随時更新

成果

• 新潟の「食」ブランド
の確立
 新潟市の冬の魅力作

りの成功
 関連イベントとして新

潟淡麗酒の陣も開催

• 集客力の向上に伴う
消費効果と開発機運
の高まり
 「にいがた冬食の陣・

当日座」には2 日間で
約25万人が参加

 旅行商品だけで7,500

人

• 他地域との経済連携
への発展
 「あいづ食の陣」も暖

簾わけを受け開催
 「新潟春節祭」に対し、

中国何平総領事が謝
意を表明

実施体制とキーパーソン

• 計画機関・実施機関：食の陣実行委員会（元は新潟の食市・食座実行委員会）
• 構成団体：新潟市漁業協同組合・（社）全日本司厨士協会新潟県本部・新潟市特産品協議会・新潟県すし商生活衛生同業組合新潟中
央支部・新潟県酒造組合新潟支部・新潟三業協同組合・新潟市旅館ホテル協同組合・（社）日本ホテル協会信越支部新潟市協議会・日
本旅行業協会関東支部新潟県地区会・新潟市商店街連盟・万代シテイ商店街振興組合・新潟ふるさと村・日本バーテンダー協会新潟支
部・日本料理研究会・新潟市麺類組合・在日本大韓民国民団新潟県地方本部婦人部・新潟空港ビルディング（株）・新潟交通（株）・新潟
市個人タクシー事業協同組合・ピアBandai

• 特別後援：新潟市、後援：新潟県・新潟市教育委員会・（公財）新潟観光コンベンション協会・新潟商工会議所・新潟市食品衛生協会・新
潟市食品衛生指導員協議会・東日本旅客鉄道（株）新潟支社

• 協力：（学）新潟調理師専門学校・全農新潟県本部・（株）ジョイフルタウン
• キーパーソン：

• 本間龍夫氏（初代の実行委員長）、能登剛史氏（現在の実行委員長）
• 樋口十旨張氏（実行委員会座長総務・広報担当、株式会社オフィスワン代表取締役、元電通社外プロデューサー）
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既存事業強化×まちづくり 

2-2 ものづくり産業との連携（東京都台東区：台東モノマチ・台東デザイナー

ズビレッジ） 

 

「モノマチ」とは、古くから製造業や卸売業の集積地としての歴史をもつ台東区南部・徒蔵（カ

チクラ）エリア（※）を歩きながら、「街」と「ものづくり」の魅力に触れる３日間のイベント。

台東区の創業支援施設「台東デザイナーズビレッジ」の卒業生や地元企業などが協力して、平成

23 年から開始され、例年多数のモノづくり系企業やショップ、職人、クリエイター、飲食店等

が参加し、10 万人を越える来場者が訪れている。 

回数を重ねる中で地域の新しい「祭り」として定着し、クリエイター等の地域への定着、職人

の意識改革が進むなど、地域活性化に貢献している。 

 
※御徒町～蔵前～浅草橋にかけての２km 四方の地域 

 

【本事例のポイント】 

 チャレンジングな人であれば誰でも参画可能なオープンでフラットなプラットフォーム 

 祭り好きのＤＮＡと特徴を持たせたテーマ設定 

 クリエイターが輩出する拠点施設「デザイナーズビレッジ」の存在 

  

 

  

 
イベントへの参画、集客による地域活性化 

新しい業態へのチャレンジや起業家を創出 

職人の意識改革 

 

台東モノマチ協会

イベント来訪者

台東区
東京商工会議所台東支部

2k540 AKI-OKA ARTISAN、
おかず横丁、
佐竹商店街 等

台東デザイナーズビレッジ

施設公開

協力

場の提供、入居者・
卒業生の参加

中小企業振興公社
産業貿易センター台東館

地域に立地する
工場、職人

魅力的なイベントの
企画、運営後援

ボランティア

場・サービスの
提供

協力

対価

サービス

支援

参加

クリエイターズ
マーケット

職人見学ツアー

企画・広報活動

ワークショップ

特別協賛

情報、
サービス
の提供

出展希望者
（クリエイター等）

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

台東区の徒蔵（カチクラ）エリアは、古くか

ら装飾品やファッション雑貨産業が盛んで、

製造・卸の集積地として発展してきたが、空

洞化が進展し、その対応が課題となっていた。   

人口減少や高齢化が進み、小学校などの統

廃合が進む中、衰退していく街に危機感を募

らせている住人達も多かったという。 

こうした中、平成 14 年に廃校を活用した

台東区の創業支援施設「台東デザイナーズビ

レッジ（通称デザビレ）」がオープンし、デザ

ビレの多くの卒業生がエリア内にアトリエや

ショップを構えるようになった。また、年に

1 回施設公開が行われ、地域とクリエイター

との交流の場も持たれてきた。 

平成 23 年に、こうした動きを更にまちの

活性化に繋げたいというデザビレ村長（イン

キュベーションマネージャー、通称村長）の

呼びかけに、地元企業やデザビレ卒業生ショ

ップなどが賛同。ものづくりによるまちづく

りのイベント「台東モノマチ」がスタートし

た。 

開催まで間もない時期に東日本大震災が起

き、全国各地でイベントの自粛が相次ぎ、モ

ノマチ開催メンバーからも開催を危惧する声

もあったが、翌年にはスカイツリーの開業も

迫っており、その時期を逃さずカチクラの知

名度を浸透させるために第１回モノマチ開催

を断行した。参加者は、ものづくり系企業１

６社、クリエイターが８７組だった。 

主催者の中から「本当にお客さんが来てく

れるのか不安でした。しかしフタを開けてみ

れば、来場者は延べ 1 万人の盛況ぶり。自分

達も驚きました。」という声がでるほど、地元

の佐竹商店街は 30 年ぶりというほど賑わい、

地元企業も知名度の向上、取引先の拡大など、

大いに成果を得た。 

その後は、回を重ねるごとに参加者、来場

者ともに増え続け、第 4 回には来場者が 10

万人を超えた。地元有志によるボランティア

での開催にも限界もあり、運営組織「台東モ

ノづくりのマチづくり協会（通称モノマチ協

会）」を設立した。 

試行錯誤を続けながら、平成 28 年度まで

に 8 回の開催を重ね、通年化の努力もあって、

今では地域の新しい「祭り」として定着して

いる。 

 

◇「モノマチ」の位置づけ 

「モノマチ」は、もともと地域企業の自発

的な集まりからはじまったイベントである。

現在では、台東区や商工会議所等が後援して

いるが、モノマチ協会独自の取組である。 

 

「徒蔵（カチクラ）エリ

ア」とは、台東区の御徒

町駅～蔵前駅間の地区

のこと。 

上野・浅草、東京スカ

イツリーといった都内

有数の観光地へ近接。 

JR 線、都営線、東京

メトロ、つくばエクス

プレスなど公共交通機

関も利用しやすい。 

 

徒蔵（カチクラ）エリアの位置 

 
出所）経済産業省関東経済産業局「オープンファクトリーガイドブック」 
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２．柱となる取組 

◇ワークショップ 

事業概要  モノマチで、大人から子供まで参加できる製作体験 

 じっくり時間をかけてひとつのモノをつくる本格的なものから、当日店頭で飛び込み参

加できる気軽なものまで様々なタイプのワークショップを開催 

 子供向けの企画もあり、誰でも簡単に世界にひとつだけのオリジナル作品を手に入れる

ことができる。 

備考  このエリアに様々なモノづくり企業があることを認知してもらえる。 

 

◇クリエイターズマーケット 

事業概要  クリエイターを対象に、JR 高架下

の商業施設「2k540」と御徒町駅南

口駅前「パンダ広場」の 2 か所にお

いて、開催される販売イベント。 

 ファッション、クラフト、プロダク

ト、アートなどクリエイターや作家

によるオリジナル商品が出品され、

質の高い作品に出会える場になっ

ている。 

「2k540」における開催状況 

 
出所）「オープンファクトリーガイドブック」 

出店条件  出展料は 2k540 が 23,000 円／

3 日間、御徒町駅南口駅前パンダ広

場が 15,000 円／2 日間 

 企業等による廉価品販売やセール

は対象外 

 

◇ものづくりの源流 職人見学ツアー 

事業概要  普段はなかなか入ることのできない伝統技法を守る職人の工房を訪れる約２時間のツ

アー 

 定員 10 名の２コースを用意し、6 ～ 7 社を徒歩で見学。帽子、レース染め、革漉き、

袋物などこのエリアならではのモノづくり精神に触れられる貴重な機会。職人から直接

話を聞き間近で実演を見学できる。 

備考  多様な来訪者との出会いは、職人にとってもよい刺激になっている。 

 

職人とのふれあい体験 
つくり手からの説明を受けながらの体験 

 

箔押し実演・体験 

 
 

出所）「オープンファクトリーガイドブック」  
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◇施設公開（台東デザイナーズビレッジ） 

事業概要  ファッション、雑貨、デザイン関連ビジネス分野での起業を目指すデザイナーやクリエ

イターを支援する施設として旧小島小学校の校舎を活用して設立されたインキュベー

ション施設「台東デザイナーズビレッジ」で行われるアトリエ公開と商品販売会 

 デザビレで設立当初から実施してきた取組をモノマチにあわせて開催 

デザビレの

概要 

 台東区は職人のまちであったが、企業の海外生産の増加により下請けをしていた職人、

企業の廃業が相次いだため、日本一、廃業率が高い地域になってしまった。そのため、

台東区が創業者を増やし、デザイン性と付加価値の高いものづくりを目指し、デザイナ

ーを支援しようということで設立された。現在 14 社が入居。 

 企画、事業立ち上げと運営は台東区。インキュベーションマネージャー（実質的な運営）

は民間委託 

備考  モノマチは、若いクリエイターの地元企業とのつながり強化、モノづくりへの理解を深

める機会となっている。 

 

台東デザイナーズビレッジ 

デザビレ正面入口 

 
出所）台東デザイナーズビレッジ HP 

モノマチ開催時の様子 

 
出所）台東デザイナーズビレッジ HP 

 

◇モノマチの企画・広報 

事業概要  「モノマチ」は、地元有志による自主運営組織である「台東モノづくりのマチづくり協

会」が主催 

 実行委員会では、公式イベントの企画・準備・運営をはじめ、チラシやポスター作製を

含めた情報発信、当日ガイド「モノマチ歩きマップ」の発行、インフォメーションセン

ターの設置等を行っている。 

 モノマチエリアの店舗が行うイベントやワークショップについても、「モノマチ」のホ

ームページや facebook 等で紹介 

 

「モノマチ歩きマップ」 

  
 

出所）モノマチホームページ http://monomachi.com/?page_id=2652 
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３．取組の成果 

◇イベントへの参画、集客による地域活性化 

モノマチの開催は、空洞化が進んでいたカ

チクラエリアに人々を呼び込み、地域活性化

を推進するきっかけとなった。 

既に述べたように平成 23 年 5 月の第１回

は参加企業・ショップ 16 組、クリエイター

87 組、来訪者 1 万人からスタート。 

回を重ねるごとに参加者、来訪者とも増加

し、第 3 回から開催日数も 3 日間になった。

第 4 回には参加企業・ショップ 257 組、来

場者数は延べ約 11 万人を記録した。その後

あまりに拡大しすぎたために運営が困難にな

ったため、第 5 回のモノマチ協会組織後は、

ある程度参加者を絞り込むようになったが、

継続して延べ 9～10 万人が訪れている。 

第 1 回から商店街は 30 年ぶりともいわれ

るにぎわいを見せ、出店クリエイターや地元

企業も大いに成果を得たと評価されている。 

 

モノマチの参加者・来訪者数 

時期 企業・ショップ クリエイター 来訪者 

H23.5 16 87 1万人 

H23.11 62 114 1.5万人 

H24.5 120 97 6万人 

H25.5 257 96 11万人 

出所）関東経済産業局資料 

 

◇多業種が出会うことによる化学反応として

新しい業態へのチャレンジや起業家を創出 

モノマチの開催は、多様な業種の企業・シ

ョップがつながることにより、いわば“化学

反応”がおき、参加企業・ショップにとっても

良い刺激になっている。 

例えば、これまで小売はしていなかったメ

ーカーや問屋が、１階のスペースを一部空け、

直接商品を販売するショップやショールーム

をオープンする動きも生まれた。また、回を

重ねるごとに、参加企業の交流が深まり、イ

ベント時にコラボレーションで商品を開発し

たり、お客様を楽しませる仕掛けを企画した

りというコミュニティが形成されるようにな

った。 

モノマチをきっかけに、地元企業とのつな

がりを深めたり、地域に出店する参加クリエ

イターも増えた。デザビレが地域に定着する

クリエイターを輩出していたが、モノマチも、

この地域に出店するクリエイターを惹きつけ

るきっかけとなっていると考えられる。 

 

◇職人の意識改革 

自宅を他人に見られるのは誰しも嫌だが、

職人の協力を得て、住居兼職場の職人宅を見

学して回るツアーを実施。「職人見学ツアー」

等を通じて、モノマチを訪れる多数の来訪者

との交流の場は、参加する職人にとっても、

消費者と接する貴重な場である。 

参加者が驚く反応などから、自らの技術の

ポテンシャルに気づくなど、自身を見つめ直

す良い機会にもなっているという。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定・事業推進主体 

モノマチは、もともとは有志メンバーがボ

ランティアで実行委員会を組織して運営に当

たってきたが、参加者、来場者が増え、運営の

負担が大きくなったことから、効率化・標準

化して運営できるよう、第 4 回終了後に「台

東モノづくりのマチづくり協会」を組織。会

員の協会費のもとで、予算面でも計画的にイ

ベントを運営できるようになった。 

平成 28 年 3 月現在のモノマチ協会会員は

150 店舗。会員となる条件は、①カチクラエ

リアに所在し、本協会の目的に賛同し、積極

的に参加する意識を持つ法人および個人、② 

理事会の了承を経て、入会を認められた法人

および個人、の 2 項目である。 
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◇キーパーソン 

台東モノマチは、地域の自発的なイベント

であり、参加者全体がキーパーソンともいえ

る取組である。 

こうした取組の具体化を特に支えたキーパ

ーソンは、地域で事業を営む吉田昌充氏（㈱

ラモーダヨシダ代表）がモノマチ協会の会長

として、木本誠一氏（木本硝子㈱代表）、藤井

タケオ氏（㈱イビインターナショナル代表）、

川越浩司氏（㈱カワゴエ代表）の各氏が副会

長として活動を牽引してきた。 

多様な主体が参加、交流するモノマチにつ

いて、「運営も参加メンバーもボランティアス

タッフも、みんなが楽しんで交流するプラッ

トフォームになっています。」（木本副会長）、

「ここで生まれ育ってきた者としては、自分

の子供達にも喜んで住んでもらえるまちにな

ってほしいと思っています。閉鎖的ではなく

面白いまちにしたい。」（吉田会長）と語る。 

また、具体的なイベントは、代々の実行委

員長が企画・運営を担ってきた。平成 29 年

度は、坂東宏実氏（しあん Creative Director）

が女性として初の実行委員長を努める。坂東

氏は、名古屋市出身で、第 4 回からモノマチ

に参加し、活動する中でこのエリア定住を決

めたクリエイターのひとりでもある。 

また、デザビレ村長の鈴木淳氏は、地元企

業やデザビレ卒業生にモノマチの開催を呼び

かけ、施設開放などに貢献した。 

 

 
出所）「オープンファクトリーガイドブック」 

左から川越氏、吉田氏、木本氏、藤井氏 

 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇チャレンジングな人であれば誰でも参画可

能なオープンでフラットなプラットフォーム

の運営 

モノマチは、カチクラエリアで活動する品

種・業種、立場・年齢も様々なメンバーが集ま

って開催しているイベントである。 

業種や年齢がバラバラなので商売上競合す

ることもないため、開業間もない人がなかな

か聞きにくいことについて経営者が相談にの

ったり、逆に経営者が若者からアイデアやチ

ャレンジ精神を学んだりすることもあるなど、

やる気があるひとほど、参加することによっ

て得られるメリットが大きい。 

多様な参加者が楽しんで交流できる“参加

しないと損”なプラットフォームとして、

SNS も積極的に活用しながら協会を機能さ

せていることが、このような成果をもたらす

要因になっていると考えられる。 

 

◇祭り好きの DNA と特徴を持たせたテーマ

設定 

モノマチが、継続して集客力を維持してい

る要因としては、もともとこの地域にはお祭

りが多く、住民は祭り好きの DNA を持って

おり、イベントを楽しむ気質がある。加えて、

毎回のイベント実行委員長が変わることによ

って、発想も変わり、特徴あるテーマで開催

し、面白い仕掛けが実現している。最近の実

行委員長は、第 7 回は職人、第 8 回は 30 代

男性、そして今年 5 月の第 9 回は、先述のと

おり、初めて女性が実行委員長を努めること

になり、それぞれの想いが、モノマチ歩きマ

ップや回限定の企画など、イベントの各所に

反映されている。 

加えて、各人の自発的な参加により、開催

費が低コストである点も見逃せない。 

最近では、5 月に開催するモノマチ自体の

魅力向上とあわせて、毎月の小規模なイベン
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ト開催、フリーペーパーの発行などを通じて、

地域の「祭り」として定着している。 

 

第 9回のモノマチ開催の広報 

 
出所）ものまち協会プレスリリース資料 

 

◇クリエイターが輩出する拠点施設「デザイ

ナーズビレッジ」の存在 

モノマチが取り組まれるようになった要因

として、クリエイターの育成拠点施設デザイ

ナーズビレッジの存在が大きい。デザビレか

ら地域に定着した若いクリエイター達が、新

風を吹き込み、地域の多様性を高めたと考え

られる。 

デザビレのような人材育成機関やインキュ

ベーション施設が立地していても地域と交流

していない場合も多い。こうした施設が孤立

して存在するのではなくて、地域と一体とな

って取り組む仕組みが形成されている点が活

性化に向けたポイントといえる。 

 

デザイナーズビレッジ卒業生の定着状況 

 
出所）台東デザイナーズビレッジ村長鈴木淳氏資料 

 

 

台東モノマチ・デザビレの取組 

  

成功要因と示唆

•チャレンジングな人で
あれば誰でも参画可
能なオープンでフラッ
トなプラットフォームの
運営

•祭り好きのDNAと特

徴を持たせたテーマ
設定
 7回目以降、職人、

若手男性、女性と
実行委員長の属
性を多様化

 毎月の小規模イ
ベント、フリー
ペーパー発行な
どで通年化

• クリエイターが輩出す
る拠点施設「デザイ
ナーズビレッジ」の存
在

 地域と交流して共
存

取組の背景

•台東区南部の徒蔵
（カチクラ）エリアは、
古くから装飾品や
ファッション雑貨産業
が盛んで、製造・卸
の集積地だったが、
空洞化が進行し停滞
状況に陥っていた。

↓

•地域を活性化したい
という地域の人々の
思いの高まり。

•付加価値の高いモノ
づくりに向けて、ブラ
ンド形成、デザイナー
を誘致したいという産
業界の要望

取組の位置づけ

• H16台東デザイナー
ズビレッジの開設
 旧小島小学校跡
を改装して作った
創業支援施設

 ファッション関連
のクリエイターに
特化

 年1回施設開放を
実施、地域との共
催イベントの提案

↓

• H23「モノマチ」開催
開始

• H26モノマチ協会の
設立

取組概要

• モノマチの企画・広報
 「モノマチ歩きMAP」

• ワークショップ
 製作体験

• クリエイターズマー
ケット
 クリエイターによる
商品販売会

• 職人見学ツアー
 職人工房を訪れる2

時間のツアー

• 施設公開（台東デザイ
ナーズビレッジ）
 アトリエ公開
 商品販売会

実施体制とキーパーソン

• 計画・事業実施機関：台東モノづくりのマチづくり協会（モノマチ協会）
• キーパーソン：

• 吉田昌充氏（モノマチ協会会長）
• 木本誠一氏（モノマチ協会副会長）
• 藤井タケオ氏（モノマチ協会副会長）
• 川越浩司氏（モノマチ協会副会長）
• 坂東宏実氏（第9回モノマチ実行委員長）
• 鈴木淳（台東デザイナーズビレッジ村長：インキュベーションマネージャー） 他

成果

• イベントへの参画、集
客による地域活性化
 H26第5回モノマチで

は参加企業250社超、
来街者のべ10万人（3
日間）

 佐竹商店街に「30年
振りの賑わい」

•新しい業態へのチャ
レンジや起業家を創
出
 メーカー、問屋のショッ

プ、ショールームへの
チャレンジ

 デザビレ10年間の卒
業55組のクリエイター
のうち28組が台東区
内に定着

•職人の意識改革
 職人に気づきの機会

を提供
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既存事業強化×まちづくり 

2-3 商店街の活性化（愛知県岡崎市：まちゼミを通じた事業者の意識改革） 

 

岡崎市では平成 12 年以降、大型店の撤退が相次ぎ、中心市街地の商店街には衰退傾向が見ら

れるようになっていた。平成 15 年、商工会議所の提案で、商店街の個店の販売力を強化する取

組として、「まちゼミ」をスタートした。 

「売り手よし」「買い手よし」「地域よし」の“三方よし”を理念とするまちゼミは、店主の企

業家精神をはぐくみ、店舗のファンを増やし、実施後には店舗の売上も増加。また、まちゼミを

実施する商業者らが中心に集まって設立したまちづくり会社により地域の空き店舗を利用した

創業支援や、個店店主同士の交流プログラムもスタートしている。 

 

【本事例のポイント】 

 店舗内における購買関係以外の目的でのコミュニケーション 

 プロモーション手順の標準化 

 他地域への普及促進 

  

 

 

 
個店の売上増加・固定客の増加 

参加店舗の拡大（意識改革の進展） 

他地域への普及促進 

岡崎まちゼミの会

• まちゼミのとりまとめ
•全国へのまちゼミ普及

岡崎市

他地域

岡崎市まちゼミ

広告

支援

実施手法の
指導

商店街の個店

自社事業

住民
消費者

環境整備

全国まちゼミ
サミット

まちゼミ

連携

売上増加

㈱まちづくり岡崎

•空き店舗/土地運用事業
•観光・情報発信事業

•人材育成事業
• クーポン＆タウン誌の発行

まちと商う
プロジェクト

手順化した
プロモーション
ノウハウの提供

売上への直結に
伴う自社事業への
モチベーション向上

岡崎商工会議所

実施
結果の共有

申し込み

まちゼミ実施

まちゼミ参加

他地域への普及

商品・サービス

対価

支援

固定客化
魅力再発見

空間整備、人材の
供給促進等

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

岡崎市は、高い商業力を有する都市である

が、中心市街地モータリゼーションの進展、

大規模集客施設の郊外への出店、岡崎市民病

院等の公益施設や行政機能の拡散等により衰

退が進みつつあった。 

特に、平成 10 年にジャスコ岡崎店が撤退

したこと等により、平成 19 年の歩行者通行

量が平成 10 年に比べ約 1/3 近く(61.2％

減)まで減少し、小売販売額も平成 9 年に比べ

て 48.2％減少した。また、平成 22 年には松

坂屋岡崎店も撤退し、衰退が加速した。 

｢まちゼミ｣は、こうした厳しい環境の中で、

商業者による三方よしの仕組みとして考案さ

れた取組である。平成 15 年 1 月から商店主

が講師となって、プロならではの専門的な知

識や情報、技術等を無料でお客さんに伝える

ゼミナールとして開始された。 

当初のまちゼミは、現在と異なり、市の会

場において講演会形式で開催されていた。現

在は、店舗を会場として、少人数で開催され

ている。これは、開催後の反省会を繰り返し

て改善された結果である。 

平成 23 年 3 月に策定された中心市街地活

性化ビジョン（康生・東岡崎周辺地区）では、

参加者数10,000人を目標として取り組まれ

ている。 

 

◇取組の位置づけ 

岡崎市中心市街地活性化ビジョン（康生・

東岡崎周辺地区）では、地元商店主が中心に

なって取り組んでいる「まちゼミ」を積極的

に位置づけ、取組を促進している。 

こうした位置づけのもとで、岡崎まちゼミ

の会、まちゼミを実施する商業者らが中心

に集まって設立した（株）まちづくり岡崎

などにより活性化に向けた取組が推進されて

いる。 

 

第 26回おかざきまちゼミの開催状況 

 
出所）おかざきまちゼミの会
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２．柱となる取組 

◇まちゼミ 

事業時期 平成 14 年度(15 年 1 月)～現在 

事業概要 ○まちゼミ事業 

 商店街の中の店主が講師となり、自分のお店で少人数の客を相手に、1 時間程度の

時間をかけて専門知識や、プロフェッショナルの立場からの技術、コツを提供するコ

ミュニケーション事業。例えば、薬局による漢方薬教室、靴店による足に優しい靴選

び講座など。 

 商店や商品の良さを知ってもらい、固定客を増やすことを目的としている。 

 岡崎市からはじまったまちゼミは、現在は全国 290 ほどの地域に広がっている。他

地域むけに全国「まちゼミサミット」も開催している。 

事業主体  まちゼミの内容は個店が決定、実施する。受講は予約制。毎回必ず反省会や報告会を

開き、内容をブラッシュアップしている。 

参加費・事

業費等 

 資金については行政などの補助金は使わず、参加店が費用負担を行う。ただし知識等

を伝える場であり、商店主自らが講師となるため、費用はほとんどかからない。 

 参加費は無料（材料費は別途）。 

 

◇リーダー育成事業「まちと商うプロジェクト」 

事業時期 平成 27 年～ 

事業概要  若手商業者の人的ネットワークづくり、意見交換の場づくりであったリーダー育成

事業が「まちと商うプロジェクト」に進化。 

 老舗は代々の顧客が多く、消費者はその店だけをピンポイントで訪れるため、個店の

魅力が商店街全体の賑わいにつながりにくい傾向があった。そのため、まずは商店主

同士のつながりを作り、それを消費者の買い回りにつなげていこうということで、プ

ロジェクトがスタートした。 

 立ち上げ当初は座学、次いで「多肉植物の店と書店がコラボ」のように複数店舗のコ

ラボレーション企画を実行。消費者が店を回遊する仕組みづくりを行った。 

 現在は 4 店舗を回るスタンプラリーを開催。3 か月間で加盟店約 40 店舗のお店を

利用し、さらに紹介を受けて別のお店を利用すると、それぞれの店で紹介特典を受け

られる。 

事業主体  株式会社まちづくり岡崎が主体となって運営。 

 平成 27 年度については、岡崎市の委託事業ともなっている。 

参加費・事

業費等 

 岡崎市からの委託事業「平成 27 年度中心市街地商店街リーダー育成事業」として

支援を受けている。 

 

「まちと商うプロジェクト」参加店マップ 

 
 

「まちと商うプロジェクト」説明パンフ 
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３．取組の成果 

◇個店の売上増加・固定客の増加 

まちゼミは、研修会、講座の検討、実施、反

省会という PDCA サイクルを通じて、商業者

の意識変革を促し、自身の商売のあり方を捉

えなおす取組である。また、固定客の獲得、新

たな業態・商品・サービスへの挑戦（第二創

業）、顧客への新しい価値の提供を通して、リ

ピート率の向上を図り、結果として売上の向

上をもたらしている。すぐに売上につながら

ない場合でも、まちゼミへの参加をきっかけ

に、「必要になった時はこの店に行こう」と考

える未来の顧客作りをすることができる。 

岡崎まちゼミの会が実施したアンケートに

よれば、まちゼミをきっかけに来店した客の

20～30％ほどが再来店する固定客となった

という結果が出ている。 
 

（事例①）固定客の獲得 

・補聴器メーカーでは、まちゼミ実施の数年後

に、過去のまちゼミ参加者が補聴器の購入に

来店するなど、固定客の獲得に成功。 
 

 （事例②）新たな業態へのチャレンジ 

・文具店が、万年筆について自ら勉強し、万年筆

の講座を実施し、高級な万年筆の売上が増加。

年間の売上が 14 倍となった。 

・飲食店が料理教室講座をはじめ、参加客に料

理教室へのニーズがあることをつかみ、飲食

店を経営しながら、自店で料理教室も営むよ

うになった。 
 

（事例③）顧客への新しい価値の提供 

・ピアノをメインに取り扱っていた楽器店がサ

ックスの講座を始めたところ、顧客にサック

スへの興味を持たせ、顧客にとっての価値を

顕在化させた。 
 

また、個店の固定客のネットワークを活か

し、付近の新規創業の店舗を紹介するなど、

新規創業店舗の集客にも波及効果が見られる。 

 

◇参加店舗の拡大（意識改革の進展） 

岡崎まちゼミの参加店舗は着実に増加して

おり、商業者の意識改革に寄与していること

がうかがわれる。 

平成 14 年度(平成 15 年１月)に、参加店

10 店、参加者 199 人でスタートしたまちゼ

ミは、年々参加店、参加者が拡大、定着し、平

成 22 年には参加店 46 店、講座数 317、参

加者数 1,553 人となった。その後も取組は拡

大しており、近年では、参加店 85 店で 110

以上の講座が開催され、毎回 1,600 名近くが

参加している。 

 

第 18回目までの開催実績 

 
出所）中小企業基盤整備機構 HP「まちかつ！」 

 

◇他地域への展開に伴う知名度の向上 

平成 15 年に岡崎市からスタートしたまち

ゼミの取組は、現在全国約 300 地域まで拡

大している。 

近年は、全国のまちゼミ関係者が集まる全

国まちゼミサミットも開催されており、平成
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29 年で第 4 回を数える。第 4 回は、200 地

域、約 620 名の商業者が参加した。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

平成 14 年に商工会議所のまちづくり担当

者の呼びかけでスタートした。 

 

◇事業推進主体 

岡崎まちゼミの会が中心となり、出店希望

店舗のとりまとめや広告の作成を行っている。 

また、まちゼミには「まちゼミの場で商品

を売らない」「自分の商店内で実施する」など

のルールが制定されている。これらのルール

を含む実施方法の指導も、同会および（株）ま

ちづくり岡崎が主体となり実施している。 

初回参加の店舗に対しては、どのような講

座が望ましいかなどの企画面でのアドバイス

も行っている。 

 

◇キーパーソン 

岡崎まちゼミの

会の代表、松井洋

一郎氏は、岡崎市

で 100 年近く続

く化粧品店の店主

であり、（株）まち

づくり岡崎の代表

取締役も務める。

地元岡崎でまちゼミの実施に携わるとともに、

まちゼミの手法を確立し、全国に普及するた

めに講演や書籍執筆を行っている。 

 松井氏によれば「まちゼミを成功させるた

めには、自身の店舗にどのようなお客様が来

てほしいのか、自分の強みは何かを考え、ト

ライ&エラーを繰り返す」必要がある。まちゼ

ミの取組は全国に広がっているが、「まちゼミ

を実施したからといって必ずしも店舗の売上

が上がるわけではない。まちゼミの実施を通

じて、店主の事業家としての精神が育まれる

ことが重要である。」と同氏は語る。 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇店舗内における購買関係以外の目的でのコ

ミュニケーション 

 従来の商店街では、商店主は消費者に対し

て、購買の場以外でコミュニケーションを取

る機会を持たなかった。まちゼミでは、自分

の店舗内で直接、消費者と購買以外の目的で

コミュニケーションを取ることができること

が特徴的である。 

1 時間程度の講座の中で、参加者は店主の

人柄やこだわりなどを知ることができ、店舗

そのものや店主自身に対しての理解度が高ま

る。その結果、商品・サービスの品ぞろえや価

格のためではなく、店主に会いに来るために

来店する顧客、すなわち店舗のファンが生ま

れる。 

上記のように、まちゼミでは店舗のファン、

すなわち固定客を作ることを目標に据えてい

る。つまり、コミュニケーションを通じて、値

引きやイベントなどに興味を示す一過性の客

ではなく、一生涯続く固定客を獲得すること

ができる。そのため、一見商売と関係のない

まちゼミの実施が、実際は店舗の売上増加に

直接的につながっている。 

また、まちづくり会社が空き店舗活用促進

事業で起業を支援した事業者にもまちゼミへ

参加させるなど、起業後の商売が地域とのコ

ミュニケーションを通じて継続されていくよ

 
松井洋一郎氏 
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う、地域が一体となったアフターフォローの

場としても活用されている。 

 

まちゼミをきっかけに設けられた文具店の万年筆コーナー 

 

 

◇講座実施手順の標準化 

 まちゼミでは、講座の実施手順を標準化し

ており、過去の実施経験に基づく最適なプロ

モーション方法が確立されている。そのため、

初めて参加する個人商店でも取り組みやすく、

成果を出しやすい。 

また、手順については随時見直しを行い、

反省会・報告会の場において、実施店舗全体

で、参加者に好評だった手法などを随時共有

している。このように、参加した消費者の声

を運営に反映し、手順を改良する仕組みが確

立されている。 

 

◇他地域への普及促進 

 プロモーションの手法を地域内に閉じたも

のとするのではなく、積極的に地域内外に発

信し、普及を促進している点も特徴的である。 

現在、まちゼミは全国約 300 か所で実施

されている。1 地域での開催と比較して、よ

り多くの参加者から感想やフィードバックな

どの情報を得ることが可能である。従って、

全国各地での取組結果をもとに、自分の地域

での取組の練度をより高めることができ、よ

り消費者のニーズに合ったプログラムの設計

が可能である。 

 

岡崎まちゼミの取組 

 

成功要因と示唆

•店舗における購買関
係以外の目的でのコ
ミュニケーション

•講座手順の標準化
 受講料無料

 ゼミ中の販売行
為なし

 ゼミ時間60-90分

 お客様に喜んで
もらえる努力を行
う。

•他地域への普及促進
 パブリシティ
 全国ネットワーク

取組の背景

• モータリゼーションの
進展、ジャスコ岡崎
店撤退（ H10 ）、岡
崎市民病院等の公
益施設や行政機能
の拡散

•歩行者通行量、小売
販売額激減
H10-H19で歩行者通
行量約1/3 (61.2％
減)

H9-H19で小売販売
額48.2％減

• H11,H20中心市街地
活性化基本計画の
失敗

↓

•商業者による三方よ
しの仕組みの検討

取組の位置づけ

• 商業者による三方よ
しの仕組みづくりの
検討

• H23岡崎市中心市街
地活性化ビジョン
 「まちゼミ」の位置
づけ（商業者主
導）

↓

• 主な取組
 まちゼミの会（各
店舗が新しい固
定客を獲得する運
動）

 ㈱まちづくり岡崎
（空店舗活用、商
業者サポート、賑
わい創出、情報発
信・周知）

取組概要

• まちゼミ
 世話人会による企
画立案

 参加店募集・実施
 アンケート・結果
報告会の実施

• 空店舗活用
 岡崎モデル構築
 創業者支援14名
 後継者調査

• 商業者サポート
 店舗間紹介制度

41店
 まちと商う2015等

• その他
 賑わい創出
 ニュースレター・メ
ディア・WEB

成果

• 参加店舗の拡大（意

識改革の進展）

• 個店の売上増加・固

定客の増加
 まちゼミを行って
いる商店は事業を
継続

• 全国的な認知・展開
 全国まちゼミネッ
トワーク221団体

 全国まちゼミサ
ミット

実施体制とキーパーソン

•計画機関：まちゼミ世話人会と商工会議所、街情報ステーションの事務局
⇒ 岡崎まちゼミの会、（株）まちづくり岡崎

•事業実施機関： 岡崎まちゼミの会、（株）まちづくり岡崎
•キーパーソン

•松井洋一郎氏：まちゼミを提唱
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2-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 

 

 

Theme（テーマ） 

 

“既存産業の活性化”に向けた“仕組みづくり”の「Theme（テーマ）」は、地域の既存

産業がまちなか活性化の主役となることである。 

新潟市「にいがた食の陣」は食産業を、台東区「台東モノマチ、台東デザイナーズビレッ

ジ」はモノづくり産業を、岡崎市「まちゼミ」は商店街を、まちなか活性化の主役として位

置づけ、展開している事例である。 

これまで、既存産業（特に第１次、第２次産業）が“主役”となってまちなかの活性化に

取り組んだ事例はあまりみられないが、人口減少や高齢化などの構造的な要因などにより、

これまでのような商業振興によるまちなかの活性化には限界がある中、既存産業のポテン

シャルを活かす視点から、まちの活性化を考えることも重要である。 

 

 

Idea（アイデア） 

 

いずれの事例も、イベントによる集客力の向上を通じてまちの賑わいを生み出している

が、「Idea（アイデア）」の面では、異業種の様々な関係者が参加しやすい仕掛けづくりに工

夫が見られる。 

新潟市の事例は、当初、イベント期間を分けるなどにより「当日座」「週間座」からはじ

まり、「月間座」の追加の結果、三種類を実施。「当日座」は期間が短いため商店街が参加し

やすく、「週間座」は飲食店、「月間座」は、旅行プランに入れ込みやすいため旅行業界が参

加しやすいという工夫がされている。また、「うまさぎっしり湊町券」というクーポン込み

の地域通貨を、旅行業界とタイアップし旅行商品に組み込むことで、商品の魅力を増すとと

もに、観光客の消費を促すことにもなっている。 

台東区の事例は、チャレンジングな人であれば誰でも参画可能なプラットフォームを形

成することによって、その中で多様な業種・属性の参加者が交流することが、商品開発や新

たな業態へのチャレンジ、起業家の創出につながっている。イベントの実施は、モノづくり

系企業やショップ、職人、飲食店、域内外のクリエイターなどの参加者にとって、新たな活

動の源泉となっているとも言える。 

岡崎市の事例は、商店主が、まちゼミを通じて、潜在顧客である地域住民や他店主等と対

話することにより、新たな顧客を開拓できるだけでなく、地域の潜在的なニーズに気づくな

ど、自らの経営を見直す良い機会となっている。 
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Process（実現プロセス） 

 

「Process（実現プロセス）」の面では、いずれの事例も、回数を重ねる毎に新たなチャ

レンジ・工夫を取り入れている。 

新潟市の事例は、新潟市の取組からスタートしたが、予想を上回る反響があって継続する

ことになった。また、前述のとおり「当日座」「週間座」に加え、「月間座」を加えたことに

より、商店街、飲食店、宿泊・旅行関係事業者という異なる関係者をうまく巻き込んだ。そ

の後も、ステークホルダーの意向も組み入れ、「週間座」を「にいがた 冬 食の陣・湊町に

いがたの食市食座」に、「月間座」を大手旅行会社とのタイアップによるクーポン券を盛り

込んだ通年の旅行商品へと進化させた。このように取組が拡大する中で、福島県会津地域と

共通の湊町券などの新たなプログラムの開発や、運営組織の強化なども工夫されてきた。 

台東区の事例は、毎年 1 回デザビレが行っている施設開放を地区に広げるという試みか

らスタートしたが、予想以上の反響を呼び、回を重ねるごとに参加者が増加。イベントの実

行委員長が変わることなどにより、発想が変わり面白い仕掛けを実現している。 

岡崎市の事例は、当初は大会場におけるセミナー形式で開催されていたが、反省を行う中

で個店におけるセミナーという現在の手法を確立した。この手法の本質が理解され、全国各

地に展開。基本的な手法は変わらないものの、各地域で実施するにあたっては、地域の参加

者が自主的運営するものであり、参加者の声をフィードバックすることにより地域独自の

手法を確立している。 

 

 

System（実施体制・運営） 

 

「System（実施体制・運営）」の面では、関連業界を巻き込める実効性のある実施体制の

構築が重要である。 

新潟市の事例は、広告代理店出身のキーパーソンが事務局長となることによって、少人数

で多数の実行委員会の運営し、大手旅行会社などの関係者の巻き込みに当たっては事務局

長が自ら交渉に参じている。将来的な世代交代のため、若手のプロデューサー人材も起用し

ている。 

台東区の事例は、新潟の事例と同様の役割を協会組織が担っている。異なった属性の主体

が交流する組織として、チャレンジングな人であれば誰でも参加できるフラットなプラッ

トフォームを構築し、会員それぞれが自発的に動き、活動を楽しんでいる。 

岡崎市の事例は、まちゼミの運営の専任組織として、岡崎まちゼミの会を設立したことで

機動的に活動を展開した。手法を標準化するとともに、定期的に全国まちゼミサミットを開

催し、各地域における活動を共有している。参加者の自主性を重んじていることも、同じ志

を持つ人に伝播しやすく、他地域に展開していくポイントと考えられる。 
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既存事業強化×まちづくりの TIPS 

対象事例 Theme 

テーマ 

Idea 

アイデア 

Process 

実現プロセス 

System 

実施体制・運営 

新潟市「にい

がた冬・食の

陣」 

 食産業との連携  関連団体が参加し

やすい期間を組み

合わせたイベント

企画 

 独自のクーポン券

を組み入れた地域

通貨を導入 

 「食」に着目したイ

ベントに、予想を

上回る反響があり

継続 

 継続する中でプロ

グラムを充実 

 

 実行委員会方式を

回しきる実行力の

ある事務局体制を

確立 

台東区「モノ

マチ・デザビ

レ」 

 ものづくり産業と

の連携 

 地元商業者、モノ

づくり系企業、域

内外のクリエイタ

ーなどにとって活

動の源泉となるメ

リットのある取組を

企画 

 デザビレの取組を

地域で展開したこ

とで、予想を上回

る集客を実現 

実行委員長が交

代することにより

面白い取組を継続 

 推進機関モノマチ

協会の設立 

 チャレンジングな

人であれば誰でも

参画可能なプラッ

トフォームの形成 

岡崎市「まち

ゼミ」 

 まちゼミを通じた

事業者の意識改

革 

 商店主が、潜在顧

客である地域住民

や他店店主と対話

することの価値を

仕組み化 

 反省会を通じて取

組をブラッシュアッ

プ 

 全国各地に展開

する中で地域独自

の手法を確立 

 手順の標準化する

とともに、全国的な

推進機関を確立

し、情報共有を推

進 

 ↓ ↓ ↓ ↓ 

 

 

 地域産業をまちな

か活性化の主役と

して活用 

 異業種の様々な

関係者が参加しや

すい仕掛けづくり 

 回数を重ねるなか

でのチャレンジ・工

夫 

 関連業界を巻き込

める実効性のある

実施体制の構築 
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第３章 新規事業創出×まちづくり 
 

3-1 インキュベーション（青森県青森市：パサージュ広場） 

3-2 ソーシャルビジネスの支援（神奈川県横浜市：mass×mass関内フューチャーセンター） 

3-3 情報産業の振興（鳥取県米子市：よなごコンテンツビジネスパーク） 

3-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 
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新規事業創出×まちづくり 

3-1 インキュベーション（青森県青森市：パサージュ広場） 

 

全国に先駆けてコンパクトシティの形成に取り組んだ青森市では、平成初頭から、コンパクト

シティ政策の一環で、まちなかにおける起業支援に取り組んできた。 

インキュベーション施設運営を行う専任組織 PMO（Passage Management Office）によ

る地道な起業家支援の結果、この 5 年間では立地企業の約 6 割がまちなかで引き続き事業を展

開するなど、商業インキュベーション施設としての継続的な成果を生みだし、中心市街地の活性

化に貢献している。 

 

【本事例のポイント】 

 時代の先駆けとなる事業コンセプト「ウォーカブルタウン」 

 スタートアップに適したスケール・空間                     

 伴走型のインキュベート・サポート 

  

 

 

 
まちの成長をパサージュが牽引 

パサージュ卒業生がまちなかに進出 

にぎわい拠点としてのパサージュ広場 

 

 

  

青森市
• まちなかの交流空間を形成
•起業を促進

ＰＭＯ

• まちなか交流空間の運営

住民

観光客
（国内外）

起業家
（農業、食品加工業等）

商店街

パサージュ広場

商業ベンチャー
支援事業

商品・サービス

対価

スペース提供

賃料・サービス

スペース提供

支援

魅力的な滞留空間形成

出展商業ベンチャーの
徹底指導

出展チャレンジ

民間事業者

パサージュ周辺
再開発事業

店舗指導

対価

宿泊サービス

連携

連携

運営委託 報告

基礎需要の形成

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

青森市では、昭和 63 年に青森駅に接続し

ていた青函連絡船が廃止され、その後県立図

書館や県立中央病院の郊外移転が相次いだ。 

人口減少、高齢化等もあいまって、中心市

街地の求心力も低下を続け、その対応が喫緊

の課題となっていた。 

そのような状況に対応するため、当時の市

では、行政コストのマネジメントを念頭に置

いたコンパクトシティのコンセプトを検討し

ていた。 

その後、コンパクトシティ形成の目的や目

標は、中心市街地活性化基本計画（平成１０

年策定）と都市計画マスタープラン（平成１

１年策定）、に盛り込まれた。特に、中心市街

地活性化基本計画では、目指すべき中心市街

地の姿を歩いて暮らすことのできる質の高い

生活空間「ウォーカブルタウン（遊歩街）の創

造」とし、その具体的な事業の一つとして「パ

サージュ広場」が構想された。 

 

◇パサージュ広場における「商業ベンチャー

支援事業」としての役割 

「パサージュ広場」は、平成 12 年に旧自治

会館の再開発によって整備された。イベント

やギャラリーとして利用できる広場の中に店

舗を配置し、起業支援の場として活用されて

いる。 

市民の交流機能をもつ広場を起業支援に結

びつけ、商業ベンチャー支援事業に取り組ん

でいる点が特徴である。パサージュ広場は、

将来的に中心市街地で開業する商業者を育成

する機能を備えている。 

 

 

「パサージュ広場」及び民間商業施設 

 
出所）青森市資料（平成 28年 10月時点） 

 

パサージュ広場の位置

 
出所）青森市資料 

 

 

パサージュのイメージ 

 
出所）青森市資料 
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２．柱となる取組 

◇パサージュ広場 

整備時期 平成 12 年（広場整備） 

整備規模 敷地面積約 900 ㎡、施設延床面積：約 350 ㎡ 

施設構成  広場の概要 

 シンボルツリー、融雪歩道、融雪槽、ウォールアート、円形ベンチ、水飲み場 

 ベンチャー支援施設概要 

 延床面積：約 350 ㎡（A 棟、B 棟、C 棟、D 棟） 

 構造：鉄骨造一部 2 階建て 

 主な施設：店舗９区画、ギャラリー、多目的トイレ 

 

事業手法  青森市単独事業 

備考  「パサージュ」は、フランス語で「小径（こみち）」を意味する。車両の通行がなく、人

が安心して街歩きを楽しめる界隈や、若い人、意欲ある人が商売をはじめられる面白い

場を作り出すことを目指した。 

 平成 19 年に「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助制度」を活用して隣接地

を再開発し、ホテル、商業施設の立地を実現した。 

 

パサージュ広場 
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◇商業ベンチャー支援事業 

事業時期 平成 12 年～ 

事業主体 青森市 

出店条件  募集対象：18 歳以上の個人で中心市街地での開業意欲のある人。必要と認められた場

合は法人も可。 

 募集業種：飲食系及び物販・サービス 9 店舗 

 選考：(有)ＰＭＯ 

 営業期間： 

 飲食系：原則 3 年間 

 物販・サービス系：原則 1 年間 

 出店料・共益費：出店料 6,000-7000 円/坪・月、共益費 10,800 円/店・月、ごみ

処理代は別途 

事業手法  管理を青森市から(有)ＰＭＯに委託 

 

現在の出店店舗名 

寿司屋 三金寿司 焼肉ホルモンガっつ 

もみ処和～なごみ～ 和酒バルおだし 

中華そばなり田 旬菜タパス 

ラァメンぼーんず 東日流(つがるりゅう)酒場いざかや五十六 

辛口口房  

 

◇パサージュ周辺再開発事業 

事業時期 平成 17 年度～平成 19 年度、ホテルは平成 19 年 7 月 21 日オープン 

事業主体 民間事業者 

フロア構成  1Ｆ 商業施設・ラジオサテライトスタジオ 

 2Ｆ 書店 

 3Ｆ～11Ｆ ビジネスホテル 

事業手法  「戦略的中心市街地商業等活性化支援事業費補助制度」を活用 

備考  中心市街地活性化基本計画のフォローアップ（平成 26 年 4 月）によれば、付設したホ

テルの 平成 23 年度の宿泊者数は 4 万人を超えている。 

 ホテル稼働率も高く推移しており、隣接するパサージュ広場とともに、中心市街地のに

ぎわい拠点となっている。 

 

パサージュ周辺再開発（竣工当時） 

 

出所）青森商工会議所資料
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３．取組の成果 

◇まちの成長をパサージュが牽引 

パサージュ広場の出店事業者は、当初は物

販が多かったが、次第に飲食店が中心となっ

た。売上等を見ると物販より飲食の業績が良

いというデータがあり、より飲食店の出店を

促すために基盤整備などを進めた。 

その結果、飲食店の割合が高まり、結果と

してパサージュ全体としての業績も良くなっ

た。 

最近でも業績の向上は続いており、街の集

客、売上増にも貢献している。 

 

パサージュ広場及び周辺 

 

 

 

◇パサージュ卒業生がまちなかに進出 

パサージュ地区における商業ベンチャー等

支援事業は、平成 12 年から継続的に展開さ

れており、平成 28 年末時点の累積入居者は

33 名に達する。その内 19 名が現在でも事

業を続けており、14 名は中心市街地で事業を

展開中である。 

開業率は全体で 57.5%、中心市街地に限っ

ても 45.5%に達している。しかも直近 5 年

間では、それぞれ 70%、6０％に達し、着実

に成果をあげている。 

 

◇にぎわい拠点としてのパサージュ広場 

パサージュ広場の開設に伴い、周辺の歩行

者通行量も着実に増加した。周辺の歩行者通

行量は、平成 10 年に 4,760 名だったのに

対し、平成 17 年には 6,024 名にまで増加

している。この間、中心市街地内の他の地区

では、通行量が減少した地区が多く、広場開

設の効果がうかがわれる。 

平成 26 年 4 月の「中心市街地活性化基本

計画」フォローアップでも、パサージュ広場

は、中心市街地のにぎわい拠点と評価されて

いる。 

最近では、ダイヤモンドプリンセス号など、

クルーズ船が寄航する際には、ここで休憩す

る外国人も多く、まちなかの重要な滞留・交

流拠点としての役割を果たしている。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画・事業推進主体 

パサージュ広場は、市の事業であるが、実

施は(有)PMO に委託している。 

この背景には、単なるチャレンジショップ

を設けても、成功につながらないという市と

(有)PMO 代表加藤博氏の想いがあった。 

このため、立地店舗に対して継続的にきめ

細やかに経営支援を行い、広場全体としての

魅力向上を推進する主体（組織）が設置され

た。これが、加藤氏が代表を努めるエリアマ

ネジメント会社(有)ＰＭＯ（ピー・エム・オー）

である。 

(有)PMO は、①商業ベンチャー支援施設
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「パサージュ広場」の管理、②出店者の募集・

選考、経営アドバイス、コンサルタント、情報

提供、期間終了後の開業支援、イベント企画

を事業内容としており、出資金 600 万円（個

人 20 名、4 団体が出資）のもと、平成 12 年

6 月 22 日に設立された。 

 

◇キーパーソン 

新町商店街に

おけるパサージ

ュ広場の実現と

運営に当たって

は、加藤博 PMO

代表が大きな役

割を果たした。  

加藤博氏 

 

加藤氏によると、現在のパサージュ広場は、

もともと自治会館だったが、誰も使わず、「ね

こ屋敷」と呼ばれる状況だったという。商店

街の魅力的な空間とするために、加藤氏が広

場にしてほしいと市に要望したところ、賑わ

いを生み出すために、広場を整備するだけで

なく周りに店を貼り付けようという話になり、

これがインキュベーション機能を有する交流

空間「パサージュ広場」のコンセプトにつな

がったという。 

「市民から汲み取ったまちづくりのアイデ

アについて、商店街の中でどのように具体化

するか、商店街としてのアイデアを提案し、

市長や行政の担当者と何度も議論を重ねてき

た。アイデアを提案するとともに、商店街が

実行部隊として、自分たちがここまでやると

の姿勢を示すことで、行政が支援してくれた。」

と加藤氏は語る。 

パサージュ広場の管理運営主体の設立に先

立ち、他の先行している地域の取組実態につ

いて調査を行った。「調査を行ったところ、多

くのチャレンジショップは 3 年も経たないう

ちにつぶれていることがわかった。継続的に

創業支援事業を続けるために、管理運営する

主体として(有)PMO を設立することになっ

た」と説明する。 

まちづくりのアイデアに対して、行政の長

と商店街の主要メンバーが手を合わせて取り

組むことによって、ハードとソフトが上手く

連携したベンチャー支援の場が実現したもの

と考えられる。 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇時代の先駆けとなる事業コンセプト「ウォ

ーカブルタウン」 

パサージュ広場が、まちなかの回遊拠点、

ベンチャー支援の場として成功したのは、コ

ンパクトシティ、ウォーカブルタウンの実現

というコンセプトが明確だったことが大きい。 

行政が、市民が求めているものをきちんと

把握し、それを市民、商店主、行政が協働して

形にしていったことが成功のひとつのポイン

トである。 

 

◇スタートアップに適したスケール・空間 

パサージュ広場が、起業の支援に有効に機

能した要因として、1～2 人で運営できる規模

ながら独立店舗として運営できる店舗空間が

提供されていることにも注目したい。 

商店街に面した道沿いでは、小さい物件で

も規模が 25 ㎡程度の場合が多く、1 人で運

営するのは困難である。 

パサージュ広場では、固定費をおさえて起

業するためには、屋台と同様に 8 席程度の規

模が適当だという判断のもとで店舗規模を設

定している。 

また、ひとつの建物を間仕切りするのでは

なく、独立店舗として空間提供することにも

こだわった。経営者の独立心を育てると共に、

営業時間の差異や騒音等の問題を防ぐ上でも

効果的となる。 
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◇伴走型インキュベート・サポート 

パサージュ広場に立地する起業家を継続的

に支援する広場独自の運営主体として、

(有)PMO を設立した点も重要なポイントで

ある。 

加藤氏は、毎月 1 回開かれる若手商店主、

商工会議所メンバー等との朝会に欠かさず出

席しており、定例会議の重要性を熟知してき

た。 

広場でも定例会を開催するパサージュ協議

会を組織し、各店の報告に基づくデータや、

イベント情報等を共有している。会議で共有

するのは、広場全体の業績であるが、加藤氏

は毎月提出された個店のデータを丹念に分析

して会議に臨んでいる。「中には成績が悪くな

ると会議に出てこなくなる経営者もいる。」と

話し、成績が極端に落ちた場合などのきめ細

かい指導も欠かさない。 

伴走型のサポートを行い、広場を構成する

主体が一体的に取り組むことが開業率の向上、

中心市街地への出店を促進したと考えられる。 

 

パサージュ広場の取組 

 

  

成功要因と示唆

•時代のさきがけとなる
事業コンセプト

 「ウォーカブルタ
ウン」のコンセプト
のもとに パサー

ジュ広場を発案・
整備

 市民が求めてい
た機能を集約

•スタートアップに適し
たスケール・空間

 独立店舗形式な
がら、1人で運営
できる規模

 さまざまな用途に
使える広場空間
の提供

•伴走型のインキュ
ベート・サポート

 伴走型の運営支
援

 パサージュ協議
会を開催し、一体
的に施設を運営

取組の背景

•人口移動とモータリ
ゼーションに伴って
県立図書館、県立中
央病院などの公共施
設および大規模商業
施設が郊外部に移転
し、中心市街地が空
洞化

•中心市街地では高齢
化が進展し、地域社
会が希薄化

↓

• コンパクト化が必要と
いう当時の市長の提
案

•商店街活性化に向け
て回遊性の向上が必
要という認識

取組の位置づけ

• H10「中心市街地活
性化基本計画」
 コンパクト化
 ウォーカブルタウ
ンの創造

↓

• 主要事業
 パサージュ構想
（パサージュ広場
整備、再開発事
業）

 ミッドライフタワー
 冬期バリアフリー
計画

取組概要

• H12パサージュ広場
整備、H19リニューア
ル
商業ベンチャー支
援事業を実施

期間：飲食店原則3

年、物販原則1年

• H19「パサージュ周
辺地区再開発事業」
（戦略的中心市街地
活性化支援事業を活
用）
ビジネスホテル
商業施設

• 青森市による独自の
補助金

成果

• まちの成長をパサー
ジュ地区が牽引
 売上増を実現

•パサージュ卒業生が
まちなかに進出
 H12以降入居店
舗33名、うち19名
が事業継続、14

名が当地区に展
開

 郊外店の回帰

•にぎわい拠点として
のパサージュ広場
 歩行者通行量
• H10  4,760人
• H17 6,024人

実施体制とキーパーソン

•計画・実施機関：青森市＋(有)ＰＭＯ
•キーパーソン

•加藤博氏： (有)ＰＭＯ代表取締役、青森市新町商店街振興組合副理事長、朝会等を通じて
商店街の活動を推進、パサージュ広場協議会の運営
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新規事業創出×まちづくり 

3-2 ソーシャルビジネスの支援（神奈川県横浜市：mass×mass 関内フューチ

ャーセンター） 

 

横浜市では、築年数を経た中小ビルが多い関内地区において、既存業務ビルの空き室を新たな

ビジネス・雇用の場として再生させるとともに、この拠点を中心にして、起業家や小規模事業者

等のネットワーク形成を推進する取組が推進されてきた。 

こうした市の取組をきっかけに生まれた「mass×mass 関内フューチャーセンター」は、関

内イノベーションイニシアティブ株式会社の運営のもと、ソーシャルビジネスの創業支援拠点

としてまちの活性化を支えている。 

 

【本事例のポイント】 

 ソーシャルビジネスの起業をサポートするというこれまでになかった独自の立ち位置 

 交流拠点としての地域密着の施設運営 

 東京圏から適度に離れた立地環境 

  

 

 

 

 
空きビルのもともとの地の利を活かし、交流の拠点として活用 

ソーシャルビジネス起業家を輩出し、地域の活性化を下支え 

横浜にとどまらず各地域で活躍する人材を輩出 

 

 

  

関内イノベーション
イニシアティブ㈱

横浜市

テナント企業
シェアオフィス事業

スクール事業

賃料・サービス

スペース提供

多様な機関、専門家の
ネットワーク形成を推進

ソーシャルビジネスの
実践

地域有志企業

起業家支援事業等

対価

指導

出資

運営委託 報告

クラウドファンディング事業

地域活性化事業
ソーシャルビジネス等に
関心を持つ起業家

ソーシャルビジネス等の
専門家

FAAVO
クラウドファンディング

ネットワーク

連携

NPO団体等

連携

連携

事業創造、起業

交流のための場、サービス
を提供

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

「mass×mass 関内フューチャーセンタ

ー」は、平成 23 年３月に横浜市都市整備局

による「横浜市ビジネスインキュベート拠点

設置及び起業家等ネットワーク形成モデル事

業」をきっかけに設置された施設である。 

当時、横浜市関内地区は、経済的に地盤沈

下が進んでおり、専門家、地元関係者等が参

加する検討会や、地元意見交換会等で対策が

検討され、「関内・関外地区活性化推進計画」

が取りまとめられていた。 

都市整備局によるモデル事業は、この計画

の実現に向けて計画されたものであり、ビジ

ネスインキュベート拠点を設置し、拠点を中

心とした起業家等のネットワーク形成を通じ

て、インキュベート機能の強化、まちづくり

活動への起業家等の参画などをねらいとして

実施された。 

また、実施に当たっては、民間事業者によ

る 100 坪以上の空ビル再生策を同時に行う

こととなり候補物件が募集された。ここで選

択されたのが神奈川県中小企業共済会館を

「mass×mass 関内フューチャーセンター」

として再生する案だった。 

 

◇mass×mass 関内フューチャーセンター

の位置づけ 

このように mass×mass 関内フューチャ

ーセンターは、横浜市による関内地区の再生

に向けたモデル事業をきっかけに生まれた施

設である。（ただし、横浜市のモデル事業とし

て運営されたのは平成 23、24 年度まで） 

同センターの運営は、市内企業からの出資

により関内イノベーションイニシアティブ

（株）が運営してきた。 

同社は、横浜市や、国・県のソーシャルビジ

ネスの支援事業等を受託する一方で、横浜エ

リアに特化したクラウドファンディングサー

ビス「FAAVO 横浜」の運営など、自主事業

も積極的に展開している。横浜市都市整備局

の事業としてスタートしたが、今では経済局

や、農業関連の部署など、関係機関を広げ、分

野にとらわれない運営を行っている。 

「いろいろな分野の主体と関わり、関係者

をつないでいけることが、自分達の存在意義

であり、強みだと思っている」と、同社代表取

締役の治田氏は語っている。 

 

 

 

 

 

mass×mass関内フューチャーセンターの位置 

  

出所）mass×mass関内フューチャーセンターHP 
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２．柱となる取組 

◇シェアオフィス事業 

概要 横浜関内の空き室をリノベーションして多様なレイヤーの起業家が集うシェアオフィス

／コワーキングスペースの運営、コミュニティを活性化するイベントの企画運営 

規模 約 195 坪（643.5 ㎡） 

施設構成  1 階：シェアオフィス 50 坪、コワーキングスペース 50 坪 

 2 階：シェアオフィス 65 坪、“TENTO（間伐材を用いたシェアオフィス）”30 坪 

入居者数  本店・事務所として登記可能 

 入居約 80 社。転出した企業も含めると、これまでの入居企業は 140 社を超える。 

 

“mass×mass”の施設構成 

 
出所）mass×mass関内フューチャーセンターHP 

 

◇スクール事業 

概要 ソーシャルビジネス分野に特化したス

クール事業の企画運営 
mass×mass cafe 

 
出所）mass×mass関内フューチャーセンターHP 

 

事業内容  ソーシャルビジネス・スタートアッ

プ講座 

 横浜の社会的課題を解決する

起業家を育成（横浜市委託事

業） 

 全 15 コマ 11 日間の講座を

無料で年 2 回開催 

 昨年度受講した 92 名から

13 団体が起業 

 食と農のプロデューサー養成講座 

 食と農の分野の起業家・プロ

デューサーを育成 

 実践創業支援講座 

 創業前の起業家に向けた実践

的なノウハウを提供 

受講生数  5 年間続けてきたスクール事業の修

了生は約 1,000 人に達する。 
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◇クラウドファンディング事業 

事業概要 横浜エリアに特化したクラウドファン

ディングサービス「FAAVO 横浜」の運

営 

「横浜発！新しい食文化を創造するレシピ本をつく

りたい！」

 
出所）mass×mass関内フューチャーセンターHP 

開始年度 平成 27 年度から実施 

事業実績  平成 29 年 2 月時点で 16 プロジェ

クトのうち 15 プロジェクト成功

（FAAVO のフランチャイジーの中

では大阪市とともに高い達成率） 

 「横浜の築 58 年のアパート改修で、

多世代交流の『長屋広場』を創りた

い！」「横浜発！新しい食文化を創造

す る レ シ ピ 本 を つ く り た い ！ 」

「We♡Yokohama! 横浜の歴史と

魅力が詰まった写真集を出版しよ

う！」等、地域に根ざした事業が含ま

れている。 

備考  FAAVO のフランチャイジーとして

実施 

 

◇地域活性化事業 

事業概要 地域課題を新しい視点とアイデアで解

決を目指すソーシャルデザイン事業の

実施 

まちなか社食 

 
出所）mass×mass関内フューチャーセンターHP  

 
グリーンラウンジ・プロジェクト 

 
出所）mass×mass関内フューチャーセンターHP 

事業内容  「まちなか社食」 

 老舗仕出し弁当屋「うお時」と

のコラボレーション。新鮮で

美味しい野菜のお弁当をコワ

ーキングスペースで提供、毎

日 70 食の売上がある。 

 「地域の社員食堂」として昼

食の場を提供することは、

様々な人に来ていただく上で

も意味がある。 

 グリーンラウンジ・プロジェクト 

 昭和 40 年代に開発された相

武台団地の空店舗のリノベー

ション事業。ソーシャルビジ

ネス推進の観点から、オープ

ンカフェの開設にも参画 

 神奈川県住宅供給公社、公益

社団法人かながわ住まいまち

づ く り 協 会 、 KEMURI 

DESIGN WORKS と連携し

て実施 

 ヨコハマ・イノベーション・スクラム 

 ソーシャルビジネス事業者を

集めて指導する半年間の伴走

型の支援プロジェクトや、プ

ロボノの育成事業を展開 

 他機関とのコラボレーションを積極

的に展開 



70 

 

３．取組の成果 

◇空きビルのもともとの地の利を活かし、交

流の拠点として活用 

mass×mass 関内フューチャーセンター

が運営するシェアオフィスについては、195

坪のスペースであるが、登記可能で安価なオ

フィススペースとして人気があり、約 80 社

が入居している。これによって、空きビルと

なっていた神奈川県中小企業共済会館の有効

利用を実現した。 

さらに、mass×mass 関内フューチャーセ

ンターは、入居者・受講者の募集・管理、各種

のイベント開催による集客はもとより、老舗

仕出し弁当屋とのコラボレーションで新鮮で

美味しい野菜のお弁当をコワーキングスペー

スで提供する「まちなか社食」を運営するこ

とによって、「地域の社員食堂」となる等、交

流拠点として活性化に寄与している。 

 

◇ソーシャルビジネス起業家を輩出し、地域

の活性化を下支え 

スクール事業については、「ソーシャルビジ

ネス・スタートアップ講座」、「食と農のプロ

デューサー養成講座」、「実践創業講座」など

を開催しており、5 年間で 1,000 人近い修了

生が輩出した。 

中でも横浜市から受託し、全 15 コマ 11

日間の講座を無料で年 2 回開催している「ソ

ーシャルビジネス・スタートアップ講座」は、

昨年度受講した 92 名から 13 団体が起業す

るなど大きな成果をあげている。 

入居企業や受講生のなかには、周辺地域に

展開する企業も出てきており、地域の活性化

に大きく寄与している。 

 

◇横浜にとどまらず各地域で活躍する人材を

輩出 

mass×mass 関内フューチャーセンター

の入居企業や卒業生は、横浜のまちづくりの

面でも貢献している。 

まちづくりに関わるユニークな事例として

は、シェアオフィス“TENTO”に入居するタ

イププロジェクト株式会社は、横浜クラウド

ファンディングを活用して、横浜のまちをイ

メージしたフォント「濱明朝」の開発プロジ

ェクトがある。 

これは、横浜が持っている個性をフォント

のデザインに取り入れ、様々な媒体を横断し

ながら一貫性を持って使うことで、都市のア

イデンティティ形成への貢献を図るプロジェ

クトである。 

フィールドワークを通じて得られた横浜の

イメージや、開港 150 周年を機に行われた、

市民参加のブランディング事業で出された

2,000 件以上の言葉を参考に、「おしゃれな

街」、「歴史とともにある港」、「伝統と新しい

ものとの共存」といったキーワードを抽出。

これらのキーワードを元に、横画には港を往

来するフェリーを、縦画には海上から望む建

築群をイメージし、太さのバリエーションと

縦画と横画の対比を際立たせたフォントを開

発した。 

 

横浜の景観を想起させる「濱明朝」 

 
出所）FAAVO横浜 HP 

 

また、ソーシャルビジネス関連講座の受講

生の取組としては、シェアオフィスに本拠を

構えている株式会社「えと菜園」が、熊本県で

栽培される安心・安全な農作物を扱うオンラ

インショップや、農薬を使わない野菜作りが
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学べる農園「コトモファーム」の運営、そして

求職中の路上生活者と人手不足の農業をつな

ぐ就農プログラムの 3 つの事業を展開してい

る。最近は、有機農法を身につけた路上生活

者の生産者への就労あっせんがうまくいきは

じめており、全国にネットワークを拡大しよ

うとしている。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

関内イノベーションイニシアティブ（株） 

 

◇事業推進主体 

mass×mass 関内フューチャーセンター

の事業運営は、関内イノベーションイニシア

ティブ（株）が行っている。 

同社は、横浜市のモデル事業を実施（実施

期間：平成 23、24 年度）するために設立さ

れた地元企業の出資による民間事業者である。

横浜市等からの受託事業のほか、オフィス賃

料、スクール受講量等の独自収入のもとで、

事業運営を行っている。 

 

◇キーパーソン 

関内イノベー

ションイニシア

ティブ（株）の企

画・運営は、同社

の代表取締役を

勤める治田友香

氏が中心になっ

て推進した。 

同氏は、もともとソーシャルビジネスを志

向しており、日本 NPO センター、シーズ＝

市民活動を支える制度をつくる会スタッフを

経て、平成 19 年から起業家支援財団で、将

来起業家をめざす大学生等を対象にした奨学

金給付事業の立ち上げ等に取り組んだ経験を

有している。 

こうした経験を活かして横浜市の企画募集

を勝ち抜き、mass×mass 関内フューチャー

センターを開設して現在に至っている。 

「私の役割は、起業のエネルギーを適正な

方向に案内すること。意思のあるお金を、能

力はあってもお金やリソースがない人につな

げていきたい。」、「NPO や会社の業種を超え

た悩みを共有できる場がまずは mass×

mass にあると良い」と語る。 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇ソーシャルビジネスの起業をサポートする

というこれまでになかった独自の立ち位置 

mass×mass 関内フューチャーセンター

が横浜市のモデル事業の終了後も存続し、活

動を維持してこられたのは、社会的な課題に

ついてビジネスとして解決を目指すソーシャ

ルビジネスに関心をもつ起業家に対して、魅

力あるスペースとプログラムを提供できたか

らだと考えられる。 

地域社会に広く潜在的なニーズが存在して

いるソーシャルビジネスの起業家を育てるこ

とを柱として据えている。社会的課題の解決

には分野を跨ぐような取組が求められる場合

が多いが、これにビジネスの手法を持って取

り組むことは、縦割りになりがちな行政機関

や、自社の収益事業への貢献を重視しがちな

企業のフューチャーセンターなどとは異なる、

これまでになかった独自のサービスを提供し

ている。 

 

◇交流拠点としての地域密着の施設運営 

mass×mass 関内フューチャーセンター

が成功したもうひとつの要因として、施設運

営の面でも、一般参加が可能なイベント開催

や、「まちなか社食」を運営することによって、

「地域の社員食堂」となる等、地域に開放さ

れた交流拠点としての施設運営に注力してい

る点があげられる。 

 
治田友香氏 
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これによって、地域の中に溶け込み、一体

的に活性化を促進する機関としての性格を強

めることができている。 

 

◇東京圏から適度に離れた立地環境 

mass×mass 関内フューチャーセンター

の成功には、東京都心から離れた横浜関内地

区の立地条件が利するところも大きかった。 

横浜は、ビジネスの面では不利なところも

あるが、東京から適度に離れていることによ

って、低家賃で活用できる空きオフィスが存

在していたり、じっくりと事業に取り組む時

間を確保できたり、というメリットの享受が

可能である。治田氏は、「“mass×mass”が

5 年間続けてこられたのは、場所が横浜だっ

たからということも事実です。東京でやって

いたら、厳しい競争の中で生き残れなかった

と思います」と語る。東京から離れることの

メリットについては、地方都市にも同じこと

が当てはまると考えられる。 

 

mass×mass関内フューチャーセンターの取組 

 

  

成功要因と示唆

• ソーシャルビジネスの
起業をサポートすると
いうこれまでになかっ
た独自の立ち位地

 行政の縦割りと
関係なく、様々な
主体をつなぐ

 大企業のフュー
チャーセンターと
も異なるサービス

•交流拠点としての地
域密着型の施設運営

 一般参加可能な
イベント開催

 まちなか食堂を
運営

•東京から適度に離れ
た立地環境

 低家賃で借りられ
る空オフィスが存
在

 東京都心に比べ
ればゆるい競争
環境を活用

取組の背景

•関内における経済
的な地盤沈下の進
展

•空きビルの存在

↓

•民間の力を借りた
街の再生策の募集

取組の位置づけ

• H22年度横浜市都
市整備局モデル事
業（初年度のみ）

•横浜市における
ソーシャルビジネス
支援

↓

• H22関内イノベー
ションイニシアティ
ブ設立

•主要事業
 シェアオフィス事
業
（mass×mass）

 スクール事業
 クラウドファン
ディング事業

 地域活性化事業

取組概要

• シェアオフィス事業
195坪をレンタル、
入居80社

• スクール事業
5年間の修了生約

1,000人
起業家多数（H27 

92名から13団体）

• クラウドファンディン
グ事業（Faavo）
12プロジェクトのう
ち11プロジェクトが
成功

• 地域活性化事業
まちなか社食
グリーンラウンジ・
プロジェクト 等

成果

• 空ビルの有効利用と周
辺地域の交流拠点とし
ての活性化への貢献
 オフィススペース、交

流スペースの提供
 イベントの開催

• ソーシャルビジネス等
を志向する起業家の輩
出
 現在80社、5年間で

140社
 スクール事業の受講

者1,000人

•横浜にとどまらず全
国規模で人材を輩出
 タイププロジェクト（「濱

明朝」開発）
 えと菜園（熊本産品の

オンラインショップ）等

実施体制とキーパーソン

•計画・実施機関：関内イノベーションイニシアティブ株式会社
•キーパーソン

•治田友香氏：関内イノベーションイニシアチブを起業
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新規事業創出×まちづくり 

3-3 情報産業の振興（鳥取県米子市：よなごコンテンツビジネスパーク） 

 

米子市では、中心市街地が衰退傾向を示していたが、一般社団法人山陰コンテンツビジネスパ

ーク協議会が「よなごコンテンツビジネスパーク開発構想」を掲げ、テナントミックス手法を活

用して企業・事業家立地を進めたり、将来的なコンテンツ産業活性化につなげるための人材育成

を行ったりするなど、米子市内外からまちなかにひとを呼び込み、衰退傾向に一定の歯止めをか

ける取組を推進している。 

また、これらの事業は米子市の中心市街地活性化基本計画に記載されており、官民一体となっ

て継続的に取り組めるような体制が組まれている。 

 

【本事例のポイント】 

 地域で機運の高まっていたクリエイティブ産業に着目して、まちなか活性化に結びつけ 

 市外から事業の担い手を呼び込み、トップレベルの人材育成を可能に 

 まちなかに企業・事業家の活躍の場や、学びの場を設けることでひとの呼び込みを推進 

  

 

 

   
 

 
拠点形成を通じたまちなかの事業環境の向上 

まちにおけるコンテンツ産業創出のきっかけづくり 

市内外からカネや知を呼び込み、まちの活性化に寄与 

 
 

  

米子市
中心市街地
活性化協議会

鳥取県

米子市 等

㈱アルファ
オフィス

デジタル
ハリウッド㈱

㈲クレイド

中海テレビ
放送

よなごコンテンツビジネスパーク
開発構想

アルファビル再活用事業
（テナントミックス方商業拠点施設整備）

NHK跡地建物再活用事業
（デジタルハリウッドスタジオ米子開設）

中心市街地活
性化事業認定

産業面での
バックアップ

事業実施

各種支援

米子商工会議所

ＮＰＯ法人
まちなかこもんず

一般社団法人
山陰コンテンツ
ビジネスパーク
協議会

設立

次世代の
デジタル
コンテンツ
人材

市内外の
企業・事業家

テナント
提供

対価

対価

学ぶ機会
の提供

中心市街地
活性化の
旗振り役

中心市街地
活性化の
旗振り役

「コンテンツ」に
着目する地域の
風土を形成

「コンテンツ」に
着目する地域の
風土を形成

事業の担い手として
まちの活性化に貢献

まちで活躍したり、
学んだりする中で
地域貢献

まちで活躍したり、
学んだりする中で

地域貢献
まちなかでの産業活性化・

人材育成に貢献
まちなかでの産業活性化・

人材育成に貢献

取組のスキーム 



74 

 

１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

（中心市街地の衰退） 

米子市は、鳥取県西部圏域の中心都市（人

口約 15 万人）である。圏域の人、モノ、文

化等の交流拠点としての役割を担っている。

特に、中心市街地は、地域の行政、経済、文化、

教育、医療、福祉、娯楽等の様々な都市機能が

集積するとともに、道路や鉄道等の交通結節

点として機能するなど、商都として栄えてき

た米子市の「顔」といえる。 

しかし、近年、商業機能の低下、人口の減

少、高齢化の進展、地価の下落等に歯止めが

かからず、中心市街地全体が衰退傾向にある。 

空き店舗率に着目すると、中心市街地の商

店街全体で平成 19 年からの 3 年間で 30%

から 35%に上昇しており、こうした遊休不動

産の活用や、商機能を回復させるための産業

の創出が課題であった。 
 

米子市中心商店街の空き店舗状況（H25.1） 

 店舗数 うち空店舗 賃貸可能 後継者有 

駅前商店街 150 38（25%） 35 12 

元町商店街 117 57（49%） 31 13 

法勝寺商店街 66 34（52%） ３ 9 

紺屋町商店街 38 15（40%） 8 6 

四日市商店街 94 25（27%） 16 11 

笑い通商店街 59 14（24%） 12 12 

角盤町商店街 77 11（14%） 11 9 

合計 601 194（32%） 116 71 
 
 

（並行してみられたコンテンツビジネスへの

機運） 

他方、水木しげる氏、谷口ジロー氏、青山剛

昌氏等の漫画家が鳥取県にゆかりがあること

から、鳥取県は漫画に着目した取組を行うよ

うになった。特に、平成 24 年 11 月には、

「第 13 回国際マンガサミット鳥取大会」の

誘致・開催にもこぎつける等大きな成果が得

られた。 

また、並行して山陰地域においてコンテン

ツビジネスを普及・促進させることで、産業

振興、観光振興、交流振興、まちづくり等の地

域活性化の取組に結びつけるべくして、平成

23 年 7 月 8 日に「山陰米子をポップカルチ

ャーの聖地へ！」を合言葉として、「山陰コン

テンツビジネスパーク協議会」が設立された。 

 

◇「よなごコンテンツビジネスパーク」の位

置づけ 

「よなごコンテンツビジネスパーク」は、

平成 24 年 4 月 11 日に一般社団法人化した

山陰コンテンツビジネスパーク協議会が、経

済産業省、総務省、鳥取県、米子市と連携して

策定した構想の中で、中核に位置付けた事業

である。 

米子市の中心市街地の中で遊休不動産とな

っていた、アルファビルや NHK 跡地建物等

をうまく活用することで、中心市街地活性化

に資する開発事業として行うこととなった。 

よなごコンテンツビジネスパークの事業を

米子市の中心市街地活性化に寄与させる狙い

は、以下の通りに整理される。 

 

 米子市中心市街地「にぎわいトライアン

グル」内の米子高島屋周辺の既存商業集

積エリアと若手商業者の出店が集中する

四日市町エリアを南北につなぐエリアに

立地する空きビル及び空き店舗を活用し、

拠点を作ることで訪れる人の回遊を促す。 

 米子市図書館・美術館整備事業等との連

動のもと、新たな商業コンテンツを中心

市街地に導入し、賑わいを創出する。 

 平成 24 年 11 月開催の「国際マンガサ

ミット」と連携し、ポップカルチャー・

サブカルチャーを切り口とした新事業創

出と米子市中心市街地への交流人口の吸

引を図る。 
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「よなごコンテンツビジネスパーク」の立地 

   

 

米子市中心市街地の区域（約 300ha） 

 
出所）米子市中心市街地活性化協議会 

  

アルファビル再活用事業

NHK跡地建物再活用事業
（現・ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾊﾘｳｯﾄﾞ

STUDIO米子）

米子高島屋

角盤町商店街

コンテンツビジネスパーク
開発構想
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２．柱となる取組 

◇アルファビル再活用事業 

事業時期 平成 24 年度 

事業規模  鉄筋コンクリート５階建て・床面積約 750 ㎡。 

事業概要  空きビルを利用し、コンテンツのクリエイティブ産業化の促進を図る商業拠点施設を整備す

る事業。 

事業主体  株式会社アルファオフィス 

位置付け  米子市中心市街地で生まれ、動きはじめた、コンテンツ・観光等をクリエ

イティブ産業化につなげるため、新たな客層の誘客を可能とするコンテン

ツをコンセプトとした新業態のテナントミックスによる商業拠点施設を

整備し、クリエイターや一般の市民が起業・交流できる環境を創出する。 

 「にぎわいトライアングルゾーン」内の高島屋・エルモール商店街エリア

と若手商業者の出店が集中する四日市町エリアを南北につなぐ位置とな

る空き店舗（アルファビル）を活用する。 

必要性  「人が集い賑わうまちをつくる」目標を達成するため必要。 

テナント 

構成 

 ポップカルチャーのマーチャンダイジングコンセプトに、商業に加え、デザイナー、企画会

社、製造業者、生産者から起業希望者までをネットワークし、新たな飲食・物販業態の開発

を行ってテナントミックスを図る。テナント構成は以下の通り。 
 

計画段階のテナント構成案、オープン時のテナント 
階数 活用内容 備考 オープン時のテナント 
屋上 集いの場 共用・公衆無線 LAN

ゾーンエリア 
 ALPHA SPACE（多目的広場） 

5 階 飲食・ギャラリ
ー・シアター 

飲食を伴うクリエイ
ター作品発表エリア 

 DREAM STAGE PASS（アイドル育成カフェ） 

4 階 ビジネスインキ
ュベーション 

クリエイターサポー
トエリア 

 dm-lab（オリジナル T シャツショップ） 
 PROPOSAL（デザインプロダクション） 
 Moncuter labo/４d-LABO（キャラクター/アプリ開

発） 
3 階 コンテンツライ

ブラリー 
マンガ図書館、内外の
作品販売エリア 

 トレカタウン（トレーディングカードショップ） 
 ラコ・スタ（まんが・イラスト工房） 

2 階 クリエイターシ
ョップ 

クリエイター制作工
房・販売エリア、ファ
ッション・コンテンツ
販売エリア 

 GENERAL PRODUCTS（キャラクターグッズ） 
 Puppen Haus（ドールショップ） 

1 階  Psychobox LAB（ファッションブティック） 
 おもちゃとお人形の製作工房（おもちゃ修理、制作工房） 

 

事業 

スキーム 

 平成 24 年２月、宇田川正樹氏が代表取締役となり、街づくり会社「（株）アルファオフィ

ス」を設立し、アルファビルの蘇生を実現することとなった。従業員数 2 人、資本金 300

万円で事業を開始した。 

 

 

ソフト事業 ① コンテンツ創作支援
② 情報通信
③ ビジネスマッチング
④ 営業支援
⑤ サポートテスク・窓口

鳥取県「まんが王国とっとり」建国の推進、コンテンツビジ
ネス「鳥取モデル」の支援との連携

中海テレビ放送 クリエーター・ショップ等

ビルオーナー

サポート
（メリット）

会員

会費

会
費

一括賃借

賃
料

賃
料

転貸借

サポート
（メリット）

人材育成
交流人口吸

引
の為の連携

鳥取県・米子
市

（アドバイザー）

街づくり会社
アルファオフィス

クライアント
（ビジネスマッチン

グ）

拠点施設

入居者

山陰コンテンツ
ビジネスパーク協議会

賃
料
等

転
貸
借
等
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◇NHK 跡地建物再活用事業 

事業時期 平成 24 年度 

事業規模 鉄筋コンクリート３階建て・床面積約 1,500 ㎡ 

事業主体 デジタルハリウッド株式会社、有限会社クレイド 

位置付け  米子をクリエイティブ産業の育成によって地域再生するに当たり、コンテンツクリエイ

ター人材を育成する拠点として位置づけ。 

デジタルハ

リウッドス

タジオ米子

開設までの

経緯 

 きっかけとしては、山陰コンテンツビジネスパ

ーク協議会が、デジタルハリウッド（株）（IT 関

連及びデジタルコンテンツの人材養成スクー

ル・大学・大学院を運営する企業）にコンテン

ツ人材育成について協力要請をしたこと、同時

期に鳥取県が、デジタルハリウッド（株）に「国

際マンガサミット」を契機としたコンテンツ産

業振興による地域活性化への協力要請をした

ことが挙げられる。 

 その後、山陰コンテンツビジネスパーク協議

会、鳥取県、デジタルハリウッド（株）の 3 者

による話合いを重ね、民間のコンテンツ産業の未来に向けた取組を鳥取県が支援する形

式で、産官学連携による人材育成を通じた地域活性を具体的に進めることになった。 

 『Digital Hollywood STUDIO』のライセンス形式による展開は、名古屋市に続き、全

国 2 番目である。 

 教育・就業の地域格差を解消し、いつでも、どこでも、自由に"自分らしくはたらく"こ

とを実現する新しいワークスタイルのロールモデル創出を目指している。 

出所）デジタルハリウッド（株）ホームページ 

 

３．取組の成果 

◇空きビル再生、コンテンツ系の企業立地 

空きビルであったアルファビルには、コン

テンツ産業のオフィスやクリエイターショッ

プが入居し、クリエイティブ産業化の促進を

図る商業拠点施設として再生するに至ってい

る。 

 

◇クリエイター等、若者の人材育成、就業機

会の形成 

（ビジネスマッチングの兆し） 

「デジタルハリウッド米子」では、平成 24

年 12 月開講以来、平成 27 年 5 月時点で延

べ約 150 人が受講した。 

卒業生の中には、スマートフォンのアプリ

ケーションを制作する会社からの仕事を請け

負う人が出るなど、ビジネスマッチングの成

果が見えはじめている。 

また、デジタルハリウッド米子の卒業生の

みが入れる「米子コンテンツ工場」というフ

リーライセンスデザイナー集団には、多方面

から仕事依頼があり、IT という職種の特性上、

労働時間に制約のある主婦でも自分のペース

で働くことができている。 

 

（関連拠点の立地） 

協議会は、平成 27 年 4 月、アプリ制作を

学ぶスクール「レインボーアップス」（東京）

の米子校を新たに米子市に誘致した。 

また、情報発信戦略において、協議会がビ

ジネス展開の拠点とするアルファビルに平成

27 年 4 月、動画を撮影・配信できる「角盤

町 1 丁目スタジオ」を開設した。 

 

（大都市圏での販売促進活動） 

協議会は平成 25 年 10 月、販売チャンネ

ルを首都圏で開拓するため、秋葉原に「まん

が王国とっとり秋葉原倶楽部」を設けるなど、

協議会会員企業の開発商品の売り込みにも積

極的に取り組んでいる。 
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４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

株式会社中海テレビ放送、山陰コンテンツ

ビジネスパーク協議会、株式会社アルファオ

フィス（街づくり会社）、米子市中心市街地活

性化協議会の協力体制で、計画が進められた。 

 

◇事業推進主体（アルファビル再活用事業） 

情報発信プロデュース企業、酒造元企業、

映画製作企業、デザイン企業等が出資する（株）

アルファオフィスが、事業推進主体である。 

 

◇事業推進主体（NHK 跡地建物再活用事業） 

デジタルハリウッド株式会社と有限会社ク

レイドが業務提携し、平成 24 年 12 月、中

国 地 方 初 と な る 「 デ ジ タ ル ハ リ ウ ッ ド

STUDIO 米子」を開設・運営している。 

 

◇キーパーソン 

本事業では、宇田川正樹氏と杉谷第士郎氏

がキーパーソンとして大きな役割を果たした。 

宇田川正樹氏

は、アルファオフ

ィス代表取締役

として、また一般

社団法人山陰コ

ンテンツビジネ

スパーク協議会

代表理事（よなご

コンテンツビジネスパークの構想時点では

事務局長）として、米子市を拠点としたク

リエイティブ産業育成による地域再生を目

指してきた。米子コンテンツビジネスパー

ク開発構想において、コンテンツビジネス

に係る事業を構想・先導した立役者である。 

宇田川氏は、「地域の資源であるコンテン

ツを使って地域を盛り上げたい。その想い

を大切にして、仲間と協力しながらこれま

で駆け回ってきた。」「大都市と違って、米

子を含む地方部は、働き方が豊富だと思う。

そうした土地で輝ける人を生み出すべく、

何よりも人材育成が重要と考えている。」と

話す。 

杉谷第士郎氏

は、当時、中心市

街地活性化協議

会において、まち

なか活性化の仕

掛け役・タウンマ

ネージャーとし

て活動していた。 

杉谷氏は過去、大手流通企業で商品開発、

経営企画、新規業態開発に従事していた経

験がある。 

宇田川氏に「漠然とコンテンツビジネス

をやろう、というのではいけない。戦略と

して、人材育成・商品開発・情報発信・企

業誘致の 4 か条を意識して取り組むべきで

ある。そのためには様々な機能が集積した

中心市街地エリアで官民連携して取り組む

ことが重要」と働きかけ、コンテンツビジ

ネスに係る事業を中心市街地活性化に結び

つけてプロジェクト全体をコーディネート

した。 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇地域で機運の高まっていたクリエイティブ

産業に着目して、まちなか活性化に結びつけ 

宇田川氏は、もともと地元の IT 企業に勤め

てプログラム開発等を行っていた。しかし、

その後、現場に出て営業を行うようになって

から、地域の資源であるコンテンツを使って

地域を盛り上げたいと、想いを馳せるように

なった。 

そのような折、中心市街地活性化協議会に

いた杉谷氏と出会い、中心市街地活性化を実

現するためのキーファクターとしてコンテン

ツ産業を捉えるようになっていった。 

 
宇田川正樹氏 

 
杉谷第士郎氏 
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ちょうど、アルファビルや NHK 跡地建物

の活用方策を練るタイミングにも合致してい

たこともあって、米子においてこのような取

組が一体となって推進されることとなった。 

 

◇域外から事業の担い手を呼び込み、トップ

レベルの人材育成を可能に 

「どうせ取り組むならトップレベルの人材

育成を行う」という方針で官民での意見が一

致したことから、一事業者である宇田川氏の

みならず、ネームバリューを持つ鳥取県や大

都市圏の事業者への営業活動を行った。合計

200 社以上との打合せを行う中で強みや独

自性を磨いていき、最終的にはガイナックス、

スター、デジタルハリウッド等の誘致が実現

した。 

行政と民間がタッグを組み、熱意をもって

先方を口説き続けたこと、先方が考える地方

進出戦略とのすり合わせがなされたことが、

一番の成功ポイントといえる。 

こうした活動を経て、域外から事業の担い

手を呼び込み、トップレベルの人材育成が可

能となっている。 

 

◇まちなかに企業・事業家の活躍の場や、学

びの場を設けることでひとの呼び込みを推進 

「高島屋・エルモール商店街エリア」と若

手商業者店舗の集積する四日町エリアの導線

上の空きビルを活用し、コンテンツビジネス

という若者が多い産業を扱うことで、中心市

街地から遠のいていた世代を当該エリアに再

び呼び込み、回遊させる仕掛けをつくった。 

異業種の事業者や企業が近接して立地する

というまちなかの特長を活かし、事業者間の

ネットワーク構築による新たなビジネスモデ

ルの創造も期待できる。 

 

 

 

よなごコンテンツビジネスパークの取組 

 

  

成功要因と示唆

•地域で機運の高まっ
ていたクリエイティブ
産業に着目して、まち
なか活性化に結びつ
け

 コンテンツビジネ
スに着目した宇
田川氏と、中心市
街地活性化を背
負う杉谷氏のコラ
ボレーション

•域外から事業の担い
手を呼び込み、トップ
レベルの人材育成を
可能に

 官民協力体制に
より、大都市圏企
業200社以上を訪
問

•まちなかに企業・事業
家の活躍の場や、学
びの場を設けることで
ひとの呼び込みを推
進

取組の背景

•中心市街地の衰退

•並行してみられたコ
ンテンツビジネスへ
の機運
 鳥取県ゆかりの
漫画家の存在（水
木しげる氏他）

 漫画に着目した取
組の実施（国際マ
ンガサミット他）

 「山陰コンテンツビ
ジネスパーク協議
会」の設立

↓

•コンテンツビジネス
をまちづくりに生か
す気運の高まり

取組の位置づけ

• H20中心市街地活
性化基本計画
 にぎわいトライア
ングルゾーン

↓

• H23よなごコンテン
ツビジネスパーク
開発構想（山陰コン
テンツビジネスパー
ク協議会、経済産
業省、総務省、鳥
取県、米子市）
 アルファビル再活
用事業

 NHK跡地建物再
活用事業

取組概要

•アルファビル再活
用事業
 街づくり会社アル
ファオフィスが、ア
ルファビルを蘇生

 コンテンツビジネ
スとクリエイティブ
商業空間をテナン
トミックス

• NHK跡地建物再活
用事業
 デジタルハリウッ
ドSTUDIO米子
（名古屋に次ぐ全
国2校目の展開）

成果

•空きビル再生、コン

テンツ系の企業立

地
 コンテンツ産業オ

フィス

 クリエイターショッ

プ 等

•クリエイター等、若

者の人材育成、就

業機会の形成
 ビジネスマッチン

グの兆し

 関連拠点の立地

 大都市圏での販

売促進活動

実施体制とキーパーソン

• 計画策定主体：株式会社中海テレビ放送、山陰コンテンツビジネスパーク協議会、街づくり会社株式会社ア
ルファオフィス、米子市中心市街地活性化協議会の協力体制

• 事業推進主体（アルファビル再活用事業）：株式会社アルファオフィス
• 事業推進主体（NHK跡地建物再活用事業）：デジタルハリウッド株式会社、有限会社クレイド
• キーパーソン：

• 宇田川正樹氏：アルファオフィス代表取締役として、開発事業を推進
• 杉谷第士郎：タウンマネージャーとして、プロジェクトをコーディネート
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3-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 
 

 

Theme（テーマ） 

 

“新規産業の創出”に向けた“仕組みづくり”の「Theme（テーマ）」は、地域における

起業を促進することによって、地域内の雇用や投資、交流人口を拡大し、活性化を図るもの

である。 

本事例集における新規事業創出の主な対象業種は、青森市の事例「パサージュ広場」が物

販・飲食店、横浜市の事例「mass×mass 関内フューチャーセンター」がソーシャルビジ

ネス、米子市の事例「よなごコンテンツビジネスパーク」が情報関連産業及びコンテンツ産

業である。それぞれの地域特性を活かして、起業に向けた機運を醸成することが重要である。 

 

 

Idea（アイデア） 

 

「Idea（アイデア）」の面では、地域で望まれている業種をテーマにして、起業家のニー

ズを踏まえた機会と場を提供することが重要である。特に、起業活動を地域住民などが見守

れるような環境におくことが、起業家の機運の醸成につながると思われる。 

青森市の事例は、市民との交流機能を持つ広場に、スタートアップに適した場（広場を中

心に店舗９区画）と、起業家をサポートする組織を用意した。 

横浜市の事例は、地域社会に広くニーズが存在しているソーシャルビジネスの起業支援

に着目。支援拠点は、東京圏から適度に離れた場所（適度な競争環境）に置いている。 

米子市の事例は、鳥取県を発祥とする漫画家をきっかけに、全国的なクリエイティブ産業

とともに、山陰地域で取組が盛り上がりつつあったコンテンツ産業に着目し、情報関連産業

及びコンテンツ産業を集積したオフィスビル整備を推進した。 

 

 

Process（実現プロセス） 

 

「Process（実現プロセス）」の面では、新規事業創出は中小企業政策として取り組まれ

ている分野でもあり、行政との連携が重要であるが、加えて地域と密接な関係を築ける環境

に置くことにより、その後の事業展開の一助となっていると推察される。 

青森市の事例は、商店街が中心になって、市民が求めている機能を具体化した。 

横浜市の事例「mass×mass 関内フューチャーセンター」は、横浜市の都市再生に向け

た新規事業創出のモデル事業の実施のために立ち上がった。ソーシャルビジネスの起業セ

ミナー開催などの起業支援を行うとともに、「まちなか食堂」として地域に開放された交流

拠点でもあり、起業家など多様な人が集い、ネットワークを深化できる場を提供している。 

米子市の事例は、コンテンツビジネス協議会の取組を背景として、中心市街地活性化に向

けた支援措置も活かして具体化した。山陰地域で盛り上がりつつあるコンテンツビジネス

関連の企業が中心市街地の空きスペースに立地することで、情報産業が地域に根付き、地域
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の活性化が期待される。 

 

 

System（実施体制・運営） 

 

「System（実施体制・運営）」の面では、新規事業創出を安定的に実施するため、独立し

た事業推進機関の確立が重要である。 

青森市の事例は、先行するチャレンジショップの取組課題を踏まえて、独自の管理運営機

関を設立し、伴走型のサポートを継続している。広場では定期的な協議会の開催により、経

営状況を把握・指導するなど手厚いサポート体制を構築している。 

横浜市の事例は、当初は市のモデル事業としてスタートしたが、終了後は一企業として事

業を推進。当初スタート時の市の担当部署にとらわれない立ち位置で、ソーシャルビジネス

に関する様々な主体のつなぎ役としての強みを発揮している。 

米子市の事例は、コンテンツビジネス協議会と中心市街地活性化協議会とが結びつき、ま

ちなかの活性化として情報産業及びコンテンツ産業振興を推進。これらの産業の振興はコ

ンテンツビジネス協議会が担う。 

 

 

新規事業創出×まちづくりの TIPS 

対象事例 Theme 

テーマ 

Idea 

アイデア 

Process 

実現プロセス 

System 

実施体制・運営 

青森市「パ

サージュ広

場」 

 インキュベーシ

ョン 

 スタートアップに適し

た場 

 起業家をサポートす

る組織 

 市民が求めていた

機能を集約し、市

に提案する中で具

体化 

 独自の管理運営機

関の設立により伴走

型の支援を実施 

 関係者が定期的に集

う協議会の開催 

横 浜 市

「 mass ×

mass 関内

フューチャ

ー セ ン タ

ー」 

 ソーシャルビジ

ネスへの支援 

 広く潜在的なニーズ

が存在しているソー

シャルビジネスの起

業に着目 

 東京から適度に離れ

た立地環境の活用 

 創業支援モデル事

業という機会を活

用することによって

具体化 

 地域に対する開放

型の機能を整備 

 行政の所掌にとらわ

れない立ち位置で、

つなぎ役としての強

みを発揮 

 

米子市「コ

ンテンツビ

ジネスパー

ク」 

 情報産業及び

コンテンツ産業

の振興 

 コンテンツ産業立地

に向けた地域機運 

 全国的な専門学校

の立地 

 コンテンツビジネス

協議会の存在 

 中心市街地活性化

の取組と連携 

 

 情報産業及びコンテ

ンツ産業振興は、コ

ンテンツビジネス協

議会が担当 

 ↓ ↓ ↓ ↓ 

  地域における

起業を促進す

る こ と に よ っ

て、域内の雇

用や投資、交

流人口を拡大 

 地域で望まれている

業種をテーマにし

て、企業家のニーズ

を踏まえた機会、場

を提供 

 行政との連携を通

じた立ち上げが基

本 

 新規事業創出の成

功率を高めるため

に、地域の理解・

協力も重視 

 独立した事業推進機

関の確立 
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第４章 ストック活用×まちづくり 
 

4-1 空きビル・空店舗の活用（山形県山形市：産学官金連携によるエリアリノベーション） 

4-2 大型店撤退スペースの活用（鹿児島県鹿児島市：マルヤガーデンズ） 

4-3 空き地・低未利用地の活用（青森県八戸市：「はっち」を中心としたまちづくり） 

4-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 
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ストック活用×まちづくり  

4-1 空きビル・空き店舗の活用（山形県山形市：産学官金連携によるエリアリノベーシ

ョン） 

 

戦災を免れた山形市の中心市街地には、大正や昭和を感じさせる建物が多数残されてお

り、落ち着いた雰囲気を醸し出している。一方で、中心市街地にある七日町エリアは、空き

ビル・空き店舗と増えてきていた。そこで、東北芸術工科大学の学生が主体となって「山形

R 不動産」を立ち上げ、こうした空きビル・空き店舗のリノベーションに取り組んできた。 

対象案件が増えるに従い、単体の建築の点としてのリノベーションから、アクティブな点

が相互に共鳴し、ネットワークし、面的に展開する「エリアリノベーション」が目指される

ようになり、学生の取り組みという枠を超えて、東北芸術工科大学と、リノベーション事業

を中核事業とする「株式会社マルアール」が中心となり組織された、産学官金の連携組織「山

形リノベーションまちづくり推進協議会」のもと、リノベーションによるまちづくりが広が

っている。 

 

【本事例のポイント】 

 学生による自主的活動の場の提供 

 経験豊富な専門家・事業家たちの連携体制の構築 

 事業の具体化を通じた認知度の向上、情報発信 

  

 

 

 
新たな価値の創造と多様な人々の呼込み 

エリアリノベーションへの展開 

東北芸術工科大学卒業者の定着、起業 

山形リノベーション
まちづくり推進協議会

起業希望者
移住希望者

東北芸術工科大学
協議会事務局を担当

山形市

空きビル・空き店舗
所有者

情報提供
提案

株式会社マルアール

とんがりビル

対価

仲介サービス

協力

参加

金融機関
山形県宅地建物取引業協会

千歳不動産株式会社

出資

啓蒙、提案

リノベーション事業
を実施

東京R不動産

連携

東北芸工大卒業生も
起業家として進出

山形R不動産

郁文堂書店の再生等

real local

対価

仲介サービス

空きビル・空き店舗を
発掘し流通を促進

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

山形市の七日町エリアで、東北芸術工科大

学等が中心となって、産学官金連携によるエ

リアリノベーションに取り組みはじめ、注目

を集めている。 

取組のきっかけは、平成 21 年、東北芸術

工科大学の学生が、教員である馬場正尊教授

の指導を受けながら、新しい視点で不動産を

発見、照会する Web サイト「東京 R 不動産」

と提携し、｢山形 R 不動産｣として空き物件、

遊休資産の再生・活用に取り組んだことから

はじまる。 

学生達は、山形Ｒ不動産を通して、市内に

残る空き家・空き店舗の潜在的な価値に気づ

き、遊休不動産の新しい使い方・デザインを

オーナーに提案し、セルフリノベーションに

より建物を再生する活動をはじめた。平成 21

年から続けざまに 3 件の再生プロジェクトを

実現させていった。さらに地元の千歳不動産

株式会社の協力を得て、仲介業務まで含めて

扱うようになり、地域を巻き込みながら、遊

休資産を魅力ある建物・空間に変えていく試

みを続けていった。 

平成 26 年にリノベーションスクールを開

催、これをきっかけに、遊休資産の再生・活用

を面的に広げていくための事業主体の必要性

から、千歳不動産（株）、東北芸術工科大学の

教授が発起人となって、「株式会社マルアール」

を設立。産学連携で、エリアの価値向上（＝エ

リアリノベーション）を目指した取組がはじ

まった。 

 

◇リノベーションまちづくりの位置づけ 

（株）マルアールは、エリアリノベーショ

ンに向けた第一弾のプロジェクトとして、中

心市街地にある空きビルのリノベーションに

取り組んだ。 

この事業に官である山形市役所が着目。市

の中心市街地活性化基本計画に位置づけられ

た。 

そして中心市街地活性化基本計画に位置づ

けられたことをきっかけに、地域一体の連携

気運が高まり、平成 28 年 2 月、東北芸術工

科大学、マルアールを中心に、日本政策金融

公庫山形支店、山形県宅地建物取引業協会、

山形銀行、荘内銀行、山形市が連携して「リノ

ベーションまちづくり」に取り組むため、「山

形リノベーションまちづくり推進協議会」が

設立された。 

今、山形市は、東北芸術工科大学の持つデ

ザイン力、学生達若者の自由な発想、民間事

業者の事業力が、行政・金融機関・不動産業界

によるバックアップを得て、エリアリノベー

ションに向けて、新しく大きな動きを見せ始

めている。 

 

七日町 空きビル・空き店舗状況 

 
出所）山形 R不動産資料 

七日町の位置 

 
出所）山形 R不動産資料 
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２．柱となる取組 

◇「山形 R 不動産」～キュレーション Web サイトとリノベーションプロジェクト 

事業時期 平成 21 年～現在 

事業概要  東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科の学生達が、「山形 R 不動産」という HP と

ブログを備えたキュレーション Web サイトを運営。 

 若い感性や考え方により、市街地に点在

する空き物件を紹介・仲介。物件情報を

公開するだけでなく、その活用方法まで

提案。「バリューアップ原状回復プロジ

ェクト」など賃貸アパートの空き部屋に

リノベーションにより新たな価値付け

を施し、その過程をブログに掲載しなが

ら、地方都市が抱える問題を、デザイン

と使い方のアイデアによって解決して

行こうとする試みを行っている。 

 一般的な不動産サイトとは異なる、ユニ

ークな切り口から物件を紹介。「アイデ

アあり」「レトロ感」「改装 OK！」など。

物件情報だけではなく、ユーザー目線の「こんな使い方は面白いのではないか」という

提案がなされており、ユニークなものとなっている。 

 また、リノベーションを行う際は、入居者等を先に決め、実施していることも特徴的。 

事業主体  物件情報サイトの制作・運営は、東北芸術工科大学建築・環境デザイン学科の学生達。 

 不動産仲介やリノベーション、不動産の企画等を行う「東京 R 不動産」と提携。 

 山形Ｒ不動産はＲ不動産系列の中でも学生が主体となっている唯一のＲ不動産。 

備考  不動産仲介業務は、千歳不動産株式会社（山形県山形市）が実施。 

 

◇とんがりビル 

事業時期 平成 27 年度 

規模 約 900 ㎡ 

事業概要  七日町にあるシネマ通りに面し、築５２年の RC 造 4 階建てビルをリノベーション。

約 10 年ほぼ使われていなかったビルを飲食、物販、貸オフィス、イベントスペース等

様々な用途の空間を持つ「ミクストユース」で再生。テナントによる「モノ」の提供と

併せて、一般の事業者、住民がデザインや表現、企画や教育、コミュニケーションなど

の「コト」をイベントスペースで発信する場を提供する。ビルの名称は「先鋭的な人が

集まり、時代の先端をいくコトが生まれる拠点」という意味。 

 1 階：山形の旬の食材を扱うカフェ、本屋・雑貨屋、イベントスペース KUGURU 

 ２階：デザイン事務所（アカオニ）兼店舗、写真スタジオ 

 ３階：シェアオフィス、小規模オフィス 

 ４階：家具・インテリア&ショールーム 

 一部のテナントは、東北芸術工科大学 OB・OG が経営している店舗が出店。 

事業主体 株式会社マルアール 

 竹内昌義氏（東北芸術工科大学教授）、馬場正尊氏（同大教授）、水戸靖宏氏（㈱千歳不

動産）の 3 名に加えて、小板橋基希氏（㈱アカオニ）の 4 人が結集して設立。馬場正

尊氏と水戸靖宏氏は山形 R 不動産での取組をきっかけにつながったメンバー。 

事業手法 デザインコンセプトの統一性、事業規模のスケールメリットによる利幅の確保の観点か

ら、一棟まるごとサブリースにて事業を実施 

 

  

出所）山形 R不動産 HP 
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◇「郁文堂書店」の再生 

事業時期 平成 28 年度 

規模 約 44 ㎡ 

事業概要  山形リノベーションまちづくり推進協議会の取組がきっかけとなり生まれた最初の案

件。 

 七日町のシネマ通りにある、かつて全国に著名な文化人の交流の場であり「郁文堂サロ

ン」とも言われた、老舗書店「郁文堂書店」。オーナーの高齢化などからシャッターを閉

めていた。 

 東北芸術工科大学 建築・環境デザイン学科馬場研究室の学生が、飛び込みでオーナーを

訪問、ヒアリング。郁文堂が持つ築 74 年に刻まれた歴史に、ストーリー性と再生によ

ってエリアに与えうる価値を感じ、山形リノベーションまちづくり推進協議会にサポー

トを要請。協議会の調整で（株）マルアールとのチームアップがなされ、本格的にリノ

ベーションプロジェクトとして始動。 

 コンセプトは、本が買える書店というだけでなく、郁文堂サロンを継承し、人と人が、

本を通じてつながり交流し、知の集積拠点「結び」として生まれ変わらせるもの。 

 「結び」オリジナルＴシャツ等クリエイター、アーティスト等による作品の販売と、本

棚のレンタル料で収入を得る独特のビジネスモデルで運営。「結び」のレンタル本棚の利

用者が本棚に自身のお気に入りの書籍を懸架し、書評をはさむことで人と人の交流をね

らう。 

 とんがりビルに隣接して立地し、新たな七日町の拠点として期待。 

事業主体 郁文堂書店、東北芸術工科大学建築・環境デザイン学科 学生＋山形リノベーションまち

づくり推進協議会 

※学生がコンセプト、メインのデザインを担当。学生のデザイン設計、収支計画、資金調

達計画に対して、（株）マルアールがサポート 

事業手法 クラウドファンディングを活用（148 人が出資、目標額 80 万円を上回る 100 万円以上

を調達） 

出所・参考 real local 山形：“築 74 年の書店を、新感覚の出会いの場にリノベーション” 

URL：https://reallocal.jp/23180 

 

とんがりビル 

 
出所）とんがりビル HP 

郁文堂書店 

 
出所）reallocal HP 

 

３．取組の成果 

◇新たな価値の創造と多様な人々の呼込み 

山形 R 不動産の取組、とんがりビル、郁文

堂の再生では、いずれも若者のニーズや感性、

デザイン性など新しいものを取り入れながら、

「ユーザー目線の使い方」、「モノとコトの提

供と発信の場」「文化の継承と人の交流の場」

といった価値付けを施して再生を行っている。 

また、単に提供されるモノやサービス等に

よって人を呼び寄せるというだけでなく、建

物が人に利用されたり、人が交流をしたりす

ることで、建物や場、空間が魅力を増し、更に
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人を呼び寄せ価値が高まっていくという考え

に根差して運営が考えられている。 

例えば、とんがりビルのイベントスペース

KUGURU では、アート、音楽、食等をテー

マとした多数のイベントが行われる（一年間

で約 50 のイベント、新しいイベントについ

てはとんがりビルのホームページ上で告知）。

多様な目的・用途で、様々な人が利用してお

り、人が集う場、拠点として、七日町エリアへ

多彩かつ多数の人の呼び込みに成功している。 

また、郁文堂書店においても、本を通じて

人々が交流する場としてのコンセプトのもと

で、その空間の中で本を読んだり、会議や多

様な交流イベントが開かれたりと、様々なシ

ーンで多彩な用途に使われることが想定され

ている。とんがりビルと一体となって、更に

エリアに人々を呼び込むことが期待される。 

 

KUGURUのイベントアーカイブス 

 
出所）とんがりビル HP  

 

「結び」施行後のイメージ 

 
出所）東北芸術工科大学資料 

 

◇エリアリノベーションへの展開 

東北芸術工科大学の取組は、平成 21 年の

山形 R 不動産のプロジェクト始動以降、とん

がりビルの再生、郁文堂書店の再生と、地域

に遊休資産の再生によるまちづくりの可能性

を提示し続けた。 

そうした複数のリノベーションが行われる

中で、点から面への展開していく「エリアリ

ノベーション」の考え方が広がった。結果的

に、（株）マルアールというリノベーション会

社が設立され、山形リノベーションまちづく

り推進協議会が組成されたことが、「とんがり

ビル」や「郁文堂書店」などのリノベーション

を皮切りとした、七日町シネマ通りエリアを

再生する取組につながっている。 

本稿で紹介した取組以外にも、酒店や旅館

の再生が検討されており、エリアリノベーシ

ョンの今後の更なる広がりが期待される。 

 

エリアリノベーションの対象地区イメージ 

出所）東北芸術工科大学資料をもとに作成 

※赤枠がシネマ通り 

 

◇東北芸術工科大学卒業者の定着、起業 

産学連携の一連の取組が進む中で、卒業生

の中からは、引き続きリノベーション事業に

携わったり、自ら山形市で起業する若者が輩

出している。 

例えば、元洋傘店のリノベーションによっ

て生まれた“BOTA coffee”のオーナーは、

東北芸術工科大学を卒業後、東京で就職した

のち U ターン、地元不動産企業での勤務を経

て独立した。 

とんがりビルのテナントの中にも、東北芸

術工科大学の卒業生が経営する店舗、事務所

が出店、入居している。こうした若手の人材
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が定着する流れが形成されたことは、これか

らのまちの再生につながる大きな成果といえ

る。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

山形 R 不動産を中心とした産学連携の時代

は、案件発掘と事業計画策定を、東北芸術工

科大学建築・環境デザイン学科馬場研究室、

（株）マルアールが中心になって取り組んで

きた。 

 その後、山形リノベーションまちづくり推

進協議会が設立されてからは、東北芸術工科

大学が事務局を担いながら、大きな方向性を

協議会で議論し、案件に応じて関係者で組織

したチームで、プロジェクトを推進する体制

を取っている。 

 

◇事業推進主体 

 山形 R 不動産 

情報発信は、東北芸術工科大学の学生が行

っている。リノベーションに、学生自ら取り

組むほか、不動産の仲介など不動産取引に関

する専門性が求められる分野については、千

歳不動産（株）が担当している。 

 とんがりビル 

（株）マルアールが施工、運営。とんがりビ

ルのホームページも自社で運営し、テナント

の紹介、イベント告知などを行う。 

 郁文堂書店 

東北芸術工科大学建築・環境デザイン学科

馬場研究室ゼミ生がプロジェクト全体の進行

を担当、（株）マルアールがサポートとして入

っている。 

 山形リノベーションまちづくり推進協議会 

事務局機能を東北芸術工科大学が担い、案

件ごとに最適なプロジェクトチームを組成し

て対応にあたっている。また、山形市への移

住促進を図るため、山形市で起きる様々な「コ

ト」を紹介する Web メディア「real local 山

形」を運営。まちの情報に加え、とんがりビル

の様子や、郁文堂書店プロジェクトの進行状

況なども紹介し、山形の魅力を内外に発信し

ている。 

 

◇キーパーソン 

山形市における

取組のキーパーソ

ンとしては、まず東

北芸術工科大学教

授の馬場正尊氏と

その指導を受ける

学生達の存在があ

げられる。 

馬場正尊氏は、も

ともと東京で建築

設計事務所の代表

を務めており、数々

の不動産の再生に

携わりながら、東京

R 不動産のディレ

クターとして運営に関わっていた。 

リノベーションをはじめたきっかけは馬場

正尊氏が山形市にある東北芸術工科大学に教

員として着任、授業後の雑談で「山形でも『山

形 R 不動産』をやろう」と話したことからと、

スタート時のメンバーのひとりは語る。 

こうした呼びかけに学生達が応える形で山

形 R 不動産がスタートし、現在に至っている。 

 また、地元不動産会社千歳不動産（株）に勤

務する水戸靖宏氏は、山形 R 不動産で紹介す

る案件の仲介業務を行い、リノベーションに

よる取組を支援してきた。現在は、とんがり

ビルのリノベーションをきっかけに立ち上げ

られた「（株）マルアール」の代表取締役も務

める。 

  

 
馬場正尊氏 

 

学生プロジェクトチームと

郁文堂オーナー 

 
出所）reallocal HP 
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５．取組の成功要因と示唆 

◇学生による自主的活動の場の提供 

学生達が関わるリノベーションの取組は、

馬場氏が提供するテーマに対して、学生がコ

ンセプト、事業スキームを検討するだけでな

く、交渉まで実施する。 

学生が実際のまちづくりに関わる極めて実

践的な機会を提供していることが、地域のま

ちづくりを真剣に考え、まちの再生を具現化

する人材の輩出に結びついていると考えられ

る。 

 

◇経験豊富な専門家・事業家たちの連携体制

の構築 

山形 R 不動産は、馬場正尊氏、水戸靖宏氏

をはじめとする専門家でもある事業家たちが

参画したことで、単なる遊休資産の再生にと

どまらず、後の事業体制をつくる連携体制の

構築に寄与した。 

例えば、とんがりビルの事業実施主体であ

る（株）マルアールは、山形 R 不動産ででき

たつながりがきっかけに設立された。 

山形リノベーションまちづくり推進協議会

が設立された直接のきっかけも、とんがりビ

ルが産学官金連携の事業として中心市街地活

性化基本計画に位置づけられたことにある。 

山形 R 不動産の取組をきっかけにつながっ

た専門家、事業家が連携して起こした事業が、

結果的に地域の関係機関を巻き込んだ山形リ

ノベーションまちづくり推進協議会の設立に

まで至ったといえる。 

 

◇事業の具体化を通じた認知度の向上、情報

発信 

学生達が関わるリノベーションの取組は、

学生による取組であること、地域の人に思い

入れのある建物や店舗の再生であることなど

から、新聞やテレビなどのメディアでも紹介

されている。事業の具体化を通じて認知度を

高める中で、パブリシティを通じて活動の認

知度が広まり、協力者や再生物件への集客度

に効果を発揮し、定着していった。

 

産学官金連携によるエリアリノベーション 

  

成功要因と示唆

•学生による自主的活
動の場の提供

 馬場氏による学
生に訴求する
テーマの提供

 大学生がコンセプ
ト、事業スキーム
を検討するだけで
なく、交渉まで実
施する機会設定

•経験豊富な専門家・
事業家たちの連携体
制の構築

 ㈱マルアール設
立

 協議会の設立

•事業の具体化を通じ
た認知度向上、情報
発信
 メディアの紹介
 パブリシティ

取組の背景

•中心市街地の停滞

•空家となった古い
建築群の存在

↓

•空き家・空き店舗の
潜在価値の認知

• リノベーションの必
要性に対する意識
醸成

取組の位置づけ

• H21大学授業の一
環としてのリノベー
ションの取組開始

• H26リノベーション
スクール

• H28「山形リノベー
ションまちづくり推
進協議会」
 関連機関による
検討の場づくり

 エリアイノベー
ションのコンセプ
ト

↓

•主要事業
 山形Ｒ不動産
 とんがりビル
 郁文堂書店再生

取組概要

• H21ウェブサイト
（山形Ｒ不動産）

• H22～リノベーショ
ン事業

• H26とんがりビル
カフェ
デザインオフィス
ショールーム 等

• H28郁文堂書店の
再生
サロンの継承
「知」の集積拠点

成果

•新たな価値の創造

と多様な人々の呼

び込み
 KUGURUで年間

50件のイベント

•エリアリノベーショ

ンへの展開
 点から面へ展開

•東北芸術工科大学

卒業者の定着、起

業
 BOTA coffee

 とんがりビルテナ

ント 等

実施体制とキーパーソン

• 計画機関：東北芸術工科大学・株式会社マルアール
• 事業実施機関：①ウェブ制作・運営：大学（NPO環境デザイン研究所） 、②リノベーション：東北芸術工科大
学・株式会社マルアール、③仲介業務：千歳不動産㈱・東京Ｒ不動産

• キーパーソン
• 馬場正尊氏：東北芸術工科大学教授、リノベーションまちづくりを推進
• 水戸靖宏氏：㈱マルアール代表
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ストック活用×まちづくり 

4-2 空き地・低未利用地の活用（青森県八戸市：「はっち」を中心としたまちづくり） 

 

八戸市では、中心市街地が衰退傾向を示していたが、市が主体となって低未利用地に八戸ポー

タルミュージアム「はっち」を整備することによって、市民や観光客をまちなかに呼び戻すこと

に成功した。 

「はっち」の周辺では、民間事業者による空きビルの再開発が行われ、さらに、屋根付き広場

の整備事業が市によって計画されるなど、官民が一体となった取組が推進されており、「はっち」

を起点とした面的な再生に向けて明るい兆しが現れている。 

 

【本事例のポイント】 

 市民生活に密着した運営と専門人材（アーティスト）とのコラボレーション 

 地域特性の横丁を元にした回遊性・滞留性の創出 

 市長のリーダーシップと市民との共創によるまちなかの求心力の回復 

  

 

 

 
拠点形成を通じたまちなかの集客力向上 

新たな動きが「はっち」を起点として周辺地域に展開 

様々な視点から評価され多くの受賞 

 

 

八戸市

• まちなかの交流空間を形成
•起業を促進まちぐみ

起業家

八戸ポータルミュージアム

はっち

ガーデンテラスに入居

八戸ブックセンター

商品・サービス

対価

場所によって
利用料

コミュニティ
スペース

文化活動

委託事業

活動の場

使用料

八戸ファンづくり、まちの
サポーターづくりを推進

まちなかへの集客基盤を
形成

創業を通じてまちの
活性化に貢献

民間事業者（㈱江陽閣）

ガーデンテラス整備
• 賃貸オフィス
• カフェ
• レストラン

住民

観光客

商品・サービス

対価

マチニワ

連携

まちなかにおける
産業活性化、起業促進

はっちの企画に参画、
積極的に活用

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

八戸市の中心市街地は、八戸城（現在は跡

地）を中心に形成された城下町であり、古く

から歴史と文化の息づくまちとして活況を呈

していた。しかしながら、平成に入ってから

人口減少やライフスタイルの変化に加え、郊

外型ショッピングセンターの建設、中心市街

地からの大型店等の撤退、市民病院の移転等

により、まちの賑わいが減り、衰退が危惧さ

れていた。 

そんな中、中心市街地の一等地にあった文

房具店が閉店し、隣接する駐車場とあわせて、

約 3,400 ㎡に渡る空き地の活用が検討され

ていた。 

これについて、市の文化を発信する拠点と

なる施設が必要との考えから、現在の小林眞

市長がイニシアチブを取り、関係者を巻き込

みながら「交流や観光 PR・イベントに対応し

た複合的な施設」を建設するという方針が決

められた。 

その後、具体的な事業計画を決めるために

多数の専門家や、市民を交えた議論が幾度も

重ねられ、「地域の資源を大事に思いながら新

しい魅力を発信していく」というコンセプト

に基づいた市民交流・観光交流の拠点施設と

して、ポータルミュージアム「はっち」の構想

が誕生した。 

 

◇「はっち」の位置づけ 

「はっち」は、平成 20 年に策定された、

「多種多様な人々のニーズに応えられるまち」

をめざす「第１期八戸市中心市街地活性化基

本計画」における核となる事業である。 

平成 23 年 2 月に開館した「はっち」は、

交流や子育て支援の広場、シアターやギャラ

リー、観光物産展示スペース、食やものづく

りのスタジオなどが設置されており、アート

プロジェクトなど、まちの活性化に向けた

様々な事業が展開されてきた。 

構想段階から市民とともに「はっち」を作

り上げてきたため、気軽に立ち寄れる憩いの

場所として、また、文化・芸術活動の発表の場

として多くの市民に利用され、愛される施設

となった。 

開館１年目に当初の目標（65 万人）を上回

る 88 万人の入場者数を達成。 

人の流れを中心市街地に呼び戻すことに成

功し、中心市街地の賑わいに大きく貢献して

いる。 

「はっち」正面 

 

開放的なアトリウム 

 
「はっち」の位置 

 
出所）八戸市資料に加筆 

八戸ポータル
ミュージアム
「はっち」

八戸ブックセンター
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２．柱となる取組 

◇はっち 

整備時期 平成 23 年 2 月 

整備規模 敷地面積 約 3,387m²、施設延床面積 約 6,480m²、鉄筋５階建て 

施設構成・

展示 

 施設構成：1F はっちひろば、カフェ・ショップ、2-3F 展示スペース、ギャラリー、

シアター、4F ものづくりスタジオ・こどもはっち、5F 共同スタジオ、レジデンス 

 八角形の中庭を中心に、八戸の中心街の特徴である路地、横丁のような回廊や、

広場のような空間があり、上りエスカレーターと下りエスカレーターを施設の両

側に分けるなど、訪れる人が回遊するように配置している。 

 3 階まで吹き抜けのアトリウムを配置し、空間の一体性と開放感を演出 

 展示コンセプト 

 観光客等のポータル（玄関口）として、八戸のみどころや魅力をわかりやすく紹

介 

 展示品等が市民作家や市民学芸員により制作されており、八戸の資源とともに、

八戸の誇りとして展示され、更新を見越した仕組みである。 

事業内容  事業コンセプト：「地域の資源を大事に想いながら新しい魅力を作り出すところ」 

 事業 

 会所場づくり（誰でも気軽に立ち寄れる空間づくり） 

 貸し館事業（シアター、和室、ギャラリーなど） 

 自主事業：①中心市街地のにぎわい創出事業、②文化芸術の振興、③ものづくり

の振興、④観光振興 

事業手法  八戸市単独事業 

 用地・建設費：約 41.3 億円、年間事業費：約 2.8 億円 

 

 
出所）はっち HP 
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◇六日町地区複合ビル「ガーデンテラス」 

事業時期 平成 28 年 8 月オープン 

事業主体 株式会社江陽閣 

施設規模 延床面積 4,500 ㎡ 

施設概要  1Ｆ八戸ブックセンター、生花店「リトル プランツ」、大手コーヒーチェーン店「タリ

ーズコーヒー」、パン屋「アンジェリーナ」が入居 

 2、3Ｆオフィス（ヤフー八戸センター） 

 ４Ｆレストラン 

事業手法  「特定民間中心市街地経済活力向上事業計画」の経済産業大臣認定 

 

ガーデンテラス 

 

八戸ブックセンター 

 

 

◇(仮称)三日町にぎわい拠点「マチニワ」 

事業時期 平成 30 年度オープン予定  

 
出所）八戸市 HP 

 

 
出所）八戸市 HP 

 

事業主体 八戸市 

施設概要  敷地面積：約 1,091 ㎡（間口約 28.4m×奥

行約 38.1m） 

 延床面積：約 1,250 ㎡ 

 施設構成：ガラス屋根、休憩・観覧のデッキ、

備品倉庫、トイレ、植栽等 

 

利用イメー

ジ 

 日常的な利用：マチニワは、街なかの「庭」の

ような役割を担うことから開放性と冬季間の

利便性の両立を図る。 

 ハレ：八戸三社大祭や八戸えんぶり、八戸七夕

まつり等の地域を代表する祭りやイベントと

連動した利用や、はっちと連携した新たなイベ

ント企画を期待する。 

 災害時：災害等のもしもの時には、災害の発生

から避難所へ移るまでの間に、一時的に身の安

全を守るために避難する場所としての利用を

想定。 

 

 

備考 

 広場と花小路横丁に連なる路地を官民で協調

し、インキュベーションの場として活用する予

定 
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３．取組の成果 

◇まちなかの集客力の向上 

新たな交流と創造の拠点としての「はっち」

は、開館当初から市民に人気の施設となった。

平成 23 年 2 月にオープンした後、１周年に

は来館者 888,888 人を達成、平成 24 年３

月には 100 万人を達成した。その後も年間

ほぼ 100 万人が訪れており、平成 28 年 6

月には５00 万人を達成した。 

中心市街地活性化基本計画では、このよう

に「はっち」が集客交流拠点となった結果、中

心市街地における歩行者通行量も平成 22 年

を底として長期的な減少傾向に歯止めがかか

ったと分析されている。同様に、居住人口と

中心市街地の空き店舗率にも平成 22 年以降

歯止めがかかっている。 

 
中心市街地の歩行者通行量の推移 

 
出所）第 2 期八戸市中心市街地活性化基本計画 

 

◇新たな動きが「はっち」を起点として周辺

地域に展開 

「はっち」がオープンしたことによって中

心市街地の停滞傾向に歯止めがかかったこと

を受け、周辺地区における開発の動きも顕著

となった。 

具体的には、「はっち」の向かい側の空きビ

ル（旧レックビル・旧マルマツビル）が、当該

地域のコンセプトである“アート＆カルチャ

ー”をテーマとした「ガーデンテラス」として

生まれ変わった。 

現在、同ビルの１階には、「本のまち八戸」

の推進拠点として市直営の「八戸ブックセン

ター」やカフェが立地し、新たな集客拠点と

なっている。また、2、3 階には大手 IT 企業

の八戸支社が入居。同社は、郊外部へのオフ

ィス移転を検討していたが、ガーデンテラス

の整備によりまちなかに留まることになり、

中心市街地の質の高い雇用確保、消費の維持・

向上に寄与した。さらに 4 階は地元野菜を活

かしたレストランとなっている。 

さらに、「はっち」と「ガーデンテラス」を

つなぐ空地に、市が主体となって、全天候型

の交流空間、「(仮称)三日町にぎわい拠点（マ

チニワ）」の整備が進められている。マチニワ

及び周縁の民間所有地「花小路」では協調し

て起業促進の販売スペースを設ける予定であ

る。 

「はっち」を起点として、「ガーデンテラス」

「マチニワ」から、近隣の８つの横丁をはじ

め、まちなかへの回遊性が増すことになり、

まちの賑わいにつながるものと考えられる。 

 

 

◇様々な視点から評価され多くの受賞 

市民の交流の場として成功した「はっち」

の取組は、文化や地方創生の観点をはじめ、

多くの機関から評価されている。 

平成 25 年度には文化芸術をまちづくりに

活かした取組が評価され、文化庁長官表彰（文

化芸術創造都市部門）を受彰、翌年度にはデ

ーリー東北賞を受賞した。さらに平成 28 年

12 月には、これまでに類のない取組が評価さ

れ「平成 28 年度地域創造大賞（総務大臣賞）」

を受賞した。ほかにも様々な形で評価を集め

ている。 

こうした多数の受賞を通じて、「はっち」は

ブックセンター雰囲気の評価 

 
出所）八戸市資料（平成 29年 1月） 
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まちのプレゼンス向上に大きく貢献している。 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定・事業推進主体 

「はっち」は八戸市の施設であり、八戸市

の事業として設置、運営されている。 

収益で不足する運営費については市の一般

財源から充当している。 

「はっち」設置の目的は、それ自体が儲け

ることではなく、中心市街地及び市全体の活

性化である。来館者が利用しやすい環境づく

りや新たな興味関心の喚起、商店街と連携し

た企画など、中心市街地に足を運ばせるため

の事業の実施が重視されている。 

 

◇キーパーソン 

「はっち」の実

現のキーパーソ

ンとしては、まず

小林眞市長が挙

げられる。「はっ

ち」が整備された

低未利用地には、

もともと観光交

流施設として山

車会館が整備されることになっていたが、同

氏の発意によって、新たな交流と創造の拠点

としての「はっち」が実現することになった。 

「街の中心でにぎわいを演出することで、

人が訪れたくなる個性的な文化を街づくりの

基本にしていきたい。その中核となるのが『は

っち』だ。」と同氏は語る4。 

また、「はっち」の計画の具体化、実際の運

営に当たっては、市長の指示のもと、担当者

として初代館長である風張知子氏（現在は、

市まちづくり文化スポーツ観光部長）やコー

ディネーターの柳沢拓哉氏（前職は民間企業

社員）が尽力した。現在は、佐々木結子館長が

                                                   
4 日経グローカル「自治体維新」No.2042012. 9.17 

次の展開への取組を担う。 

「はっち」の魅力づくりにあたっては、ア

ーティストの参加も大きい。平成 22 年から

開館に向けた準備イベント「八戸のうわさ」

に取り組んだ山本耕一郎氏は、これをきっか

けに八戸市に定住し、今は八戸をおもしろく

する市民企画集団「まちぐみ」という活動を

展開し、移住者や若者も引き寄せている。 
 

八戸のうさわまっぷ 

 
出所）はっち HP 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇市民生活に密着した運営と専門人材（アー

ティスト）とのコラボレーション 

新たな交流と創造の拠点「はっち」は、市民

作家や市民学芸員の作品を中心に展示が行わ

れているなど、多様な市民を巻き込んで、市

民生活に密着したコンセプトのもとで整備さ

れている。住民が繰り返し訪れることを重視

するという意味で、従来型の観光交流施設や、

博物館とは異なった発想で構想し、整備され

た施設ということができる。 

こうした発想は、子ども達の創造力を育む

場として導入された「こどもはっち」などに

も活かされ、県外からも親子が集っている。 

さらにアーティストを巻き込むことによっ

て、「八戸のうわさ」「まちぐみ」など、ユニー

クな取組を提供する場としても「はっち」を

機能させている。 

 

小林眞市長 
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◇地域特性の横丁を元にした回遊性・滞留性

の創出 

八戸の中心市街地では、終戦後、漁師の飲

食街から発展した横丁が誕生し、横丁文化と

して栄えた。現在も中心市街地に張り巡らさ

れた 8 つの横丁が、市民や観光客に親しまれ

ている。「はっち」は、施設面でも「横丁」と

いう地域になじみのある形態や、開放的な中

庭・アトリウムを取り入れるとともに、回遊

を生み出している点が特徴である。1 階フロ

アには、建物の四方に出入り口が設けられて

いて、通路として機能するようになっている。

また、2 階 3 階の展示スペースは回遊する中

での新たな発見・気づきや人との交流が生ま

れる展示を心がけている。 

また、「はっち」「ガーデンテラス」「マチニ

ワ」には、市内外へのバスが発着する地点が

隣接しており、多くの市内外の人が集う場所

である。バス利用者の待ち時間などに立ち寄

ってもらうことはもちろん、同施設が付加価

値を提供することで、更なる集客やバスパッ

ク企画などを生むことができる。この集客を

周辺に位置する横丁等の回遊に波及させるこ

とが期待されている。 

 

◇市長の強いリーダーシップと市民との共創

によるまちなかの求心力の回復 

「はっち」が、市民に利用される施設とし

て開設当初から機能することができた要因と

して、具体化にあたって招聘された専門家や

市民を交えた意見交換の場にも注目したい。 

具体的には、専門家会議として、「地域観光

施設整備検討庁内連絡会議」（10 回開催）、

「地域観光交流施設整備検討アドバイザー会

議」（5 回開催）、「八戸市中心市街地観光交流

施設活用検討委員会」（10 回開催）が開催さ

れた。加えて、市民の声を聞く場も 100 回以

上開催され、ここで、把握された市民のニー

ズが、「はっち」の機能として取り入れられた。

現在計画中の、「マチニワ」についてもアイデ

アコンペが開催されている。 

施設整備は重要であるが、利用者が望むソ

フトを優先させることが成果に結びついてい

る大きな要素といえる。

 

八戸ポータルミュージアムはっちの取組 

  

成功要因と示唆

• 市民生活に密着した運
営と専門人材（アーティ
スト）とのコラボレーショ
ン
 従来型の山車会館
にこだわらず、「創
造的な市民活動の
拠点施設」整備を
推進

 アーティストなど、
専門人材の登用を
通じたイベント、「ま
ちぐみ」等の新しい
取組の展開

• 横丁を元にした回遊性・
滞留性の創出
 四方に設けられた
出入り口

 回遊性、開放性を
意識した空間構成

• 市長のリーダーシップと
市民との共創
 庁内連絡会議10回、
アドバイザー会議5
回

 100回以上の会議
で市民の意見を把
握

 「自分ごと」としてま
ちの活性化に参加
する市民の拡大

取組の背景

•中心市街地の衰退

•中心市街地活性化
を求める市民の声

↓

•活性化のためには、
拠点施設が必要と
いう認識の醸成

•新しい交流施設整
備提案に対する期
待

•中心市街地関係者
以外の市民の力を
結集するねらい

取組の位置づけ

• H17山車会館及び地
域観光交流施設整
備の提案
 小林市長による「創
造的な市民活動の
拠点施設」整備の
提案

↓

• H18基本構想策定
• H20八戸市中心市街
地活性化基本計画
策定（認定）
活性化事業として
の位置づけ

修正設計
↓

• H23「はっち」開館
• H28ガーデンテラス
開設、複合交流拠点
整備（進行中）

取組概要

• はっちの施設概要
 5階建て6,480㎡

 国土交通省「まちづ
くり交付金」、合併
特例債を活用

• はっちの施設運営
 会所場づくり

 貸し館事業（シア
ター・和室・ギャラ
リー等）

 自主事業（中心市
街地賑わい創出事
業、文化芸術の振
興、ものづくりの振
興、観光振興）

• 複合交流拠点施設
 八戸ブックセンター
 オフィス（Yahoo!）
 レストラン・カフェ

成果

• まちなかの集客力向
上
 来館者H24：888,888

人（1周年）、H28年6

月：500万人
 歩行者通行量

H24/H22： はっち前
145%増、全体40%増

• 新たな動きが「はっち」
を起点として周辺地域
に展開（八戸ブックセン
ター、事業所の流出阻止、
起業促進）

• 様々な視点から評価さ
れ多くの受賞
 H25年度文化庁長官

表彰
 H26年12月デーリー

東北賞
 H28年12月地域創造

大賞（総務大臣賞）

実施体制とキーパーソン

• 計画機関：八戸市
• 事業実施機関：八戸市、まちぐみ（八戸市を面白くする市民企画集団）
• キーパーソン：

• 小林眞市長：山車会館構想の見直しを提案
• 風張知子氏（はっち初代館長）、佐々木結子氏（現館長）、柳沢拓哉氏(コーディネーター）：交流拠
点の具体化に尽力

• 山本耕一郎氏（まちぐみ組長）：アートによるまちづくりを展開
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ストック活用×まちづくり：  

4-3 大型小売店撤退空間の活用（鹿児島県鹿児島市：マルヤガーデンズ） 

 

鹿児島市の繁華街天文館地区では、核となる百貨店が平成 21 年に撤退し、以来、通行量が減

り、空き店舗が目立つようになり、周辺における空き店舗対策が課題となっていた。マルヤガー

デンズは、こうした状況の中で、コミュニティスペースを大胆に取り込んだ「ユナイトメントス

トア」という独自のコンセプトのもとでのショッピングモールとして、空きビルと周辺地域の再

生に成功した。 

再生から５年、マルヤガーデンズは、一層の発展と地域の再生に向けて、新たな店舗形成に向

けた動きを見せている。 

 

【本事例のポイント】 

 「ユナイトメントストア」という斬新なコンセプトと実行力 

 スピード感があり臨機応変な事業運営 

 地域の商店街やコミュニティ団体との WIN-WIN関係 

  

 

 

 
集客・交流拠点としてまちなかに活気を取り戻す 

周辺地域への新たな飲食店等の出店 

地域からの支持を得た結果として多数の受賞 

 

 

  

株式会社丸屋本社

消費者

鹿児島市

商品・サービス

対価
いづろ商店街振興組合

特徴的で魅力的な
商業空間の形成

呉服町６番街区
整備事業

対価

商品・サービス

スペース提供

売場づくり

イベントスペース提供
連携・
回遊

支援

コミュニティ活動

対価

イベント、コミュニティ
活動を通じた集客を推進

魅力的な商品・サービス
を提供

中心市街地活性化に
向けた支援

連携してイベントを開催

テナント

生活雑貨

等

書籍

アパレル

飲食店

取組のスキーム 
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１．取組の背景と位置づけ 

◇取組の背景 

明治 20 年に創業した鹿児島市の呉服店

「丸屋」は、昭和 36 年に業態転換して「丸

屋デパート」を開業した後、三越との業務提

携を経て、昭和 58 年から「鹿児島三越（後

に三越鹿児島店）」となり、山形屋とともに核

店舗として「いづろ・天文館地区」の発展を担

ってきた。 

そのため、平成 21 年 5 月に三越が閉店し

たことの衝撃は大きく、大型スーパーの郊外

出店とあいまって、いづろ・天文館地区でも

通行量の減少、近隣における空店舗の出現な

どの影響が現れた。 

このような状況の中、ビル所有者であった

株式会社丸屋本社は、鹿児島市の暮らし・に

ぎわい事業を活用し、「出会いや交流のある買

い物集会所－ユナイトメントストア－」をコ

ンセプトとする商業ビルとして百貨店閉店後

の空きビル再生に取り組んだ。 

こうして、平成 24 年 4 月にオープンした

マルヤガーデンズは評判を呼び、集客・交流

を通じた地域の再生に貢献している。 

 

◇鹿児島市のまちづくりにおける「マルヤガ

ーデンズ」の位置づけ 

市電が通る目抜き通り沿いに立地する三越

鹿児島店の閉店は、「いづろ・天文館地区」の

空洞化を招きかねない問題だった。空きビル

の再生は「中心市街地活性化基本計画」（平成

19 年 12 月～平成 25 年 3 月）に位置づけ

られ、鹿児島市が積極的に支援した。 

具体的には、中心市街地活性化計画におい

て、「呉服町 6 番街区等整備事業」が位置づけ

られ、鹿児島市、国の補助、ふるさと財団の融

資等をうけて「暮らし・にぎわい再生事業」が

実施された。 

 

鹿児島市中心部におけるマルヤガーデンズの位置 

 
出所）（株）丸屋本社資料  
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２．柱となる取組 

◇呉服町 6 番街区等整備事業（施設名称：マルヤガーデンズ） 

本館  用途：店舗、倉庫、防災センター 

 規 模 ： 敷 地 3,125.06 ㎡ 、 延 床 面 積

22,675.45 ㎡、SRC8 階・地下 1 階 

 店舗数：95 店舗（平成 26 年 9 月） 

マルヤガーデンズの配置 

 
出所）マルヤガーデンズパフレット 

 

 

事務館  用途：オペレーションセンター、託児所、事務

所、休憩室、荷捌き所 

 規模：敷地 404.01 ㎡、延床面積 2,200.83

㎡、SRC7 階 

マルヤガー

デンズパー

キング（丸

屋第2駐車

場） 

 用途：駐車場・駐輪場（丸屋第 2 駐車場） 

 規模：敷地：908.12 ㎡、延床面積 5,879.70

㎡、S 造 7 階・地下 1 階 

 駐車可能台数：167 台（駐輪場/自転車 100

台、自動二輪 30 台） 

※ その他、周辺に丸屋第 1 駐車場 160 台、

丸屋第 3 駐車場 26 台 

事業手法  暮らし・にぎわい再生事業を活用 

 事業費：約 42.2 億円（補助対象約 7.9 億円） 

特徴  本館と駐車場を３階で直結 

 ３期に及ぶ増設で必要以上にあった階段を整

理し、売場、吹き抜け空間を確保 

 共用部床の天然木フローリング、外壁緑化・屋

上庭園等、自然を感じさせる空間を形成 

 

◇売場づくり 

沿革 平成 23 年 10 月：ビューティ＆ユースユナイティッドア

ローズ、マーガレットハウエルなど、ファッションゾーン

を強化 

 平成 24 年 11 月：レストランフロアを強化 

 平成 27 年 3～4 月：１～2 階を中心としたファッショ

ンゾーンの強化 

 当時国内最大級のリニューアル。11 店舗の新規

ショップ、16 店舗のリニューアルショップがオ

ープン 

 ビューティ＆ユースユナイティッドアローズの売

場面積を 1.5 倍にするなど、ファッション感度の

高い、大人の男女のニーズをより満足させるファ

ッションゾーンへの進化 

 平成 28 年 3～4 月：3～4 階を中心とした雑貨および

メンズラインの拡充 

 鹿児島初となる LoFt 出展に伴う 3 階の全面改装

を軸に中層階をリニューアル 

 幅広い年齢層の顧客にアプローチ 

フロア構成 

  
出所）マルヤガーデンズパフレット 

特徴  コミュニティスペースの配置 

 店舗需要が限られる中、「ガーデン」と呼ばれるコ

ミュニティスペースを意図的に配置（当初６箇所）

し、イベントを開催。その後、出店需要の増加に

伴い一部は店舗に転換 

 コミュニティ活動の拠点施設 

 平成 24 年から We Love 天文館協議会の「天文

館みつばちプロジェクト」の活動拠点として養蜂

事業を通じた自然環境を学習する取組に貢献 
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◇ガーデンにおけるイベント/コミュニティ活動 

概要 ユナイトメントのコンセプトのもと、「ガーデン」において、絵画の展示会、セミナー、料

理教室などの場を提供し、イベント開催を推進。開業から 2 年で開催されたイベント数は 

1,000 を超えた。 

イ ベ ン ト

ス ペ ー ス

の提供 

 BF garden0/約 13 坪：調理器具が完備されてお

り、料理教室のほか、コミュニティやサークルなど

の利用、友達同士のお料理やお茶会会場として利用

可能 

 6F garden6/約 3 坪：書店に隣接した静かなガー

デン。展示会、会議室や相談所等に利用可能 

 7F 屋上庭園ソラニワ/105 坪：デッキ部分をステ

ージにみたててのコンサートや貸し切りパーティ

などに利用可能 

米粉料理教室 

 
出所）マルヤガーデンズ HP 

商店街、コ

ミ ュ ニ テ

ィ 団 体 等

との連携 

 いづろ商店街振興組合との連携イベント 

 商店街の一員として、「天文館ゆかた祭り 

いづろ商店街特別企画」等のイベントに参

加 

 当日はマルヤガーデンズ前にも会場を設置 

 

 
出所）いづろ商店街振興会 HP 

 We Love 天文館協議会「天文館みつばちプロジェ

クト」 

 繁華街の天文館でミツバチを飼育すること

を通じて、鹿児島・天文館の自然環境を学

び、考える事を目的としたプロジェクト 

 マルヤガーデンズ（7 階屋上庭園ソラニワ）

と山形屋（2 号館屋上）にミツバチの巣箱

を設置し、プロの養蜂家やサポーター（ボ

ランティア）の方々と協力しあって活動 

 

３．取組の成果 

◇集客・交流拠点としてまちなかに活気を取

り戻す 

マルヤガーデンズの整備は、三越の閉店で

停滞が懸念されていた中心市街地の活性化に

大きく貢献した。 

来店客数は三越鹿児島店当時の年間 300

万人からマルヤガーデンズは 350 万人へと

約 50 万人増加した。小売販売額も、外商部

門がないこと等から三越鹿児島店当時の

100億円には及ばないものの70 億円程度を

確保した。 

中心市街地活性化の効果について尋ねた平

成 24 年の市民意識調査でも、平成 19 年と

比べて「活気が戻ってきたと感じる」という

回答が約４割（他「変わらない」が５割）に達

している。 

中心市街地活性化基本計画の「最終フォロ

ーアップ」（平成 25 年 6 月）においても、

「三越鹿児島店跡の建物を改装した当該施設

は、買い物の場だけでなく、NPO や市民が活

動を発表し、交流できる場として機能してお

り、いづろ・天文館地区の空洞化を防ぐとと

もに新たな集客・交流拠点としてにぎわい創

出につながっている」と評価されている。 

 

◇周辺地域への新たな飲食店等の出店 

平成 28 年、マルヤガーデンズの中に新た

に大手雑貨店が出店した。こうしたテナント

のブラッシュアップなどによる魅力向上によ

って、いづろ通りの来街者が若者を中心に

8%程度増加するなど、引き続き集客・交流拠

点としての存在感を高めている。 

マルヤガーデンズが集客交流拠点となり、

いづろ・天文館地区への 30 代～50 代世代

を中心とする集客力が高まったことによって、

周辺地区では若者による飲食店等の出店もみ
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られる。 

 

◇地域からの支持を得た結果として多数の受

賞 

ユニークな特徴を備えて再生したマルヤガ

ーデンズは、多数の受賞に輝いている。平成

22 年には、公益財団法人日本デザイン振興会

からグッドデザイン賞「まちづくり・地域づ

くり」部門を受賞。平成 25 年には、公益財

団法人ロングライフビル推進協議会から

BELCA 賞（ベストリフォーム部門）を受賞。

さらに平成 26 年度ふるさと企業大賞（総務

大臣賞）も受賞している。 

こうした受賞を通じて、マルヤガーデンズ

は一層注目を集め、それが施設としての存在

感を高めてきた。 

 
「屋上庭園ソラニワ」 

－七夕コンサート&竹灯籠の世界－ 

 
出所）マルヤガーデンズ HP 

 

 

 

 

 

４．実施体制とキーパーソン 

◇計画策定主体 

施設オーナーを中心に、外部専門家を交え

たプロジェクトチームが結成され、行政の後

押しを受けながら取組が推進された。チーム

には三越時代の従業員７名も参加した。 

（詳細は、「キーパーソン」参照） 

 

◇事業推進主体 

再生の検討当初は、一棟貸しという考え方

もあったが、結果的に土地建物を所有する（株）

丸屋本社が主体となって、テナント中心の複

合商業施設として再開する方針が選択された。 

単なる貸しビル業にとどまらずマルヤガー

デンズのテナントミックス、区画によっては

直営事業により、運営を主体的に行うことで、

スピード感ある柔軟な意思決定を行っている。

直営事業としては、ブライダル事業（結婚式

場８階 BLOOM の運営）やベーカリーショッ

プ等がある。 

また、地元商店街や、コミュニティ団体と

の連携にも注力している。 

 

初期の事業実施体制 

 
出所）経済産業省「大型空き店舗の再生戦略」 

 

◇キーパーソン 

「ユナイトメントストア」としてのマルヤ

ガーデンズのコンセプトは、施設オーナーで

あった玉川恵前社長、柳田肇取締役を中心に、

三越時代の従業員（現在は、青崎寛マルヤガ

ーデンズ店長、迫真一現いづろ商店街振興組

合事務局長等）、外部専門家を交えたプロジェ
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クトチームで企画された。 

外部専門家としては、クリエイティブディ

レクターをナガオカケンメイ氏が担当し、施

設全体を企画。また、施設と地域の人をつな

ぐコミュ二ティーデザイナーを Studio-L の

山崎亮氏が、プロモーションをコピーライタ

ーの渡辺潤平氏が、店舗設計をランドスケー

ププロダクツの中原慎一郎氏が担当し、サポ

ートした。 

今後、周辺の再開発が行われることで、い

づろ・天文間エリアでは、更なる環境変化が

見通される。現在は、柳田洋社長のもとで、一

層の魅力向上を目指して、テナントを見直す

など、第２ステージの店舗運営を進めている。 

ただし、「ユナイトメントストア」というコ

ンセプトは堅持している。環境変化に対応す

るためにも、「ユナトメントストアを進化させ

ていきたい」。初動期から見守ってきた柳田肇

氏と青崎店長は、異口同音に語った。 

 

５．取組の成功要因と示唆 

◇「ユナイトメントストア」という斬新なコ

ンセプトと実行力 

百貨店閉店後のビルを商業施設として再生

する方法を考えることは容易なことではない

が、マルヤガーデンズが成功した最大の要因

は、外部専門家も交えたプロジェクトチーム

で検討し、「ユナイトメントストア」という新

しいコンセプトのもとで、商業をつなぎ、地

域住民をつなぎ、新たな文化を生み出す「交

流拠点」として、今までにない複合商業施設

を生み出したことである。 

専門家も登用し、新しい商業施設のあり方

に関する議論を積み重ねる中で、モノを買う

と同時に人が集まり、つながれる空間を創り

出すという考え方が固まった。こうして生ま

れたコンセプトが、すべてをつなぐという意

味を込めた「ユナイトメント（Unitement）」

である。 

 

「マルヤガーデンズ」のコンセプト 

 

 

つくろう、新しい鹿児島を。人と人とが、もっと自由

につながり合える場所を。 

鹿児島・天文館に、かつてどこにも存在しなかった、

まったく新しい空間。 

マルヤガーデンズは、デパートメントストアではあり

ません。 

そもそも Department とは、「部門」や「課」という

意味の言葉。 

私たちがめざすのは、独立したお店の集合体ではな

く、お客様、お店、ガーデンすべてをつなぐことで、

ひとつの意志を発信できる場所。 

人と人、人とモノ、モノとコト。すべてが有機的につ

ながり合い（=Unite）、この館を覆う緑のように、葉

を茂らせ、茎を伸ばし、成長を続けながら、みんなが

自然と集まる場所でありたいと思うのです。 

つまり、Department ではなく、Unitement。あなた

と誰かを、あなたと何かをつなぐ場所。 

創造の空気にあふれ、つねに新しい何かを生み出す可

能性を秘めた場所。マルヤガーデンズと Unite するこ

とで、あなたの毎日はきっと、少しずつ変わりはじめ

る。 

あなたが変わることで、ここに新しい風が吹き、次な

る刺激や出会いが生まれるはずです。 

デパートメントからユナイトメントへ。 

出所）（株）丸屋本社マルヤガーデンズ事業部資料 

 

一方、つながる交流を支えるコミュニティ

スペースとしての「ガーデン」は、集客には貢

献したものの、直接収益につながらないスペ

ースでもある。そのため、当初は、運営上収支

が厳しい面もあったという。 

しかしながら、「ユナイトメント」というコ

ンセプトのもとで、コミュニティスペースを

意図的に取り入れるという当初の大胆な発想

を実現したからこそ、現在の集客力や、新た

なテナントの出店需要が生まれており、今の

マルヤガーデンズまで発展できたといえる。 

 

◇スピード感があり臨機応変な事業運営 

もうひとつの成功要因として、平成 21 年

5 月 6 日の三越撤退後１年に満たない、翌 22
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年 4 月 28 日にマルヤガーデンズをオープン

させた事業のスピード感があげられる。100

人以上の従業員がいたことから空白期間が許

されず、初期段階から開店時期を１年後と決

めて取り組んだという。 

閉店期間を短くしたことで、顧客の期待感

を高め、三越閉店後の影響を最小限にとどめ

ることができたといえる。 

また、この間、新たなコンセプトのもとで、

コアターゲットを三越時代の 50 歳代以上の

女性から 30～40 歳代女性に変更した。その

後も同伴男性の来店に着目、近年の大手雑貨

店誘致など、その時々の周辺地域の商環境や

地域のニーズに対応した、スピード感ある柔

軟なテナントリーシングを通じて、常に魅力

的な商業空間の形成に注力している点が注目

される。 

 

◇地域の商店街やコミュニティ団体との

WIN-WIN 関係 

「ユナイトメント」というコンセプトを象

徴する｢ガーデン｣では、地元の NPO 法人な

ど団体や個人、地元と縁あるアーティスト、

マルヤガーデンズのテナントなどによる様々

なイベントが開催されている。 

ガーデンの設置に当たっては、鹿児島市内

外で活動している様々な団体・コミュニティ

とのワークショップを行う中でアイデアを固

めてきた。こうした利用者とのコミュニケー

ションを反映したスペース提供が、施設の利

用ニーズにつながっている。 

また、マルヤガーデンズは、商店街のお祭

りに参加したり、We Love 天文館協議会が

主宰する「天文館みつばちプロジェクト」の

拠点施設として場を提供するなど、地域の商

店街やコミュニティ団体等と一体となって、

地域を盛り上げている。 

このように、対話しながら継続して地域と

の WIN-WIN 関係を築いていることが、地域

の人々に長く愛されつづけられる「ユナイト

メントストア」の実現を支え、マルヤガーデ

ンを核店舗とするエリアの発展をもたらして

いると考えられる。 

 

マルヤガーデンズの取組 

  

成功要因と示唆

• 「ユナイトメントストア」
という斬新なコンセプ
トの採用と具体化
 従来型の百貨店
ではだめ、交流の
場が必要という提
案の採用

 コミュニティデザイ
ンの専門家の登
用

 「ガーデン」の配
置

•スピード感があり、臨
機応変な事業運営
 三越退店後１年
に満たない期間
でオープン

 環境に応じた臨
機応変なテナント
リーシング

•地域の商店街やコ
ミュニティ団体との
WIN-WIN関係
 ワークショップを
通じて利用ニーズ
を把握

 祭りなどのコミュ
ニティ活動に参加

取組の背景

•三越鹿児島店とし
て運営

• H21三越撤退（撤
退時の売上100億

円、来店者数約
300万人）。目抜き

通り天文館空洞化
の危機感

↓

•中心市街地活性化
基本計画における
検討

•複合商業施設とし
ての再開を検討

取組の位置づけ

•中心市街地活性化
基本計画（H19-）に
おける位置づけ

↓

• H22マルヤガーデ

ンズ開館。基本コン
セプトは、つながる
店「ユナイトメント」
 商業をつなぎ、地
域住民をつなぎ、
新たな文化を生み
出す交流拠点

• H28リニューアル
オープン

取組概要

•施設概要

 マルヤガーデン
ズ（商業施設、
地上8階地下1

階22,700㎡）

 事務所・駐車場
棟（約8,100㎡）

•施設の特徴
 コミュニティスペー
ス（ガーデン）の配
置

 コミュニティ活動
への貢献

 ガーデンにおける
イベント開催（年
間500回以上開
催）

成果

•集客・交流拠点とし
てまちなかに活気
を取り戻す
 多数の来店客（年
間300万人⇒350

万人）

•周辺地域への新た
な飲食店等の出店

•多数の受賞
 2010年グッドデザ
イン賞

 第22回BELCA賞
（ベストリフォーム
部門）

 ふるさと企業大賞

実施体制とキーパーソン
•計画、事業実施機関：株式会社丸屋本社
•キーパーソン：

•玉川恵前社長、柳田肇取締役、青崎寛氏、迫真一氏他のプロジェクトチームメンバー
•柳田洋社長：第２ステージの運営を推進

•外部専門家：ナガオカケンメイ氏（店舗改修の全館ディレクション）、山崎亮氏（コミュニティ
デザイン）、渡辺潤平氏（コピーライター）、中原慎一郎氏（店舗デザイン）
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4-4 まとめ－先行事例に学ぶべき成功要因－ 

 

 

Theme（テーマ） 

 

“新規産業の創出”に向けた“拠点・空間づくり”の「Theme（テーマ）」は、まちなか

に利用されずに眠っている資源の発見と活用である。事例地域では、空きビル・空き店舗、

低未利用地など、それぞれの特徴を踏まえて利活用に取り組んでいる。 

山形市「産学官金連携によるエリアリノベーション」は、まちなかに存在する中小の空き

ビル・空き店舗の活用を、地元企業と大学生、行政が連携して取り組んで成果をあげてきた。 

八戸市「八戸ポータルミュージアム はっち」は、まちなかに生じた低未利用地について、

まちなかのポテンシャルを活かし、地域住民の共創により、集客交流拠点として再生した。 

また、鹿児島市「マルヤガーデンズ」は、百貨店撤退後のスペースの活用という大きな課

題を、地域密着の「ユナイトメントストア」をコンセプトに解決した。 

 

 

Idea（アイデア） 

 

「Idea（アイデア）」の面では、固定観念にとらわれない活用・運営方法を考えることが

重要である。空きビル・空き店舗、低未利用地の活用がうまくいかない現状を理解し、これ

までの延長の取組ではない、新しい着想によって需要を喚起することが求められる。 

山形市の事例は、「エリアリノベーション」というコンセプトの中で、単なる遊休資産の

再生ではなく、若者のニーズや感性、高いデザイン性を取り入れながら、「ユーザー目線」

「モノとコトの提供と発信の場」といった価値付けを施して再生。点から面への展開を図ろ

うとしている。 

八戸市の事例は、市民の継続的な利用を重視することによって、行政主導だからできる

「ポータルミュージアム」と呼ばれる創造的な市民活動の拠点施設を整備した。 

鹿児島市の事例は、百貨店撤退後の空きスペースの活用という困難な課題に対して、商業

をつなぎ、地域住民をつなぎ、新たな文化を生み出す「交流拠点」として今までにない商業

施設をめざす、「ユナイトメントストア」という斬新なコンセプトを採用し、それを体現す

るために「ガーデンズ」を取り入れた施設として再生した。 

 

 

Process（実現プロセス） 

 

「Process（実現プロセス）」の面では、計画段階からユーザーを巻き込み、整備後の活

用を重点に考えた計画策定が重要である。 

山形市の事例は、再生する遊休資産で提供する「コト」の魅力に共感した人々がそこで活

動していくことによって価値が高まり、さらに人々を呼び込んでいくという考えのもと、事

業が行われている。 
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八戸市の事例は、市長のリーダーシップの下で、各界の意見の集約に注力した。市民とも

100 回以上の懇談を行ったことによって、市民が利用したいと思える場の創出が可能とな

った。 

鹿児島市の事例は、コミュニティデザインなど多様な専門家を登用し、計画段階から市民

団体とのワークショップを開催することによって、新たな利用のされ方を計画に取り込ん

だ。 

 

 

System（実施体制・運営） 

 

「System（実施体制・運営）」の面では、専門性の高いノウハウを持つ組織とうまく協業

した実施体制の確立と地域と一緒になった運営が重要である。 

山形市の事例は、事務局が中心となって、その時々に必要なチームをプロジェクトごとに

組織しており、プロジェクト実施における専門性確保と機動的な事業の推進体制を確保し

ている。 

八戸市の事例は、施設自体は行政が直営で運営しているが、専門人材（アーティスト）を

登用することによって、「まちぐみ」という市民運動を展開するなど、地域とのコラボレー

ションに注力している。 

鹿児島市の事例は、専門家も含むプロジェクトチームを組織することによって、1 年に満

たないという短い期間で開業。その後も、集客力の高いテナントへの入れ替えなど、スピー

ド感をもって運営する一方、地域の商店街や団体等と密着したイベントや天文館ミツバチ

プロジェクトの実施等、地域とのつながりを重視している。 
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ストック活用×まちづくりの TIPS 

対象事例 Theme 

テーマ 

Idea 

アイデア 

Process 

実現プロセス 

System 

実施体制・運営 

山形市「学生

によるエリア

リノベーショ

ン」 

 空きビル・空き店

舗の活用 

 「エリアリノベーシ

ョン」というコンセ

プトのもとで、若者

のニーズや感性等

を取り込みなが

ら、場の価値を高

めて再生 

 再生した「場」とそ

こで提供される「コ

ト 」 に 共 感 す る

人々を呼び込み、

価値を向上 

 プロジェクト毎にチ

ームを組織し、専

門性の確保と機動

的な事業推進体

制を確保 

八戸市「八戸

ポータルミュ

ージアム  は

っち」 

 低未利用地の活

用 

 市民の継続的な

利用を重視するこ

とによって「ポータ

ルミュージアム」と

よばれる創造的な

市民活動拠点を整

備 

 市長のリーダーシ

ップと市民との共

創（100回を超える

懇談） 

 アーティストの登

用による「まちぐ

み」など、地域との

コラボレーションに

注力 

 

鹿児島市「ユ

ナイトメントス

トア」 

 百貨店撤退スペー

スの活用 

 「ユナイトメントスト

ア」という斬新なコ

ンセプトの採用と

具体化 

 コミュニティデザイ

ンの専門家を登用

し、計画段階で市

民団体とのワーク

ショップを開催 

 

 専門家を含むプロ

ジェクトチームを組

織（1年に満たない

期間でオープン） 

 スピード感があり、

臨機応変な事業

経営 

 地域の商店街やコ

ミュニティ団体との

連携 

 ↓ ↓ ↓ ↓ 

  まちなかに利用さ

れずに眠っている

資源の発見 

 固定観念にとらわ

れない活用方法の

構想 

 計画段階からユー

ザーを巻き込み、

整備後の活用を重

点に考えた計画策

定 

 専門性の高いノウ

ハウをもつ組織と

協業した実施体制

の確立 

 地域と一緒になっ

た運営 

 

 

 


